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北海道農業ベクトル研究会 編
『新北海道農業発達史』

（北海道地域農業研究所、2013年）

明治大学名誉教授

田畑　保

１　明治の開拓期から高度経済成長初期までの
北海道農業の約1世紀を雄大なスケールで描き出
した『北海道農業発達史』（以下「旧発達史」）
が刊行されて半世紀が経過した。このほどその続
編ともいうべき『新北海道農業発達史』が新たに
刊行された。「旧発達史」の刊行後北海道農業は
大きく変化してきた。その変動のさなかの北海道
農業については、これまで『戦後北海道農政史』
（農政史研究会編、1976年）、『経済構造調整下
の北海道農業』（牛山敬二・七戸長生編著、1991
年）、『北海道農業の地帯構成と構造変動』（岩
崎徹・牛山敬二編著、2006年）等浩瀚な共同研究
がまとめられてきている。
そうした流れを引き継ぎながら、「もう一度日
本の中での北海道の位置付けを考え、北海道農業
を北海道農業たらしめている諸要素とは何か、北
海道農業の独自性と何だったのかを明らかにする
ことは『これからの50年』を考えるためにも大
切」という問題意識のもとで現役を退いたベテラ
ン研究者たちを中心にして研究会が立ち上げられ
た。「北海道農業ベクトル研究会」である。本書
はこの研究会の3年余にわたる共同研究の積み重
ねを経てまとめられたものである。歴史の推進主
体として行政と農業技術者、農業者と農業団体と
いう４つの主体を設定し、その50年の歴史の中か
ら将来につながる方向性、未来へのベクトルを探

書　　評

〔フロンティア農業経済研究　第20巻第2号　2018.3〕 り出したい、さらに北海道農業の展開を一つのサ
クセス・ストーリーとして描くことが出来ない
か、という問題意識が共同研究のベースにおかれ
ている。
本書の構成は耕種編（稲作、畑作、園芸作）、
畜産編（酪農、肉用牛、養豚、馬産）というよう
に作目・部門毎の構成となっており、「旧発達
史」にあった農法を中心とした総論的な章や農業
生産力基盤に関する章は設けられてはいない。画
期区分は、農基法農政、総合農政、国際化農政、
新基本法農政という農政の展開に即した区分と
なっている。北海道農業が国の農政展開の影響を
強く受けて進んできたという考えからである。

２　第1部では稲作が取り上げられているが、
この間の稲作の展開が国の農政に強い影響を受け
てきたこともあり、前述した農政展開の4つの画
期に即して章立てが行われ、国の農政展開と、そ
れに対する地方自治体としての道の行政と農業技
術者、農業者と農業団体の対応・対抗についても
詳しく分析され、本書の総論的な役割も果たして
いる。
序章では、明治期から基本法農政期前までの北
海道稲作の苦難の歩みを素描している。その上で
第1章では農基法農政下の稲作が分析されてい
る。1960年代に入って政府はそれまでの丸抱え的
な保護政策を転換し、「所得均衡」「農業構造改
善」「選択的拡大」等をキーワードとする基本法
農政を展開する。府県では高度経済成長のもとで
進んだ農外労働市場の拡大が兼業農家、とくにⅡ
兼農家の増加をもたらし農政が期待したような自
立経営の増加には向かわなかったのに対し、北海
道では挙家離農の多発と残った農家の規模拡大が
進行し、「農基法農政の優等生」と評されること
になる。その要因として本書ではこれまでよく指
摘されてきた戦後開拓や農村労働市場の未発達等
の辺境＝フロンティアとしての北海道の地域的歴

史的要因だけでなく、戦後12年間続いた「革新道
政」を全道労協とともに支えた北海道農民同盟の
分裂･後退等も一因となった「中央直結」の保守
道政への転換等の政治的要因にも論及しているの
が注目される。
1960年代の北海道は造田ブームの時代で、稲作
限界地帯にまでそれが広がる中での米生産量の飛
躍的増大は、後に問題化する米の品質問題ともあ
いまって道産米の危機をもたらすことになる。
第2章では総合農政下の稲作転換が取り上げら
れる。この期に始まる米の減反（生産調整）が北
海道に及ぼした衝撃、影響は大きかった。1970年
代に始まる総合農政は、この生産調整とともに農
地政策の転換、農産物自由化を3本柱とするもの
であった。このアメリカ側からの開放要求に沿っ
た農産物自由化の流れを農政の側がせき止められ
なかったところに生産調整の跛行的進行と農業衰
退の原因があったと指摘している。
他方でこの期は農業産出額はなお増加基調にあ
り、総体としての農業生産力は落ちていなかった
ことも指摘している。地域農業のレベル、農家経
営のレベルでみると、複合化と集約化の進展等の
発展的動きも生まれていたのである。
生産調整の長期化、傾斜配分への転換の中で北
海道は生産調整の最大のターゲットとされ、とく
に「水田利用再編対策」では転作率44％という致
死的ともいうべき高率の転作目標が配分され、北
海道稲作は最大の危機に直面した。そこから再生
を目指す生産者、農協の様々な取り組みが生まれ
る。特筆すべき取り組みとして、それまで消費者
の評価が低かった北海道米を消費者に認知しても
らうことにつながった「特別自主流通米」という
北海道独自の販売戦略の取り組み、稲モノカル
チャーからの転換、転作の定着と複合化に向けた
取り組みがあげられている。後者に関しては、稲
作中核地帯の集団的転作対応の事例として「深川
方式」、道南小規模稲作地帯の複合経営の事例と

して「洞爺方式」が新しい方向を切り開く２つの
イノベーターとして紹介されている。
この時期の稲作は「量から質へ」の転換を迫ら
れた時期で、銘柄米不在の状況から脱却するため
に農業試験場が総力をあげて品種改良に取り組
み、その中から生まれた「ゆきひかり」は決定打
とはならなかったが、次につながる「記念碑」的
な位置を占めた。
機械化の面では前期は機械化体系はまだ跛行的
で未完成だったが、この期は田植機の開発・実用
化が進み、乗用トラクター、動力田植機、自脱型
コンバインの3点セットによる「中型機械化体
系」の北海道バージョンともいうべき機械化体系
が完成する。
第3章では「プラザ合意」にそって国内市場の
一層の開放を求めた前川レポート（1986年）を受
けて「国際化農政」に舵をきってからの時期が分
析される。1986年から開始されたガット・ウル
グァイラウンド（UR)では、農産物貿易だけでな
く国内の農業保護政策までが問題とされた。日本
の農業保護政策の根幹である食管法をはじめとす
るわが国農政の全体系が問われることになったの
である。1993年末に終結したUR農業合意に基づ
きコメが部分開放されるとともに食管法が廃止さ
れ、かわって新食糧法が登場した。
この期、北海道では良食味米の開発・生産とい
う北海道稲作の年来の課題に応えて「きらら
397」が登場し、爆発的なヒット商品となった。
北海道が初めて生んだ「全国的品種」である。こ
の「きらら397」人気は栽培適地をこえて道北や
山間部等への拡大、過剰作付けの問題も生み出し
（「うまい米の山登り」）、それに対し一つの銘
柄に集中しない安定生産、新たな良食味米開発に
向けた取り組みが求められていくことになる。
1993年の大冷害にともなう「平成米騒動」後自
主流通米価格の低落が続く事態に対し北海道の農
協系統は全道の稲作地帯を13のブロックに分け広

域産地の形成による販売力強化を図った。それは
この時期の系統農協再編問題での北海道独自の対
応とも関連していた。農協系統は第19回全国農協
大会（1991年）で広域合併の徹底と「中抜き二段
階方式」を打ち出したが、北海道はホクレンを存
続させる「道内二段階」という独自の方向を選択
した。単協合併についても一部の地域では広域合
併が進んだが、なお111の総合農協が存続してい
る。「新たな米政策大綱」下での「米需給安定対
策」や「稲作経営安定対策」への農民の参加率も
全国では80％台なのに対し北海道ではほぼ100％
ということに示されているように稲作農家の農協
への結集力は極めて高かった。
なおこの時期の稲作経営の存在形態をみておけ
ば、空知の稲作中核地帯の集落で10ha以上の上層
だけでなく、5～10haの中堅層が地域農業の担い
手として分厚く存在していたことも特筆すべき点
である。
第4章では新しい基本法と北海道米の躍進が取

り上げられる。農業基本法が廃止され、代わって
新しい基本法（食料・農業・農村基本法）が制定
された。農業基本法が古くなったためではなく、
農業保護を禁じたWTO条約に抵触するためであ
る、というのが著者の強調点である。新しい基本
法の制定にあたっては政策目標としての食料自給
率の設定や直接所得補償政策の導入等を要求した
意見書が北海道から提出された。
こうした国の農政展開に対し、かっては「基本
法農政の優等生」といわれた北海道の農政がドラ
スティックともいえるほどに現実主義に転換し、
独自性を強めていく。競争や選別よりも保護政策
的志向を強く打ち出した「北海道農業・農村振興
条例」（1997）、知事の名で公表された「北海道
スローフード宣言」（2003）、「食」「環境」
「担い手」「地域」というこれまでにない切り口
で10年後の道農政の指針を示した「北海道農業・
農村ビジﾖン21」（2004）等の一連の流れがそう

である。そしてそこに行政、経済界、消費者団体
等がそろって地域の農業発展を支援する「道民合
意」の形成をみている。
米政策への対応においても大型集出荷施設を拠
点とする広域産地体制としての再編整備が進めら
れ、それと連動する形で農協の広域合併も動き出
す。それは「行政対応型合併」ではなく「産地形
成型農協合併」という北海道特有の動きであると
評価している。
21世紀初頭の北海道稲作の新しい動きとして特
筆されるのは、「ゆめぴりか」をはじめとする北
海道米の新しいエースが登場し、うまいコメの勢
揃い状況がうまれてきたことである。2010年の食
味ランキングでも「ななつぼし」と「ゆめぴり
か」は「特A」の評価をうけた。「猫またぎ」と
悪口をたたかれ続けた北海道米が全国のトップブ
ランドに躍り出るようになったのである。それは
官民一体となった道民運動の成果でもある。
第5章では「組織力で前進する北海道米」とし
て特別自主流通米以降の取り組みの経過について
内部に深く立ち入る形で整理するとともに、北海
道水田農業の課題と展望にふれ、水田複合化の課
題と全道共販体制強化の重要性を指摘している。

３　畑作は北海道的な特徴を最も強く示す作目
である。第2部では小麦（第2章）、てん菜（第3
章）、豆作（第4章）、馬鈴しょ（第5章）の4作
目を取り上げ、第1章では総論として畑作の政策
と経営構造について論じている。畑作は地力維持
の面から輪作体系が不可欠であり、北海道畑作の
歴史はその確立に向けての歩みでもあった。1970
年代から20世紀末にかけて成立した小麦、てん
菜、豆、馬鈴しょの畑作4品を基幹作目とする輪
作体系はその一つの到達点であった。
機械化と作付け体系の面から農政画期毎の変化
をみておけば、基本法農政期はトラクター・畜力
併存期で畑作の中心地帯の十勝等では豆作偏重の

作付け体系だったが、総合農政期には豆作が大幅
に減少し、代わって馬鈴しょとともにてん菜が基
幹作目の地位を占めるようになる（「寒地畑輪作
の要ーてん菜」）。大型トラクターをはじめとす
る機械化一貫体系の成立がその背景にあった。そ
れまで1万ha前後で低迷していた小麦は転作の影
響もあって飛躍的に増加し（「道産小麦の蘇
生」）、畑作4品の輪作体系が成立、定着してい
く。
しかし高度機械化萌芽期の国際化農政期、高度
機械化定着期の新基本法農政期には、とくに大規
模層では輪作の要であるてん菜が縮小するととも
に、省力作目である小麦の拡大、基幹作目化が進
み、かってのてん菜、馬鈴しょ、小麦、豆類の畑
作4品のバランスのとれた輪作体系が崩れつつあ
ることが指摘されている。
第3部では農政画期毎に園芸作の展開を分析し
（第1章～第4章）、最後の第5章で果樹農業の展
開を分析している。北海道で野菜生産が本格化す
るのは転作が強化される1970年代後半からで、以
前から移出野菜としての地位を獲得してきていた
「いも・たま」、にんじんが先行し、それに続く
形で転作野菜に主導されながら野菜作が伸びて
いった。それをリードしたのが洞爺村農協や富良
野農協等の取り組みであった。
1980年代後半からは園芸作は畑作・酪農地帯に
も広がり、畑作型野菜の伸張で道産野菜は多品目
化しつつ生産が拡大し、「土地利用型」野菜から
「園芸作型」野菜の移出産地へと発展した。2010
年には耕種部門における野菜の割合は42％を占
め、畑作を抜いて耕種部門のトップになった。こ
うした北海道における野菜園芸作部門の発展、複
合化・集約化の動きを「集約北進」としてとら
え、それが北海道農業の救世主となっていると極
めて高い評価が与えられている。さらにこうした
園芸作産地づくりには農協の役割ー指導力と販売
力ーが決定的な意味をもったことも指摘してい

る。

４　畜産編は酪農、馬産の他に「旧発達史」に
はなかった肉用牛、養豚も新たに加わり、4部構
成となっている。戦後北海道農業における畜産の
比重の増大がそこにあらわれている。第4部 酪農
は農政画期毎に章立てされ（第2～5章）、第1章
が導入部、最後の第6章は結びの章となってい
る。第4部の著者は、「旧発達史」の松野の指摘
をひきつつ「歴史的考察は明日を語ることである
べき。明日を語るためには経済学の枠組みをこえ
た広範な考察が要求される」ととりまとめにあ
たっての思いを述べている。そうした思いもあっ
てか農業関係の論文、資料だけでなく文学や歴史
関係の文献からの引用も豊富で本書の中でも異色
なスタイルとなっている。
酪農の普及発展にとっては乳牛の導入・拡大と
その飼料基盤の整備が必須の課題となる。戦後初
期の牧野開放、有畜農家創設事業、さらに酪振法
に基づく「集約酪農地域」の指定や飼料生産基盤
の整備、公共育成牧場の造成、国営・道営・団体
営の草地開発事業等がその役割を担った。こうし
た過程を経て基本法農政期に道東、道北を中心に
酪農専業経営の形成が進み、加工原料乳の生産が
本格化する。
なお加工原料乳に対しては不足払制度が1966年
から実施されてきた。それは指定乳製品の輸入差
益を原資とするという矛盾をかかえながらも北海
道の酪農にとって重要な役割を果たしてきた。本
書ではその点についても詳しい計量的な分析を加
えている。
北海道の酪農の経営規模は基本法農政期後半か
ら総合農政期にかけて急速に拡大した。1960年に
は2頭前後だった1戸当たり成牛飼養頭数は70年9
頭、80年26頭、90年38頭、2000年56頭というよう
にすさまじいテンポで増加した。1975年頃までは
草地面積も乳牛頭数とほぼ同じペースで増加した

が、1980年代に入ると草地・飼料作面積の増加率
は鈍化し、府県ほどではないが北海道でも輸入濃
厚飼料に依存した規模拡大となった。
頭数拡大とともに酪農経営の機械化も急速に進
んだ。酪農における機械化は飼料作の機械化だけ
でなく飼養管理作業や搾乳作業、糞尿処理作業の
機械化等多方面にわたった。それだけに規模拡大
のための酪農家の負担は大きかった。
こうした急激な規模拡大では、それに対応でき
ない多数の酪農家の離農、酪農廃止が生じた。
残った酪農家も多額の負債等多くの問題を抱えこ
むことが多く、また急激な規模拡大、機械化は
様々な技術的・経営的リスクをともなうことも少
なくなかった。本書では多くの論文、資料も引用
しながらそうした実態を詳しく分析している。
　第5部では肉用牛を取り上げている。北海道
は和牛については後発だったが、肉用牛生産とし
ては屈指の大生産地帯に躍進してきた。そのこと
は、1965年には1％に満たなかった肉用牛飼養頭
数のシェアが75年7％、90年12％、2010年18％と
全国の5分の1近くを占めるまでに拡大してきたこ
とに端的にあらわれている。
肉用牛生産は大きくは黒毛和種等の肉専用種と
乳用種肉用牛とに分かれるが、北海道では、乳用
種肉用牛が主力となっている。乳用種肉用牛は、
いわば酪農との連結生産物であり、酪農との結び
つきの中で発展してきたのである。地域的には道
南・道央の専用種肉用牛地帯と道北・道東の乳用
種と専用種との混在地帯に分けられるが、専用種
地帯は伸び悩み傾向にあったのに対し、乳用種と
専用種混在地帯の十勝・釧路の躍進が顕著であっ
た。この間の肉用牛生産の発展を担ったのは主に
後者の地域である。北海道の農業粗生産額に占め
る肉用牛生産のシェアでも1975年の1.9％から
2005年には6.1％にまで増加した。肉用牛生産が
北海道農業の重要部門となってきたのである。
この間にはまた牛肉輸入の完全自由化、口蹄疫

の発生（2000年）やBSE感染牛の発生（2001年）
等肉用牛生産の存立を脅かすような問題も発生
し、肉用牛生産における安全・安心の訴求もあら
ためて重要な課題になっている。
第6部で取り上げられている北海道の養豚は、
基本法農政期の小規模零細な副業養豚から複合経
営の一部門として定着していく「複合養豚期（経
営定着期）」を経て1970年代以降は「基幹作目
期」となっていくとされ、この1970年代以降の養
豚について独自の画期区分を行っている。「基幹
作目期（前期）」（1970～80年）、「基幹作目期
（後期１）」（1980～2000年）、「基幹作目期
（後期2）（2000～2010年）」である。
「基幹作目期（前期）」ではそれまでの個別経
営が点として内的発展する段階から基幹作目とし
て地域における面的な展開を志向するステージに
移行し、養豚指導地区では地域の農協のもとに養
豚農家が組織化され「系統養豚団地」として展開
する。これに対し、「基幹作目期（後期１）」で
は基幹作目としての成熟度が増すが、他方で国際
競争にさらされる中で規模拡大、企業化が進み、
それに対応できない経営は養豚からの撤退を余儀
なくされ、「農家養豚」は大幅に後退した。「基
幹作目期（後期2）」では単なる大規模化、企業
化では切り抜けられなくなり、経営のコンセプト
を消費者重視、環境問題重視、疾病対応、アニマ
ルウェルフェア重視等におき、農場個性を打ち出
していくことが求められるようになったとし、そ
れを「農場ブランド形成期」と表現している。
最後の第7部では、現在軽種馬で全国の96％、
農用馬で87％と圧倒的シェアを占めるに至った
「馬産王国」北海道の戦後史を検証している。戦
後の馬産を大きく変えたのは競馬の躍進である。
その競馬の成長を支えたのが北海道、とくに日高
地方の馬産であった。第一次競馬ブーム（1965～
73年）で馬が軽種馬に特化し北海道・日高地方に
集中することになった。仔分け制度のもとで一般

農家も軽種馬生産を担うようになり、軽種馬専門
農協も組織され、それを支えた。家族経営が専業
的に自己馬主体で生産することは世界にも例がな
いことで、日高地方では軽種馬が農業粗生産額の
60～70％を占め、軽種馬生産主体の産業・農業構
造、土地利用構造になった。
バブル期には第2次競馬ブームが訪れ、馬産地
は加熱するがバブル経済の崩壊とともに中央競馬
と地方競馬との二極化が進み、地方競馬は深刻な
不況に陥る。21世紀に入って中央競馬も長期低迷
となり、地方競馬は経営危機に陥るところが多発
する。生産も社台グループ等の大企業牧場と家族
牧場の二極化が進み、家族経営は危機に陥る。

５　本書の特徴は最初にも述べたように北海道
農業の今後の方向性＝ベクトルを半世紀の歴史の
中から探り出したい、さらにその半世紀の歩みを
一つのサクセスストーリーとして描くことが出来
ないか、という問題意識のもとでまとめられたと
ころにある。
確かにそのような視点からの分析によって、本
書は北海道農業の歴史を鮮やかに描き出すことに
成功したということができるであろう。例えば第
1部で分析されているようなかって「猫またぎ」
と悪口をたたかれた北海道米が農業者や農業団
体、農業技術者、行政の血のにじむような取り組
みによって全国のトップブランドにまで躍進した
歴史はまさにサクセスストーリーとして評価しう
るものであろう。第1部や第3部で分析されている
「集約北進」の中で野菜園芸作が北海道農業の救
世主となったのもそうであった。
このようにサクセスストーリーとして興味深い
分析がなされているが、だからこそというべき
か、その裏面ともいういうべき様々な問題、矛盾
の解明もまた軽視されてはならない点であろう。
この間の北海道農業の変化はすさまじく、とくに
急激な規模拡大の過程で生じた矛盾、問題は府県

農業の比ではなかった。本書でも、例えば酪農で
は長期にわたって「ゴールなき拡大」が続き、多
くの酪農家が資金借入による規模拡大へと駆り立
てられてきたこと、他方でそれに疑問を抱きいわ
ゆる「マイペース酪農」を模索する酪農家も生ま
れたこと等が指摘され、畑作についても地力循環
が可能な家族労働力を主体とした30～50ha規模を
適正規模として、無制限の規模拡大を見直してい
く必要が提起されている。北海道農業の今後の方
向性＝ベクトルについて、各部門、作目の担当者
はそれぞれの部門、作目毎に今後の方向性＝ベク
トルを提示している。そこで提示されている方向
性＝ベクトルにはいろいろ示唆的な面も含まれて
いる。例えば、園芸作の導入によって初めて北海
道農業のスケールメリットが活かされるように
なったこと、園芸産地づくりで農協の役割が決定
的な意味をもつようになったこと等を指摘し、そ
うした園芸作の変革作用の継承を今後の方向性と
して提示している。いわばサクセスストーリーの
中からのベクトルの提示である。また酪農に関し
ても成り行きまかせの方向ではなく、選び取る方
向、これまでの対米従属、輸入依存で非循環的酪
農の助長を阻止する方向に舵を切るべき、とかな
り思い切った方向提示を行っている。
しかし個々の作目毎のベクトルを足し上げても
全体のベクトルにはならない。この点で、畑作に
ついて小麦、てん菜、豆作、馬鈴しょ4品目のベ
クトルとは別に畑作全体をにらんだ経営のあるべ
き方向が提示されているのは興味深い。
このことは北海道農業全体について考えると
き、本書で各作目・部門毎に提示されているベク
トルとはまた別に北海道農業全体のベクトル、あ
るいはそれぞれの地域農業の展開方向、ベクトル
の検討が必要なことを示しているのではないか。
その点で北海道農業の総論的な検討とそれを踏ま
えたベクトルの提示という課題が果たせていない
のが惜しまれるところである。

　以上のこととも関わるが、本書では部門・作
目毎の歴史としては深い分析がなされているが、
北海道農業全体の構造、農業経営や地域農業とし
ての分析が手薄になっているのではないか（それ
は本書の直接の課題ではないのかもしれない
が）。近年地域農業における担い手の弱体化の問
題は北海道でも軽視できない問題になってきてお
り、そのこととも重なって集落、地域社会のあり
方、地域農業と地域社会の持続可能性が問われる
状況になってきている。とくに21世紀に入って、
北海道でも、北海道でこそというべきか、まさに
そこが大きな問題になってきている。本書ではし
かし、それが大きな問題になっている新基本法農
政期に関してはこうした点について充分深められ
ていないように思われる。今後進むべき方向性＝
ベクトルを北海道農業として、あるいは地域農業
として考えていく上ではこうしたことの分析が重
要になっているのではなかろうか。

[付記] 本書の書評を早い時期に依頼されながら
評者の怠慢で大幅に遅れてしまったことを深くお
詫びしたい。

高崎経済大学地域科学研究所 編
『自由貿易下における農業・農村の再生
‒小さき人々による挑戦‒』

（日本経済評論社、2016年）

岩手県立大学名誉教授

土井　時久

高崎経済大学地域科学研究所による編集であ
る。本書の課題は、農産物貿易自由化の趨勢のも
とで零細、高齢化した「小さき」農業経営をいか
にして支えるか、その対応策をさぐることにあ
る。全体を4部構成とし、序章、終章を付してい
る。

第Ⅰ部　「自由貿易」と「規制改革」
第1章は、「自由貿易」と「規制改革」（鈴木
宣弘）である。自由貿易の趨勢と国内規制の改革
が密接に関わっていること、規制改革が農業経営
を不利にさせていることを実証的に示している。
「強力なグローバリズムによる一部の露骨な利益
追求に対抗して、「小さき人々」がいかに豊かな
生活を守っていくか」が本書の課題であるとして
いる。
実証例はアメリカの穀物流通と保護政策、タイ
の鶏肉、米市場やイギリスの生乳流通などであ
る。生産を刺激する補助金を廃止して公正な貿易
を実現しようとする国際交渉にも関わらず、アメ
リカ穀物生産は巧妙な制度で保護されていること
を示している。
国際市場での鶏肉、米の価格上昇にも関わら
ず、タイの農家庭先価格は市場の寡占状態のため
に抑えられている。生産資材の売手寡占もあって
途上国の農家の所得増加は困難である。これらの
事実を市場支配率係数、価格伝達性によって計量
的に示している。途上国のみならず、イギリスの
生乳流通でも規制緩和が酪農家の生乳価格低下が

みれる。イギリス生乳市場問題に精通する著者
は、1973年のMMB解体以後の変化を丁寧に示し
ている。立論を通して、規制を緩和した市場原理
の徹底が経済成長をもたらすとする主流派経済学
への批判をも含んでいる(3.2~3.8)。
第2章は、「TPP大筋合意と農業分野における
譲歩の特徴̶日豪EPAとの比較を中心に̶」(東
山寛)である。TPPにおける農業分野の譲歩の特
徴を明らかにするべく、品目を牛肉にしぼって日
豪EPAとTPPの比較を行っている。その結果、
(1)日豪EPAとTPPでとっている手法に共通点が
あること、(2)このような譲歩をすれば、これが次
のFTAの始点となること、(3)TPPを批准すれ
ば、国境措置が十分に機能しなくなることについ
て述べている。関税引き下げで関税収入は減少
し、国内農業保護のためには従来の消費者負担に
かわって納税者負担つまり財政支出に大幅に依存
する政策とならざるをえず、その可能性を危惧し
ている。

第Ⅱ部 農業構造(農地)政策と集落営農の展開
第II部が本書の中核をなしており、全6章で構
成している。はじめの 2章を農業構造政策の包括
的な議論にあて、他の4章は東北、北関東、中
国、九州地方の実証研究である。
第1章は、「農地政策の変遷と農村社会」（高
木賢）で、手際よく昭和27年の農地法制定以後の
変遷を整理している。農地改革以後70年に及ぶ日
本経済と農業の変化からみて農地法の果たす役割
も変化してきたのは当然である。農地の農政上の
意味を理解するためには、5.の農地法を適用除外
とする制度から9.の農業委員会の組織改革や農地
法改正にかけての叙述に教えられるところが大き
い。
第2章は「農地市場と農地集積のデザイン」(中
嶋晋作)で、完全競争的農地市場を前提に数理モ
デルを提示する。しかし、複雑な農地需給をこの

モデルを前提に分析するのは難しい。このことに
ついては、「2.2現実の『農地市場』」で述べて
いる。サイクル方式による農地交換のアイデアが
魅力的であるが、長塚節 『土』 的岩盤の根強さ
が簡潔なモデル化のまえに立ちはだかっている。
評者はGoogle Mapの写真を参照して中山間地
域の河川、農地、丘陵の特徴や近隣のDID(人口
集地区)の配置を確かめながら4つの実証的論述を
興味深く読んだ。
第3章「集落営農の展開‒東北‒」(柳村俊介)では
宮城県角田市A地区をとりあげている。はじめに
角田市の農業の特徴をを東北、北陸と比較しつつ
明らかにしている。農地の出し手、受け手の状況
から中規模層の落層による出し手が増加している
ことを示している。
A地区では、圃場整備事業を契機に農地集積が
進行する。事業は1998~2008年に実施され、336
名を越える地権者のなかから11名の担い手で集団
転作組合を組織する。担い手の平均経営耕地面積
は1997年の7.8ヘクタールから2006年には17.8ヘク
タールに拡大する。この間の組織の変化は図3-3
で巧みに示されている。
結論部分で提示する「二階建て方式」の地域農
業システムと「転作組合」型集落営農の論述が興
味深い。集落営農組織の形成は三層からなるとす
る。根底に横たわるのは農家・農地・水などの土
台であって、その上に1階たる農地・労働力・農
機具・作業委託の利用調整組織、さらにその上の
農作業実働組織が2階をなしているとする。この
地区の農地利用調整を実現した要因は、圃場整備
事業・米生産調整政策・経営所得安定対策といっ
た経済的誘導であると結んでいる。
第4章「北関東における集落営農の展開」(安藤
光義)では、品目横断的経営安定対策を機に集落
営農組合が急速に組織される経緯について章の前
段で論述している。北関東では麦作に力点をおく
個別性の強い集落営農に特徴があるとし、続いて

群馬県 JA佐波伊勢崎、埼玉県 JAくまがやの集落
営農組織の特徴を論述する。各事例に関する資料
1~3が付されて概要を理解しやすい。
ここでは機械利用組合→政策対応営農組合→法
人化の経過をたどる傾向が認められる。第3章と
同様に品目横断的経営安定対策を契機とする営農
集団の組織化の傾向がある。とりわけ、JAくま
がやにおける中条農産サービスの法人化への推移
が特徴的である。結論として、様々な集落営農の
進行にもかかわらず、「リーダーたちの高齢化も
進んでいるので、後継者層の確保が課題」として
いる。
第5章「集落営農組織の経営多角化と直接支払
い‒広島県世羅町(農)さわやか田打を事例として
‒」(西川邦夫)は、課題を「農産加工への取り組み
を中心とした集落営農組織の経営多角化に対し
て、直接支払交付金が果たす役割を明らかにする
こと」としている。
「表5-6経営収支と直接支払い交付金受給の推
移」が、さわやか田打(とうち)の2003~2014年収
支状況をまとめている。この期間に農事組合法人
さわやか田打は、直接支払交付金によって常勤雇
用給与支出と積立金による投資を可能にしてい
る。農産加工品の販売額に対する労務費などの比
率は高いが、販売額は2014年度では水稲に次ぐ。
農産加工が重要な意味をもつのだが、その内容に
関する説明を欠いている。ネットで検索すると、
最近は玄米コシヒカリ、杵つきあん餅などであ
る。「使途が自由な直接支払交付金」が農産加工
を可能にしたといえる。
第6章は「中山間地域における集落営農の運営
管理‒協業経営型農事組合法人に焦点をあてて‒」
(宮田剛志)である。この事例では、保守主義、平
等主義、全会一致主義を貫く「ムラの論理」と利
潤追求重視の「経営の論理」を指標として分析し
ている。
豊後高田市で最も早く組織(1999年) された集落

営農組織が、現農事組合法人ふき村である。1998
年の圃場整備事業を契機としている。米、小麦、
そば、大豆を主作物とし土地利用率193%(2010年
度)の米麦、そば中心の土地利用が特色である。
あわせて直売所「蓮華」、合鴨飼育もふき村に一
元化している。
分析結果から、「ムラの論理」が収益配分の面
で地域の標準小作料を上回る土地配当、作業部会
への全戸参加などに見られるとし、「経営の論
理」は収益配分の引き下げ、出役重視へ移行する
ことや専従者としての外部雇用をあげている。第
Ⅱ部第3章の二階建方式の土台部分に通ずる日本
農業の基盤を見る思いがする。利潤最大化原理の
企業理論では分析困難な問題である。

第Ⅲ部　農村政策とその成果
1999年の農業・農業・農村基本法制定にとも
なって、それまでの基本法農政は、食料・農村分
野に対象をひろげることとなった。農業・農村の
多面的機能の保全に関する政策がとられることに
なる。第Ⅲ部は、この問題を含む広範な課題を取
り上げている。
第1章は「農村政策の展開過程‒政策文書から軌
跡を辿る‒」(安藤光義)である。農水省の文書に
よって農村政策がどのように変化してきたかにつ
いて整理している。白状するが評者はこのような
仕事が最も苦手である。白書は官公庁内部の担当
者が苦労して、省の実施した政策とその評価を文
書化するのだが、読み手はその背後にある真意を
も透視して読まねばならない。ここでは、特に中
山間地域等直接支払制度の創設(2000年)に関する
論述に教えられることが大であった。引用は割愛
するが、200頁に及ぶ論述である。この部分を第
Ⅱ部第3~6章の叙述と照応させると理解が深ま
る。
第2章は「農地・水・環境保全向上対策の実施
規定要因と地域農業への影響評価」(中嶋晋作・

村上智明)である。農地・水・環境保全向上対策
を実施する要因を計量経済的に究明することを目
的にしている。1,878集落のデータによる農家数
とその変化率、経営耕地面積とその変化率、圃場
整備割合などを規定要因とするOLS、SLM(空間
ラグモデル)、GWR(地理的加重回帰分析)の計測
によって結論をえている。山形県は廃藩置県をへ
て今なお県内の地域ごとの独自性が顕著である。
農協の経済連組織は長期にわたって日本海に面す
る庄内経済連と内陸の山形経済連にわかれて他県
に見られぬ特徴であった。大胆な仮定なしに計量
分析はできないのだが、山形県は地域相互の関係
が距離だけでは律しきれない複雑な県である。計
測技法の細部は評者の理解を越える。しかし、魅
力的な計測手法で評者も試みたい誘惑にかられ
る。図2-2~2-4では推定結果を4段階で図示してい
るが、値の大小に応じて濃淡を付すべきでろう。
これでは読者の頭脳は混乱する。
第3章「農産物直売所における品質管理の実態
とその意義」(菊島良介)では、直売所の品質管理
に関する出荷農家と直売所の合意形成過程などに
焦点をあてている。調査対象直売所は、千葉県
F、静岡県I、山形県Dである。これらにヒアリン
グとアンケートを行っている。第3セクターによ
る運営の千葉Fでは、設立当初に品質の悪い農家
に作物転換を促したり、価格調整を行っていた。
さらに、品質向上のために関係機関に栽培指導を
依頼していた。農家によって運営される山形Dで
は、品質低下は殆どみられず、品質の悪い場合は
店長が文書で出荷者に通知していた。企業の運営
する観光総合施設の一部をなす静岡Iでは、運営
する企業が出荷農家を選定し、品質管理をおこ
なってきた。
第4章は「農業人口の高齢化と労働力確保方

策̶定年帰農の動きに着目して̶」(津田守)であ
る。第1の課題は、我が国の農業就業者の高齢化
の特徴と要因を明らかにすること、第2は、定年

帰農に関する考察である。第1の課題に関して3つ
の要因をあげている。(1)は、若年層の急減であ
る。表4-1に示されるように、15歳未満の人口は
2000年に139万人であったが、その後、2005 年に
は90万人、2010年には61.5万人に減少している。
評者は農家世帯での若年層人口減少が日本全体よ
り急速であることに気がつかなかった。(2)は、世
代交代の遅れによる農業経営者の高齢化。(3)は、
定年帰農の問題であり、これが第2の課題として
とりあげられる。
定年帰農は農家出身者が定年後に就農するほ
か、非農家出身の定年後就農を含む。帰農により
農家戸数の激減が幾分食い止められるものの、基
本的には新規学卒者の就農が極めて少ないことが
農家の高齢化につながっている。大企業優先の経
済政策で、野山荒れ鳥の啼かぬ沈黙の農山村から
若年層が離れるのを黙視するわけにはいかない。

第Ⅳ部 「自由貿易」と地域経済
ピケティは所得の不平等の進行を説き、最上位
所得層を排して労働所得層に置き換えることが不
平等の縮小につながり、経済成長を可能にすると
主張する。「小さきもの」が追い詰められる現実
に如何にして展望を描くべきか。第Ⅳ部の背景に
は、この問題が横たわっている。
第1章「グローバル化に対する中小企業の事業
展開と地域の対応」（清水さゆり・里見泰啓）で
は事業を3種にわけている。3事例の論述は、この
分野に不案内な評者には有益である。すべてをこ
こに紹介できないがS社の事例で、スクリーン印
刷技術を基礎に自動改札機の面発光モジュールや
水溶性紙灯籠の開発等々、実に多彩な対応をして
いることに惹きつけられる。この章の読後、グ
ローバル化に対する中小企業の対応が我が国農業
に与える示唆について考え込んだ。腕を組んで天
井を眺めるだけだった。
第2章は「アーミッシュ社会における農業の恵

みと重み」(大河原真美)である。この章ではアー
ミッシュの農業にかぎらず、アメリカのアーミッ
シュ全体に言及している。本書全体で日本農業の
伝統的側面への配慮を感ずるが、アーミッシュも
また標準的な経済学の利潤大化原理では説明でき
ない農業にふれて興味深い。ただ、本書全体の構
成からみるとすわり心地は良くない。別の機会に
日本のヤマギシ会をも視野に入れた論述を期待す
る。
第3章「産業政策の視点による地方農業の振興
方策」(河藤佳彦)は、近年の産業政策の特色とし
て、(1)政府主導による特定産業の発展誘導にかわ
る市場経済を前提とする自律的産業発展政策、(2)
重化学工業から知識集約型産業への政策のシフ
ト。(3)地方の重視をあげて、さらに2006年以後の
産業政策を3期にわけて手際よく整理している。
続けて地方農業の課題と振興方策について論じ
ている。農業生産所得の多い北海道、茨城、千葉
などを地方部、第2,3次産業を主とする東京都な
どを都市部として比較のうえで地方部の労働生産
性、給与額の低さを指摘。この地域格差是正の政
策手段として、農業経営規模の拡大と農業の6次
産業化をあげている。
第4章は「日本における農村社会の変容と公共
事業」(天羽正継)である。課題は、公共工事に依
存する農村社会の形成過程を明らかにすることで
ある。立論の大筋は正確で説得的である。しか
し、部分的にには首肯しがたい点がある。図4-2
「農林水産・鉱業の平均給与の全産業に対する比
率の推移」は国税庁の原資料によれば「1年間の
支給総額」であって農業では少数の雇用労働を意
味するであろう。炭鉱労働者も含んでいる。ここ
は第一次産業従事者一人あたり純生産とそれ以外
の産業従事者の純生産を比較すべきであろう。表
4-1,4-2によって第一次産業従事者の一人当たり純
生産の第二、第三次合計のそれに対する比率をと
ると1950年の0.37から2000年の0.32まで、ほぼこ

の程度の値で推移する。ルイス・モデルによる２
セクター間の労働力移動を空間均衡論的に実証す
るほうが説得的にみえる。
多くのデータを駆使して、「農村部の割合が高
く、1人当たり県民所得の水準が低い地方ほど、
公共事業に大きく依存する経済構造」になってい
る、と結論づけている。
全体を通して、グローバリズムの趨勢のもとで
農業従事者の老齢化と停滞する農業経営の規模拡
大を集落営農で対抗せんとする農村の実態を示し
た好著となっている。編集担当者と執筆者の労を
多としたい。



北海道農業ベクトル研究会 編
『新北海道農業発達史』

（北海道地域農業研究所、2013年）

明治大学名誉教授

田畑　保

１　明治の開拓期から高度経済成長初期までの
北海道農業の約1世紀を雄大なスケールで描き出
した『北海道農業発達史』（以下「旧発達史」）
が刊行されて半世紀が経過した。このほどその続
編ともいうべき『新北海道農業発達史』が新たに
刊行された。「旧発達史」の刊行後北海道農業は
大きく変化してきた。その変動のさなかの北海道
農業については、これまで『戦後北海道農政史』
（農政史研究会編、1976年）、『経済構造調整下
の北海道農業』（牛山敬二・七戸長生編著、1991
年）、『北海道農業の地帯構成と構造変動』（岩
崎徹・牛山敬二編著、2006年）等浩瀚な共同研究
がまとめられてきている。
そうした流れを引き継ぎながら、「もう一度日
本の中での北海道の位置付けを考え、北海道農業
を北海道農業たらしめている諸要素とは何か、北
海道農業の独自性と何だったのかを明らかにする
ことは『これからの50年』を考えるためにも大
切」という問題意識のもとで現役を退いたベテラ
ン研究者たちを中心にして研究会が立ち上げられ
た。「北海道農業ベクトル研究会」である。本書
はこの研究会の3年余にわたる共同研究の積み重
ねを経てまとめられたものである。歴史の推進主
体として行政と農業技術者、農業者と農業団体と
いう４つの主体を設定し、その50年の歴史の中か
ら将来につながる方向性、未来へのベクトルを探
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り出したい、さらに北海道農業の展開を一つのサ
クセス・ストーリーとして描くことが出来ない
か、という問題意識が共同研究のベースにおかれ
ている。
本書の構成は耕種編（稲作、畑作、園芸作）、
畜産編（酪農、肉用牛、養豚、馬産）というよう
に作目・部門毎の構成となっており、「旧発達
史」にあった農法を中心とした総論的な章や農業
生産力基盤に関する章は設けられてはいない。画
期区分は、農基法農政、総合農政、国際化農政、
新基本法農政という農政の展開に即した区分と
なっている。北海道農業が国の農政展開の影響を
強く受けて進んできたという考えからである。

２　第1部では稲作が取り上げられているが、
この間の稲作の展開が国の農政に強い影響を受け
てきたこともあり、前述した農政展開の4つの画
期に即して章立てが行われ、国の農政展開と、そ
れに対する地方自治体としての道の行政と農業技
術者、農業者と農業団体の対応・対抗についても
詳しく分析され、本書の総論的な役割も果たして
いる。
序章では、明治期から基本法農政期前までの北
海道稲作の苦難の歩みを素描している。その上で
第1章では農基法農政下の稲作が分析されてい
る。1960年代に入って政府はそれまでの丸抱え的
な保護政策を転換し、「所得均衡」「農業構造改
善」「選択的拡大」等をキーワードとする基本法
農政を展開する。府県では高度経済成長のもとで
進んだ農外労働市場の拡大が兼業農家、とくにⅡ
兼農家の増加をもたらし農政が期待したような自
立経営の増加には向かわなかったのに対し、北海
道では挙家離農の多発と残った農家の規模拡大が
進行し、「農基法農政の優等生」と評されること
になる。その要因として本書ではこれまでよく指
摘されてきた戦後開拓や農村労働市場の未発達等
の辺境＝フロンティアとしての北海道の地域的歴

史的要因だけでなく、戦後12年間続いた「革新道
政」を全道労協とともに支えた北海道農民同盟の
分裂･後退等も一因となった「中央直結」の保守
道政への転換等の政治的要因にも論及しているの
が注目される。
1960年代の北海道は造田ブームの時代で、稲作
限界地帯にまでそれが広がる中での米生産量の飛
躍的増大は、後に問題化する米の品質問題ともあ
いまって道産米の危機をもたらすことになる。
第2章では総合農政下の稲作転換が取り上げら

れる。この期に始まる米の減反（生産調整）が北
海道に及ぼした衝撃、影響は大きかった。1970年
代に始まる総合農政は、この生産調整とともに農
地政策の転換、農産物自由化を3本柱とするもの
であった。このアメリカ側からの開放要求に沿っ
た農産物自由化の流れを農政の側がせき止められ
なかったところに生産調整の跛行的進行と農業衰
退の原因があったと指摘している。
他方でこの期は農業産出額はなお増加基調にあ
り、総体としての農業生産力は落ちていなかった
ことも指摘している。地域農業のレベル、農家経
営のレベルでみると、複合化と集約化の進展等の
発展的動きも生まれていたのである。
生産調整の長期化、傾斜配分への転換の中で北
海道は生産調整の最大のターゲットとされ、とく
に「水田利用再編対策」では転作率44％という致
死的ともいうべき高率の転作目標が配分され、北
海道稲作は最大の危機に直面した。そこから再生
を目指す生産者、農協の様々な取り組みが生まれ
る。特筆すべき取り組みとして、それまで消費者
の評価が低かった北海道米を消費者に認知しても
らうことにつながった「特別自主流通米」という
北海道独自の販売戦略の取り組み、稲モノカル
チャーからの転換、転作の定着と複合化に向けた
取り組みがあげられている。後者に関しては、稲
作中核地帯の集団的転作対応の事例として「深川
方式」、道南小規模稲作地帯の複合経営の事例と

して「洞爺方式」が新しい方向を切り開く２つの
イノベーターとして紹介されている。
この時期の稲作は「量から質へ」の転換を迫ら
れた時期で、銘柄米不在の状況から脱却するため
に農業試験場が総力をあげて品種改良に取り組
み、その中から生まれた「ゆきひかり」は決定打
とはならなかったが、次につながる「記念碑」的
な位置を占めた。
機械化の面では前期は機械化体系はまだ跛行的
で未完成だったが、この期は田植機の開発・実用
化が進み、乗用トラクター、動力田植機、自脱型
コンバインの3点セットによる「中型機械化体
系」の北海道バージョンともいうべき機械化体系
が完成する。
第3章では「プラザ合意」にそって国内市場の

一層の開放を求めた前川レポート（1986年）を受
けて「国際化農政」に舵をきってからの時期が分
析される。1986年から開始されたガット・ウル
グァイラウンド（UR)では、農産物貿易だけでな
く国内の農業保護政策までが問題とされた。日本
の農業保護政策の根幹である食管法をはじめとす
るわが国農政の全体系が問われることになったの
である。1993年末に終結したUR農業合意に基づ
きコメが部分開放されるとともに食管法が廃止さ
れ、かわって新食糧法が登場した。
この期、北海道では良食味米の開発・生産とい
う北海道稲作の年来の課題に応えて「きらら
397」が登場し、爆発的なヒット商品となった。
北海道が初めて生んだ「全国的品種」である。こ
の「きらら397」人気は栽培適地をこえて道北や
山間部等への拡大、過剰作付けの問題も生み出し
（「うまい米の山登り」）、それに対し一つの銘
柄に集中しない安定生産、新たな良食味米開発に
向けた取り組みが求められていくことになる。
1993年の大冷害にともなう「平成米騒動」後自
主流通米価格の低落が続く事態に対し北海道の農
協系統は全道の稲作地帯を13のブロックに分け広

域産地の形成による販売力強化を図った。それは
この時期の系統農協再編問題での北海道独自の対
応とも関連していた。農協系統は第19回全国農協
大会（1991年）で広域合併の徹底と「中抜き二段
階方式」を打ち出したが、北海道はホクレンを存
続させる「道内二段階」という独自の方向を選択
した。単協合併についても一部の地域では広域合
併が進んだが、なお111の総合農協が存続してい
る。「新たな米政策大綱」下での「米需給安定対
策」や「稲作経営安定対策」への農民の参加率も
全国では80％台なのに対し北海道ではほぼ100％
ということに示されているように稲作農家の農協
への結集力は極めて高かった。
なおこの時期の稲作経営の存在形態をみておけ
ば、空知の稲作中核地帯の集落で10ha以上の上層
だけでなく、5～10haの中堅層が地域農業の担い
手として分厚く存在していたことも特筆すべき点
である。
  第4章では新しい基本法と北海道米の躍進が取
り上げられる。農業基本法が廃止され、代わって
新しい基本法（食料・農業・農村基本法）が制定
された。農業基本法が古くなったためではなく、
農業保護を禁じたWTO条約に抵触するためであ
る、というのが著者の強調点である。新しい基本
法の制定にあたっては政策目標としての食料自給
率の設定や直接所得補償政策の導入等を要求した
意見書が北海道から提出された。
こうした国の農政展開に対し、かっては「基本
法農政の優等生」といわれた北海道の農政がドラ
スティックともいえるほどに現実主義に転換し、
独自性を強めていく。競争や選別よりも保護政策
的志向を強く打ち出した「北海道農業・農村振興
条例」（1997）、知事の名で公表された「北海道
スローフード宣言」（2003）、「食」「環境」
「担い手」「地域」というこれまでにない切り口
で10年後の道農政の指針を示した「北海道農業・
農村ビジﾖン21」（2004）等の一連の流れがそう

である。そしてそこに行政、経済界、消費者団体
等がそろって地域の農業発展を支援する「道民合
意」の形成をみている。
米政策への対応においても大型集出荷施設を拠
点とする広域産地体制としての再編整備が進めら
れ、それと連動する形で農協の広域合併も動き出
す。それは「行政対応型合併」ではなく「産地形
成型農協合併」という北海道特有の動きであると
評価している。
21世紀初頭の北海道稲作の新しい動きとして特
筆されるのは、「ゆめぴりか」をはじめとする北
海道米の新しいエースが登場し、うまいコメの勢
揃い状況がうまれてきたことである。2010年の食
味ランキングでも「ななつぼし」と「ゆめぴり
か」は「特A」の評価をうけた。「猫またぎ」と
悪口をたたかれ続けた北海道米が全国のトップブ
ランドに躍り出るようになったのである。それは
官民一体となった道民運動の成果でもある。
第5章では「組織力で前進する北海道米」とし
て特別自主流通米以降の取り組みの経過について
内部に深く立ち入る形で整理するとともに、北海
道水田農業の課題と展望にふれ、水田複合化の課
題と全道共販体制強化の重要性を指摘している。

３　畑作は北海道的な特徴を最も強く示す作目
である。第2部では小麦（第2章）、てん菜（第3
章）、豆作（第4章）、馬鈴しょ（第5章）の4作
目を取り上げ、第1章では総論として畑作の政策
と経営構造について論じている。畑作は地力維持
の面から輪作体系が不可欠であり、北海道畑作の
歴史はその確立に向けての歩みでもあった。1970
年代から20世紀末にかけて成立した小麦、てん
菜、豆、馬鈴しょの畑作4品を基幹作目とする輪
作体系はその一つの到達点であった。
機械化と作付け体系の面から農政画期毎の変化
をみておけば、基本法農政期はトラクター・畜力
併存期で畑作の中心地帯の十勝等では豆作偏重の

作付け体系だったが、総合農政期には豆作が大幅
に減少し、代わって馬鈴しょとともにてん菜が基
幹作目の地位を占めるようになる（「寒地畑輪作
の要ーてん菜」）。大型トラクターをはじめとす
る機械化一貫体系の成立がその背景にあった。そ
れまで1万ha前後で低迷していた小麦は転作の影
響もあって飛躍的に増加し（「道産小麦の蘇
生」）、畑作4品の輪作体系が成立、定着してい
く。
しかし高度機械化萌芽期の国際化農政期、高度
機械化定着期の新基本法農政期には、とくに大規
模層では輪作の要であるてん菜が縮小するととも
に、省力作目である小麦の拡大、基幹作目化が進
み、かってのてん菜、馬鈴しょ、小麦、豆類の畑
作4品のバランスのとれた輪作体系が崩れつつあ
ることが指摘されている。
第3部では農政画期毎に園芸作の展開を分析し
（第1章～第4章）、最後の第5章で果樹農業の展
開を分析している。北海道で野菜生産が本格化す
るのは転作が強化される1970年代後半からで、以
前から移出野菜としての地位を獲得してきていた
「いも・たま」、にんじんが先行し、それに続く
形で転作野菜に主導されながら野菜作が伸びて
いった。それをリードしたのが洞爺村農協や富良
野農協等の取り組みであった。
1980年代後半からは園芸作は畑作・酪農地帯に
も広がり、畑作型野菜の伸張で道産野菜は多品目
化しつつ生産が拡大し、「土地利用型」野菜から
「園芸作型」野菜の移出産地へと発展した。2010
年には耕種部門における野菜の割合は42％を占
め、畑作を抜いて耕種部門のトップになった。こ
うした北海道における野菜園芸作部門の発展、複
合化・集約化の動きを「集約北進」としてとら
え、それが北海道農業の救世主となっていると極
めて高い評価が与えられている。さらにこうした
園芸作産地づくりには農協の役割ー指導力と販売
力ーが決定的な意味をもったことも指摘してい

る。

４　畜産編は酪農、馬産の他に「旧発達史」に
はなかった肉用牛、養豚も新たに加わり、4部構
成となっている。戦後北海道農業における畜産の
比重の増大がそこにあらわれている。第4部 酪農
は農政画期毎に章立てされ（第2～5章）、第1章
が導入部、最後の第6章は結びの章となってい
る。第4部の著者は、「旧発達史」の松野の指摘
をひきつつ「歴史的考察は明日を語ることである
べき。明日を語るためには経済学の枠組みをこえ
た広範な考察が要求される」ととりまとめにあ
たっての思いを述べている。そうした思いもあっ
てか農業関係の論文、資料だけでなく文学や歴史
関係の文献からの引用も豊富で本書の中でも異色
なスタイルとなっている。
酪農の普及発展にとっては乳牛の導入・拡大と
その飼料基盤の整備が必須の課題となる。戦後初
期の牧野開放、有畜農家創設事業、さらに酪振法
に基づく「集約酪農地域」の指定や飼料生産基盤
の整備、公共育成牧場の造成、国営・道営・団体
営の草地開発事業等がその役割を担った。こうし
た過程を経て基本法農政期に道東、道北を中心に
酪農専業経営の形成が進み、加工原料乳の生産が
本格化する。
なお加工原料乳に対しては不足払制度が1966年
から実施されてきた。それは指定乳製品の輸入差
益を原資とするという矛盾をかかえながらも北海
道の酪農にとって重要な役割を果たしてきた。本
書ではその点についても詳しい計量的な分析を加
えている。
北海道の酪農の経営規模は基本法農政期後半か
ら総合農政期にかけて急速に拡大した。1960年に
は2頭前後だった1戸当たり成牛飼養頭数は70年9
頭、80年26頭、90年38頭、2000年56頭というよう
にすさまじいテンポで増加した。1975年頃までは
草地面積も乳牛頭数とほぼ同じペースで増加した

が、1980年代に入ると草地・飼料作面積の増加率
は鈍化し、府県ほどではないが北海道でも輸入濃
厚飼料に依存した規模拡大となった。
頭数拡大とともに酪農経営の機械化も急速に進
んだ。酪農における機械化は飼料作の機械化だけ
でなく飼養管理作業や搾乳作業、糞尿処理作業の
機械化等多方面にわたった。それだけに規模拡大
のための酪農家の負担は大きかった。
こうした急激な規模拡大では、それに対応でき
ない多数の酪農家の離農、酪農廃止が生じた。
残った酪農家も多額の負債等多くの問題を抱えこ
むことが多く、また急激な規模拡大、機械化は
様々な技術的・経営的リスクをともなうことも少
なくなかった。本書では多くの論文、資料も引用
しながらそうした実態を詳しく分析している。
　第5部では肉用牛を取り上げている。北海道
は和牛については後発だったが、肉用牛生産とし
ては屈指の大生産地帯に躍進してきた。そのこと
は、1965年には1％に満たなかった肉用牛飼養頭
数のシェアが75年7％、90年12％、2010年18％と
全国の5分の1近くを占めるまでに拡大してきたこ
とに端的にあらわれている。
肉用牛生産は大きくは黒毛和種等の肉専用種と
乳用種肉用牛とに分かれるが、北海道では、乳用
種肉用牛が主力となっている。乳用種肉用牛は、
いわば酪農との連結生産物であり、酪農との結び
つきの中で発展してきたのである。地域的には道
南・道央の専用種肉用牛地帯と道北・道東の乳用
種と専用種との混在地帯に分けられるが、専用種
地帯は伸び悩み傾向にあったのに対し、乳用種と
専用種混在地帯の十勝・釧路の躍進が顕著であっ
た。この間の肉用牛生産の発展を担ったのは主に
後者の地域である。北海道の農業粗生産額に占め
る肉用牛生産のシェアでも1975年の1.9％から
2005年には6.1％にまで増加した。肉用牛生産が
北海道農業の重要部門となってきたのである。
この間にはまた牛肉輸入の完全自由化、口蹄疫

の発生（2000年）やBSE感染牛の発生（2001年）
等肉用牛生産の存立を脅かすような問題も発生
し、肉用牛生産における安全・安心の訴求もあら
ためて重要な課題になっている。
第6部で取り上げられている北海道の養豚は、
基本法農政期の小規模零細な副業養豚から複合経
営の一部門として定着していく「複合養豚期（経
営定着期）」を経て1970年代以降は「基幹作目
期」となっていくとされ、この1970年代以降の養
豚について独自の画期区分を行っている。「基幹
作目期（前期）」（1970～80年）、「基幹作目期
（後期１）」（1980～2000年）、「基幹作目期
（後期2）（2000～2010年）」である。
「基幹作目期（前期）」ではそれまでの個別経
営が点として内的発展する段階から基幹作目とし
て地域における面的な展開を志向するステージに
移行し、養豚指導地区では地域の農協のもとに養
豚農家が組織化され「系統養豚団地」として展開
する。これに対し、「基幹作目期（後期１）」で
は基幹作目としての成熟度が増すが、他方で国際
競争にさらされる中で規模拡大、企業化が進み、
それに対応できない経営は養豚からの撤退を余儀
なくされ、「農家養豚」は大幅に後退した。「基
幹作目期（後期2）」では単なる大規模化、企業
化では切り抜けられなくなり、経営のコンセプト
を消費者重視、環境問題重視、疾病対応、アニマ
ルウェルフェア重視等におき、農場個性を打ち出
していくことが求められるようになったとし、そ
れを「農場ブランド形成期」と表現している。
最後の第7部では、現在軽種馬で全国の96％、
農用馬で87％と圧倒的シェアを占めるに至った
「馬産王国」北海道の戦後史を検証している。戦
後の馬産を大きく変えたのは競馬の躍進である。
その競馬の成長を支えたのが北海道、とくに日高
地方の馬産であった。第一次競馬ブーム（1965～
73年）で馬が軽種馬に特化し北海道・日高地方に
集中することになった。仔分け制度のもとで一般

農家も軽種馬生産を担うようになり、軽種馬専門
農協も組織され、それを支えた。家族経営が専業
的に自己馬主体で生産することは世界にも例がな
いことで、日高地方では軽種馬が農業粗生産額の
60～70％を占め、軽種馬生産主体の産業・農業構
造、土地利用構造になった。
バブル期には第2次競馬ブームが訪れ、馬産地
は加熱するがバブル経済の崩壊とともに中央競馬
と地方競馬との二極化が進み、地方競馬は深刻な
不況に陥る。21世紀に入って中央競馬も長期低迷
となり、地方競馬は経営危機に陥るところが多発
する。生産も社台グループ等の大企業牧場と家族
牧場の二極化が進み、家族経営は危機に陥る。

５　本書の特徴は最初にも述べたように北海道
農業の今後の方向性＝ベクトルを半世紀の歴史の
中から探り出したい、さらにその半世紀の歩みを
一つのサクセスストーリーとして描くことが出来
ないか、という問題意識のもとでまとめられたと
ころにある。
確かにそのような視点からの分析によって、本
書は北海道農業の歴史を鮮やかに描き出すことに
成功したということができるであろう。例えば第
1部で分析されているようなかって「猫またぎ」
と悪口をたたかれた北海道米が農業者や農業団
体、農業技術者、行政の血のにじむような取り組
みによって全国のトップブランドにまで躍進した
歴史はまさにサクセスストーリーとして評価しう
るものであろう。第1部や第3部で分析されている
「集約北進」の中で野菜園芸作が北海道農業の救
世主となったのもそうであった。
このようにサクセスストーリーとして興味深い
分析がなされているが、だからこそというべき
か、その裏面ともいういうべき様々な問題、矛盾
の解明もまた軽視されてはならない点であろう。
この間の北海道農業の変化はすさまじく、とくに
急激な規模拡大の過程で生じた矛盾、問題は府県

農業の比ではなかった。本書でも、例えば酪農で
は長期にわたって「ゴールなき拡大」が続き、多
くの酪農家が資金借入による規模拡大へと駆り立
てられてきたこと、他方でそれに疑問を抱きいわ
ゆる「マイペース酪農」を模索する酪農家も生ま
れたこと等が指摘され、畑作についても地力循環
が可能な家族労働力を主体とした30～50ha規模を
適正規模として、無制限の規模拡大を見直してい
く必要が提起されている。北海道農業の今後の方
向性＝ベクトルについて、各部門、作目の担当者
はそれぞれの部門、作目毎に今後の方向性＝ベク
トルを提示している。そこで提示されている方向
性＝ベクトルにはいろいろ示唆的な面も含まれて
いる。例えば、園芸作の導入によって初めて北海
道農業のスケールメリットが活かされるように
なったこと、園芸産地づくりで農協の役割が決定
的な意味をもつようになったこと等を指摘し、そ
うした園芸作の変革作用の継承を今後の方向性と
して提示している。いわばサクセスストーリーの
中からのベクトルの提示である。また酪農に関し
ても成り行きまかせの方向ではなく、選び取る方
向、これまでの対米従属、輸入依存で非循環的酪
農の助長を阻止する方向に舵を切るべき、とかな
り思い切った方向提示を行っている。
しかし個々の作目毎のベクトルを足し上げても
全体のベクトルにはならない。この点で、畑作に
ついて小麦、てん菜、豆作、馬鈴しょ4品目のベ
クトルとは別に畑作全体をにらんだ経営のあるべ
き方向が提示されているのは興味深い。
このことは北海道農業全体について考えると
き、本書で各作目・部門毎に提示されているベク
トルとはまた別に北海道農業全体のベクトル、あ
るいはそれぞれの地域農業の展開方向、ベクトル
の検討が必要なことを示しているのではないか。
その点で北海道農業の総論的な検討とそれを踏ま
えたベクトルの提示という課題が果たせていない
のが惜しまれるところである。

　以上のこととも関わるが、本書では部門・作
目毎の歴史としては深い分析がなされているが、
北海道農業全体の構造、農業経営や地域農業とし
ての分析が手薄になっているのではないか（それ
は本書の直接の課題ではないのかもしれない
が）。近年地域農業における担い手の弱体化の問
題は北海道でも軽視できない問題になってきてお
り、そのこととも重なって集落、地域社会のあり
方、地域農業と地域社会の持続可能性が問われる
状況になってきている。とくに21世紀に入って、
北海道でも、北海道でこそというべきか、まさに
そこが大きな問題になってきている。本書ではし
かし、それが大きな問題になっている新基本法農
政期に関してはこうした点について充分深められ
ていないように思われる。今後進むべき方向性＝
ベクトルを北海道農業として、あるいは地域農業
として考えていく上ではこうしたことの分析が重
要になっているのではなかろうか。

[付記] 本書の書評を早い時期に依頼されながら
評者の怠慢で大幅に遅れてしまったことを深くお
詫びしたい。

高崎経済大学地域科学研究所 編
『自由貿易下における農業・農村の再生
　　‒小さき人々による挑戦‒』

（日本経済評論社、2016年）

岩手県立大学名誉教授

土井　時久

高崎経済大学地域科学研究所による編集であ
る。本書の課題は、農産物貿易自由化の趨勢のも
とで零細、高齢化した「小さき」農業経営をいか
にして支えるか、その対応策をさぐることにあ
る。全体を4部構成とし、序章、終章を付してい
る。

第Ⅰ部　「自由貿易」と「規制改革」
第1章は、「自由貿易」と「規制改革」（鈴木
宣弘）である。自由貿易の趨勢と国内規制の改革
が密接に関わっていること、規制改革が農業経営
を不利にさせていることを実証的に示している。
「強力なグローバリズムによる一部の露骨な利益
追求に対抗して、「小さき人々」がいかに豊かな
生活を守っていくか」が本書の課題であるとして
いる。
実証例はアメリカの穀物流通と保護政策、タイ
の鶏肉、米市場やイギリスの生乳流通などであ
る。生産を刺激する補助金を廃止して公正な貿易
を実現しようとする国際交渉にも関わらず、アメ
リカ穀物生産は巧妙な制度で保護されていること
を示している。
国際市場での鶏肉、米の価格上昇にも関わら
ず、タイの農家庭先価格は市場の寡占状態のため
に抑えられている。生産資材の売手寡占もあって
途上国の農家の所得増加は困難である。これらの
事実を市場支配率係数、価格伝達性によって計量
的に示している。途上国のみならず、イギリスの
生乳流通でも規制緩和が酪農家の生乳価格低下が

みれる。イギリス生乳市場問題に精通する著者
は、1973年のMMB解体以後の変化を丁寧に示し
ている。立論を通して、規制を緩和した市場原理
の徹底が経済成長をもたらすとする主流派経済学
への批判をも含んでいる(3.2~3.8)。
第2章は、「TPP大筋合意と農業分野における
譲歩の特徴̶日豪EPAとの比較を中心に̶」(東
山寛)である。TPPにおける農業分野の譲歩の特
徴を明らかにするべく、品目を牛肉にしぼって日
豪EPAとTPPの比較を行っている。その結果、
(1)日豪EPAとTPPでとっている手法に共通点が
あること、(2)このような譲歩をすれば、これが次
のFTAの始点となること、(3)TPPを批准すれ
ば、国境措置が十分に機能しなくなることについ
て述べている。関税引き下げで関税収入は減少
し、国内農業保護のためには従来の消費者負担に
かわって納税者負担つまり財政支出に大幅に依存
する政策とならざるをえず、その可能性を危惧し
ている。

第Ⅱ部　農業構造(農地)政策と集落営農の展開
第II部が本書の中核をなしており、全6章で構
成している。はじめの 2章を農業構造政策の包括
的な議論にあて、他の4章は東北、北関東、中
国、九州地方の実証研究である。
第1章は、「農地政策の変遷と農村社会」（高
木賢）で、手際よく昭和27年の農地法制定以後の
変遷を整理している。農地改革以後70年に及ぶ日
本経済と農業の変化からみて農地法の果たす役割
も変化してきたのは当然である。農地の農政上の
意味を理解するためには、5.の農地法を適用除外
とする制度から9.の農業委員会の組織改革や農地
法改正にかけての叙述に教えられるところが大き
い。
第2章は「農地市場と農地集積のデザイン」(中
嶋晋作)で、完全競争的農地市場を前提に数理モ
デルを提示する。しかし、複雑な農地需給をこの

モデルを前提に分析するのは難しい。このことに
ついては、「2.2現実の『農地市場』」で述べて
いる。サイクル方式による農地交換のアイデアが
魅力的であるが、長塚節 『土』 的岩盤の根強さ
が簡潔なモデル化のまえに立ちはだかっている。
評者はGoogle Mapの写真を参照して中山間地
域の河川、農地、丘陵の特徴や近隣のDID(人口
集地区)の配置を確かめながら4つの実証的論述を
興味深く読んだ。
第3章「集落営農の展開‒東北‒」(柳村俊介)では
宮城県角田市A地区をとりあげている。はじめに
角田市の農業の特徴をを東北、北陸と比較しつつ
明らかにしている。農地の出し手、受け手の状況
から中規模層の落層による出し手が増加している
ことを示している。
A地区では、圃場整備事業を契機に農地集積が
進行する。事業は1998~2008年に実施され、336 
名を越える地権者のなかから11名の担い手で集団
転作組合を組織する。担い手の平均経営耕地面積
は1997年の7.8ヘクタールから2006年には17.8ヘク
タールに拡大する。この間の組織の変化は図3-3
で巧みに示されている。
結論部分で提示する「二階建て方式」の地域農
業システムと「転作組合」型集落営農の論述が興
味深い。集落営農組織の形成は三層からなるとす
る。根底に横たわるのは農家・農地・水などの土
台であって、その上に1階たる農地・労働力・農
機具・作業委託の利用調整組織、さらにその上の
農作業実働組織が2階をなしているとする。この
地区の農地利用調整を実現した要因は、圃場整備
事業・米生産調整政策・経営所得安定対策といっ
た経済的誘導であると結んでいる。
第4章「北関東における集落営農の展開」(安藤
光義)では、品目横断的経営安定対策を機に集落
営農組合が急速に組織される経緯について章の前
段で論述している。北関東では麦作に力点をおく
個別性の強い集落営農に特徴があるとし、続いて

群馬県 JA佐波伊勢崎、埼玉県 JAくまがやの集落
営農組織の特徴を論述する。各事例に関する資料
1~3が付されて概要を理解しやすい。
ここでは機械利用組合→政策対応営農組合→法
人化の経過をたどる傾向が認められる。第3章と
同様に品目横断的経営安定対策を契機とする営農
集団の組織化の傾向がある。とりわけ、JAくま
がやにおける中条農産サービスの法人化への推移
が特徴的である。結論として、様々な集落営農の
進行にもかかわらず、「リーダーたちの高齢化も
進んでいるので、後継者層の確保が課題」として
いる。
第5章「集落営農組織の経営多角化と直接支払

い‒広島県世羅町(農)さわやか田打を事例として
‒」(西川邦夫)は、課題を「農産加工への取り組み
を中心とした集落営農組織の経営多角化に対し
て、直接支払交付金が果たす役割を明らかにする
こと」としている。
「表5-6経営収支と直接支払い交付金受給の推
移」が、さわやか田打(とうち)の2003~2014年収
支状況をまとめている。この期間に農事組合法人
さわやか田打は、直接支払交付金によって常勤雇
用給与支出と積立金による投資を可能にしてい
る。農産加工品の販売額に対する労務費などの比
率は高いが、販売額は2014年度では水稲に次ぐ。
農産加工が重要な意味をもつのだが、その内容に
関する説明を欠いている。ネットで検索すると、
最近は玄米コシヒカリ、杵つきあん餅などであ
る。「使途が自由な直接支払交付金」が農産加工
を可能にしたといえる。
第6章は「中山間地域における集落営農の運営

管理‒協業経営型農事組合法人に焦点をあてて‒」
(宮田剛志)である。この事例では、保守主義、平
等主義、全会一致主義を貫く「ムラの論理」と利
潤追求重視の「経営の論理」を指標として分析し
ている。
豊後高田市で最も早く組織(1999年) された集落

営農組織が、現農事組合法人ふき村である。1998
年の圃場整備事業を契機としている。米、小麦、
そば、大豆を主作物とし土地利用率193%(2010年
度)の米麦、そば中心の土地利用が特色である。
あわせて直売所「蓮華」、合鴨飼育もふき村に一
元化している。
分析結果から、「ムラの論理」が収益配分の面
で地域の標準小作料を上回る土地配当、作業部会
への全戸参加などに見られるとし、「経営の論
理」は収益配分の引き下げ、出役重視へ移行する
ことや専従者としての外部雇用をあげている。第
Ⅱ部第3章の二階建方式の土台部分に通ずる日本
農業の基盤を見る思いがする。利潤最大化原理の
企業理論では分析困難な問題である。

第Ⅲ部　農村政策とその成果
1999年の農業・農業・農村基本法制定にとも
なって、それまでの基本法農政は、食料・農村分
野に対象をひろげることとなった。農業・農村の
多面的機能の保全に関する政策がとられることに
なる。第Ⅲ部は、この問題を含む広範な課題を取
り上げている。
第1章は「農村政策の展開過程‒政策文書から軌

跡を辿る‒」(安藤光義)である。農水省の文書に
よって農村政策がどのように変化してきたかにつ
いて整理している。白状するが評者はこのような
仕事が最も苦手である。白書は官公庁内部の担当
者が苦労して、省の実施した政策とその評価を文
書化するのだが、読み手はその背後にある真意を
も透視して読まねばならない。ここでは、特に中
山間地域等直接支払制度の創設(2000年)に関する
論述に教えられることが大であった。引用は割愛
するが、200頁に及ぶ論述である。この部分を第
Ⅱ部第3~6章の叙述と照応させると理解が深ま
る。
第2章は「農地・水・環境保全向上対策の実施
規定要因と地域農業への影響評価」(中嶋晋作・

村上智明)である。農地・水・環境保全向上対策
を実施する要因を計量経済的に究明することを目
的にしている。1,878集落のデータによる農家数
とその変化率、経営耕地面積とその変化率、圃場
整備割合などを規定要因とするOLS、SLM(空間
ラグモデル)、GWR(地理的加重回帰分析)の計測
によって結論をえている。山形県は廃藩置県をへ
て今なお県内の地域ごとの独自性が顕著である。
農協の経済連組織は長期にわたって日本海に面す
る庄内経済連と内陸の山形経済連にわかれて他県
に見られぬ特徴であった。大胆な仮定なしに計量
分析はできないのだが、山形県は地域相互の関係
が距離だけでは律しきれない複雑な県である。計
測技法の細部は評者の理解を越える。しかし、魅
力的な計測手法で評者も試みたい誘惑にかられ
る。図2-2~2-4では推定結果を4段階で図示してい
るが、値の大小に応じて濃淡を付すべきでろう。
これでは読者の頭脳は混乱する。
第3章「農産物直売所における品質管理の実態
とその意義」(菊島良介)では、直売所の品質管理
に関する出荷農家と直売所の合意形成過程などに
焦点をあてている。調査対象直売所は、千葉県
F、静岡県I、山形県Dである。これらにヒアリン
グとアンケートを行っている。第3セクターによ
る運営の千葉Fでは、設立当初に品質の悪い農家
に作物転換を促したり、価格調整を行っていた。
さらに、品質向上のために関係機関に栽培指導を
依頼していた。農家によって運営される山形Dで
は、品質低下は殆どみられず、品質の悪い場合は
店長が文書で出荷者に通知していた。企業の運営
する観光総合施設の一部をなす静岡Iでは、運営
する企業が出荷農家を選定し、品質管理をおこ
なってきた。
第4章は「農業人口の高齢化と労働力確保方

策̶定年帰農の動きに着目して̶」(津田守)であ
る。第1の課題は、我が国の農業就業者の高齢化
の特徴と要因を明らかにすること、第2は、定年

帰農に関する考察である。第1の課題に関して3つ
の要因をあげている。(1)は、若年層の急減であ
る。表4-1に示されるように、15歳未満の人口は
2000年に139万人であったが、その後、2005 年に
は90万人、2010年には61.5万人に減少している。
評者は農家世帯での若年層人口減少が日本全体よ
り急速であることに気がつかなかった。(2)は、世
代交代の遅れによる農業経営者の高齢化。(3)は、
定年帰農の問題であり、これが第2の課題として
とりあげられる。
定年帰農は農家出身者が定年後に就農するほ
か、非農家出身の定年後就農を含む。帰農により
農家戸数の激減が幾分食い止められるものの、基
本的には新規学卒者の就農が極めて少ないことが
農家の高齢化につながっている。大企業優先の経
済政策で、野山荒れ鳥の啼かぬ沈黙の農山村から
若年層が離れるのを黙視するわけにはいかない。

第Ⅳ部　「自由貿易」と地域経済
ピケティは所得の不平等の進行を説き、最上位
所得層を排して労働所得層に置き換えることが不
平等の縮小につながり、経済成長を可能にすると
主張する。「小さきもの」が追い詰められる現実
に如何にして展望を描くべきか。第Ⅳ部の背景に
は、この問題が横たわっている。
第1章「グローバル化に対する中小企業の事業

展開と地域の対応」（清水さゆり・里見泰啓）で
は事業を3種にわけている。3事例の論述は、この
分野に不案内な評者には有益である。すべてをこ
こに紹介できないがS社の事例で、スクリーン印
刷技術を基礎に自動改札機の面発光モジュールや
水溶性紙灯籠の開発等々、実に多彩な対応をして
いることに惹きつけられる。この章の読後、グ
ローバル化に対する中小企業の対応が我が国農業
に与える示唆について考え込んだ。腕を組んで天
井を眺めるだけだった。
第2章は「アーミッシュ社会における農業の恵

みと重み」(大河原真美)である。この章ではアー
ミッシュの農業にかぎらず、アメリカのアーミッ
シュ全体に言及している。本書全体で日本農業の
伝統的側面への配慮を感ずるが、アーミッシュも
また標準的な経済学の利潤大化原理では説明でき
ない農業にふれて興味深い。ただ、本書全体の構
成からみるとすわり心地は良くない。別の機会に
日本のヤマギシ会をも視野に入れた論述を期待す
る。
第3章「産業政策の視点による地方農業の振興
方策」(河藤佳彦)は、近年の産業政策の特色とし
て、(1)政府主導による特定産業の発展誘導にかわ
る市場経済を前提とする自律的産業発展政策、(2)
重化学工業から知識集約型産業への政策のシフ
ト。(3)地方の重視をあげて、さらに2006年以後の
産業政策を3期にわけて手際よく整理している。
続けて地方農業の課題と振興方策について論じ
ている。農業生産所得の多い北海道、茨城、千葉
などを地方部、第2,3次産業を主とする東京都な
どを都市部として比較のうえで地方部の労働生産
性、給与額の低さを指摘。この地域格差是正の政
策手段として、農業経営規模の拡大と農業の6次
産業化をあげている。
第4章は「日本における農村社会の変容と公共
事業」(天羽正継)である。課題は、公共工事に依
存する農村社会の形成過程を明らかにすることで
ある。立論の大筋は正確で説得的である。しか
し、部分的にには首肯しがたい点がある。図4-2
「農林水産・鉱業の平均給与の全産業に対する比
率の推移」は国税庁の原資料によれば「1年間の
支給総額」であって農業では少数の雇用労働を意
味するであろう。炭鉱労働者も含んでいる。ここ
は第一次産業従事者一人あたり純生産とそれ以外
の産業従事者の純生産を比較すべきであろう。表
4-1,4-2によって第一次産業従事者の一人当たり純
生産の第二、第三次合計のそれに対する比率をと
ると1950年の0.37から2000年の0.32まで、ほぼこ

の程度の値で推移する。ルイス・モデルによる２
セクター間の労働力移動を空間均衡論的に実証す
るほうが説得的にみえる。
多くのデータを駆使して、「農村部の割合が高
く、1人当たり県民所得の水準が低い地方ほど、
公共事業に大きく依存する経済構造」になってい
る、と結論づけている。
全体を通して、グローバリズムの趨勢のもとで
農業従事者の老齢化と停滞する農業経営の規模拡
大を集落営農で対抗せんとする農村の実態を示し
た好著となっている。編集担当者と執筆者の労を
多としたい。



北海道農業ベクトル研究会 編
『新北海道農業発達史』

（北海道地域農業研究所、2013年）

明治大学名誉教授

田畑　保

１　明治の開拓期から高度経済成長初期までの
北海道農業の約1世紀を雄大なスケールで描き出
した『北海道農業発達史』（以下「旧発達史」）
が刊行されて半世紀が経過した。このほどその続
編ともいうべき『新北海道農業発達史』が新たに
刊行された。「旧発達史」の刊行後北海道農業は
大きく変化してきた。その変動のさなかの北海道
農業については、これまで『戦後北海道農政史』
（農政史研究会編、1976年）、『経済構造調整下
の北海道農業』（牛山敬二・七戸長生編著、1991
年）、『北海道農業の地帯構成と構造変動』（岩
崎徹・牛山敬二編著、2006年）等浩瀚な共同研究
がまとめられてきている。
そうした流れを引き継ぎながら、「もう一度日
本の中での北海道の位置付けを考え、北海道農業
を北海道農業たらしめている諸要素とは何か、北
海道農業の独自性と何だったのかを明らかにする
ことは『これからの50年』を考えるためにも大
切」という問題意識のもとで現役を退いたベテラ
ン研究者たちを中心にして研究会が立ち上げられ
た。「北海道農業ベクトル研究会」である。本書
はこの研究会の3年余にわたる共同研究の積み重
ねを経てまとめられたものである。歴史の推進主
体として行政と農業技術者、農業者と農業団体と
いう４つの主体を設定し、その50年の歴史の中か
ら将来につながる方向性、未来へのベクトルを探
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り出したい、さらに北海道農業の展開を一つのサ
クセス・ストーリーとして描くことが出来ない
か、という問題意識が共同研究のベースにおかれ
ている。
本書の構成は耕種編（稲作、畑作、園芸作）、
畜産編（酪農、肉用牛、養豚、馬産）というよう
に作目・部門毎の構成となっており、「旧発達
史」にあった農法を中心とした総論的な章や農業
生産力基盤に関する章は設けられてはいない。画
期区分は、農基法農政、総合農政、国際化農政、
新基本法農政という農政の展開に即した区分と
なっている。北海道農業が国の農政展開の影響を
強く受けて進んできたという考えからである。

２　第1部では稲作が取り上げられているが、
この間の稲作の展開が国の農政に強い影響を受け
てきたこともあり、前述した農政展開の4つの画
期に即して章立てが行われ、国の農政展開と、そ
れに対する地方自治体としての道の行政と農業技
術者、農業者と農業団体の対応・対抗についても
詳しく分析され、本書の総論的な役割も果たして
いる。
序章では、明治期から基本法農政期前までの北
海道稲作の苦難の歩みを素描している。その上で
第1章では農基法農政下の稲作が分析されてい
る。1960年代に入って政府はそれまでの丸抱え的
な保護政策を転換し、「所得均衡」「農業構造改
善」「選択的拡大」等をキーワードとする基本法
農政を展開する。府県では高度経済成長のもとで
進んだ農外労働市場の拡大が兼業農家、とくにⅡ
兼農家の増加をもたらし農政が期待したような自
立経営の増加には向かわなかったのに対し、北海
道では挙家離農の多発と残った農家の規模拡大が
進行し、「農基法農政の優等生」と評されること
になる。その要因として本書ではこれまでよく指
摘されてきた戦後開拓や農村労働市場の未発達等
の辺境＝フロンティアとしての北海道の地域的歴

史的要因だけでなく、戦後12年間続いた「革新道
政」を全道労協とともに支えた北海道農民同盟の
分裂･後退等も一因となった「中央直結」の保守
道政への転換等の政治的要因にも論及しているの
が注目される。
1960年代の北海道は造田ブームの時代で、稲作
限界地帯にまでそれが広がる中での米生産量の飛
躍的増大は、後に問題化する米の品質問題ともあ
いまって道産米の危機をもたらすことになる。
第2章では総合農政下の稲作転換が取り上げら
れる。この期に始まる米の減反（生産調整）が北
海道に及ぼした衝撃、影響は大きかった。1970年
代に始まる総合農政は、この生産調整とともに農
地政策の転換、農産物自由化を3本柱とするもの
であった。このアメリカ側からの開放要求に沿っ
た農産物自由化の流れを農政の側がせき止められ
なかったところに生産調整の跛行的進行と農業衰
退の原因があったと指摘している。
他方でこの期は農業産出額はなお増加基調にあ
り、総体としての農業生産力は落ちていなかった
ことも指摘している。地域農業のレベル、農家経
営のレベルでみると、複合化と集約化の進展等の
発展的動きも生まれていたのである。
生産調整の長期化、傾斜配分への転換の中で北
海道は生産調整の最大のターゲットとされ、とく
に「水田利用再編対策」では転作率44％という致
死的ともいうべき高率の転作目標が配分され、北
海道稲作は最大の危機に直面した。そこから再生
を目指す生産者、農協の様々な取り組みが生まれ
る。特筆すべき取り組みとして、それまで消費者
の評価が低かった北海道米を消費者に認知しても
らうことにつながった「特別自主流通米」という
北海道独自の販売戦略の取り組み、稲モノカル
チャーからの転換、転作の定着と複合化に向けた
取り組みがあげられている。後者に関しては、稲
作中核地帯の集団的転作対応の事例として「深川
方式」、道南小規模稲作地帯の複合経営の事例と

して「洞爺方式」が新しい方向を切り開く２つの
イノベーターとして紹介されている。
この時期の稲作は「量から質へ」の転換を迫ら
れた時期で、銘柄米不在の状況から脱却するため
に農業試験場が総力をあげて品種改良に取り組
み、その中から生まれた「ゆきひかり」は決定打
とはならなかったが、次につながる「記念碑」的
な位置を占めた。
機械化の面では前期は機械化体系はまだ跛行的
で未完成だったが、この期は田植機の開発・実用
化が進み、乗用トラクター、動力田植機、自脱型
コンバインの3点セットによる「中型機械化体
系」の北海道バージョンともいうべき機械化体系
が完成する。
第3章では「プラザ合意」にそって国内市場の
一層の開放を求めた前川レポート（1986年）を受
けて「国際化農政」に舵をきってからの時期が分
析される。1986年から開始されたガット・ウル
グァイラウンド（UR)では、農産物貿易だけでな
く国内の農業保護政策までが問題とされた。日本
の農業保護政策の根幹である食管法をはじめとす
るわが国農政の全体系が問われることになったの
である。1993年末に終結したUR農業合意に基づ
きコメが部分開放されるとともに食管法が廃止さ
れ、かわって新食糧法が登場した。
この期、北海道では良食味米の開発・生産とい
う北海道稲作の年来の課題に応えて「きらら
397」が登場し、爆発的なヒット商品となった。
北海道が初めて生んだ「全国的品種」である。こ
の「きらら397」人気は栽培適地をこえて道北や
山間部等への拡大、過剰作付けの問題も生み出し
（「うまい米の山登り」）、それに対し一つの銘
柄に集中しない安定生産、新たな良食味米開発に
向けた取り組みが求められていくことになる。
1993年の大冷害にともなう「平成米騒動」後自
主流通米価格の低落が続く事態に対し北海道の農
協系統は全道の稲作地帯を13のブロックに分け広

域産地の形成による販売力強化を図った。それは
この時期の系統農協再編問題での北海道独自の対
応とも関連していた。農協系統は第19回全国農協
大会（1991年）で広域合併の徹底と「中抜き二段
階方式」を打ち出したが、北海道はホクレンを存
続させる「道内二段階」という独自の方向を選択
した。単協合併についても一部の地域では広域合
併が進んだが、なお111の総合農協が存続してい
る。「新たな米政策大綱」下での「米需給安定対
策」や「稲作経営安定対策」への農民の参加率も
全国では80％台なのに対し北海道ではほぼ100％
ということに示されているように稲作農家の農協
への結集力は極めて高かった。
なおこの時期の稲作経営の存在形態をみておけ
ば、空知の稲作中核地帯の集落で10ha以上の上層
だけでなく、5～10haの中堅層が地域農業の担い
手として分厚く存在していたことも特筆すべき点
である。
  第4章では新しい基本法と北海道米の躍進が取
り上げられる。農業基本法が廃止され、代わって
新しい基本法（食料・農業・農村基本法）が制定
された。農業基本法が古くなったためではなく、
農業保護を禁じたWTO条約に抵触するためであ
る、というのが著者の強調点である。新しい基本
法の制定にあたっては政策目標としての食料自給
率の設定や直接所得補償政策の導入等を要求した
意見書が北海道から提出された。
こうした国の農政展開に対し、かっては「基本
法農政の優等生」といわれた北海道の農政がドラ
スティックともいえるほどに現実主義に転換し、
独自性を強めていく。競争や選別よりも保護政策
的志向を強く打ち出した「北海道農業・農村振興
条例」（1997）、知事の名で公表された「北海道
スローフード宣言」（2003）、「食」「環境」
「担い手」「地域」というこれまでにない切り口
で10年後の道農政の指針を示した「北海道農業・
農村ビジﾖン21」（2004）等の一連の流れがそう

である。そしてそこに行政、経済界、消費者団体
等がそろって地域の農業発展を支援する「道民合
意」の形成をみている。
米政策への対応においても大型集出荷施設を拠
点とする広域産地体制としての再編整備が進めら
れ、それと連動する形で農協の広域合併も動き出
す。それは「行政対応型合併」ではなく「産地形
成型農協合併」という北海道特有の動きであると
評価している。
21世紀初頭の北海道稲作の新しい動きとして特
筆されるのは、「ゆめぴりか」をはじめとする北
海道米の新しいエースが登場し、うまいコメの勢
揃い状況がうまれてきたことである。2010年の食
味ランキングでも「ななつぼし」と「ゆめぴり
か」は「特A」の評価をうけた。「猫またぎ」と
悪口をたたかれ続けた北海道米が全国のトップブ
ランドに躍り出るようになったのである。それは
官民一体となった道民運動の成果でもある。
第5章では「組織力で前進する北海道米」とし
て特別自主流通米以降の取り組みの経過について
内部に深く立ち入る形で整理するとともに、北海
道水田農業の課題と展望にふれ、水田複合化の課
題と全道共販体制強化の重要性を指摘している。

３　畑作は北海道的な特徴を最も強く示す作目
である。第2部では小麦（第2章）、てん菜（第3
章）、豆作（第4章）、馬鈴しょ（第5章）の4作
目を取り上げ、第1章では総論として畑作の政策
と経営構造について論じている。畑作は地力維持
の面から輪作体系が不可欠であり、北海道畑作の
歴史はその確立に向けての歩みでもあった。1970
年代から20世紀末にかけて成立した小麦、てん
菜、豆、馬鈴しょの畑作4品を基幹作目とする輪
作体系はその一つの到達点であった。
機械化と作付け体系の面から農政画期毎の変化
をみておけば、基本法農政期はトラクター・畜力
併存期で畑作の中心地帯の十勝等では豆作偏重の

作付け体系だったが、総合農政期には豆作が大幅
に減少し、代わって馬鈴しょとともにてん菜が基
幹作目の地位を占めるようになる（「寒地畑輪作
の要ーてん菜」）。大型トラクターをはじめとす
る機械化一貫体系の成立がその背景にあった。そ
れまで1万ha前後で低迷していた小麦は転作の影
響もあって飛躍的に増加し（「道産小麦の蘇
生」）、畑作4品の輪作体系が成立、定着してい
く。
しかし高度機械化萌芽期の国際化農政期、高度
機械化定着期の新基本法農政期には、とくに大規
模層では輪作の要であるてん菜が縮小するととも
に、省力作目である小麦の拡大、基幹作目化が進
み、かってのてん菜、馬鈴しょ、小麦、豆類の畑
作4品のバランスのとれた輪作体系が崩れつつあ
ることが指摘されている。
第3部では農政画期毎に園芸作の展開を分析し
（第1章～第4章）、最後の第5章で果樹農業の展
開を分析している。北海道で野菜生産が本格化す
るのは転作が強化される1970年代後半からで、以
前から移出野菜としての地位を獲得してきていた
「いも・たま」、にんじんが先行し、それに続く
形で転作野菜に主導されながら野菜作が伸びて
いった。それをリードしたのが洞爺村農協や富良
野農協等の取り組みであった。
1980年代後半からは園芸作は畑作・酪農地帯に
も広がり、畑作型野菜の伸張で道産野菜は多品目
化しつつ生産が拡大し、「土地利用型」野菜から
「園芸作型」野菜の移出産地へと発展した。2010
年には耕種部門における野菜の割合は42％を占
め、畑作を抜いて耕種部門のトップになった。こ
うした北海道における野菜園芸作部門の発展、複
合化・集約化の動きを「集約北進」としてとら
え、それが北海道農業の救世主となっていると極
めて高い評価が与えられている。さらにこうした
園芸作産地づくりには農協の役割ー指導力と販売
力ーが決定的な意味をもったことも指摘してい

る。

４　畜産編は酪農、馬産の他に「旧発達史」に
はなかった肉用牛、養豚も新たに加わり、4部構
成となっている。戦後北海道農業における畜産の
比重の増大がそこにあらわれている。第4部 酪農
は農政画期毎に章立てされ（第2～5章）、第1章
が導入部、最後の第6章は結びの章となってい
る。第4部の著者は、「旧発達史」の松野の指摘
をひきつつ「歴史的考察は明日を語ることである
べき。明日を語るためには経済学の枠組みをこえ
た広範な考察が要求される」ととりまとめにあ
たっての思いを述べている。そうした思いもあっ
てか農業関係の論文、資料だけでなく文学や歴史
関係の文献からの引用も豊富で本書の中でも異色
なスタイルとなっている。
酪農の普及発展にとっては乳牛の導入・拡大と
その飼料基盤の整備が必須の課題となる。戦後初
期の牧野開放、有畜農家創設事業、さらに酪振法
に基づく「集約酪農地域」の指定や飼料生産基盤
の整備、公共育成牧場の造成、国営・道営・団体
営の草地開発事業等がその役割を担った。こうし
た過程を経て基本法農政期に道東、道北を中心に
酪農専業経営の形成が進み、加工原料乳の生産が
本格化する。
なお加工原料乳に対しては不足払制度が1966年
から実施されてきた。それは指定乳製品の輸入差
益を原資とするという矛盾をかかえながらも北海
道の酪農にとって重要な役割を果たしてきた。本
書ではその点についても詳しい計量的な分析を加
えている。
北海道の酪農の経営規模は基本法農政期後半か
ら総合農政期にかけて急速に拡大した。1960年に
は2頭前後だった1戸当たり成牛飼養頭数は70年9
頭、80年26頭、90年38頭、2000年56頭というよう
にすさまじいテンポで増加した。1975年頃までは
草地面積も乳牛頭数とほぼ同じペースで増加した

が、1980年代に入ると草地・飼料作面積の増加率
は鈍化し、府県ほどではないが北海道でも輸入濃
厚飼料に依存した規模拡大となった。
頭数拡大とともに酪農経営の機械化も急速に進
んだ。酪農における機械化は飼料作の機械化だけ
でなく飼養管理作業や搾乳作業、糞尿処理作業の
機械化等多方面にわたった。それだけに規模拡大
のための酪農家の負担は大きかった。
こうした急激な規模拡大では、それに対応でき
ない多数の酪農家の離農、酪農廃止が生じた。
残った酪農家も多額の負債等多くの問題を抱えこ
むことが多く、また急激な規模拡大、機械化は
様々な技術的・経営的リスクをともなうことも少
なくなかった。本書では多くの論文、資料も引用
しながらそうした実態を詳しく分析している。
　第5部では肉用牛を取り上げている。北海道
は和牛については後発だったが、肉用牛生産とし
ては屈指の大生産地帯に躍進してきた。そのこと
は、1965年には1％に満たなかった肉用牛飼養頭
数のシェアが75年7％、90年12％、2010年18％と
全国の5分の1近くを占めるまでに拡大してきたこ
とに端的にあらわれている。
肉用牛生産は大きくは黒毛和種等の肉専用種と
乳用種肉用牛とに分かれるが、北海道では、乳用
種肉用牛が主力となっている。乳用種肉用牛は、
いわば酪農との連結生産物であり、酪農との結び
つきの中で発展してきたのである。地域的には道
南・道央の専用種肉用牛地帯と道北・道東の乳用
種と専用種との混在地帯に分けられるが、専用種
地帯は伸び悩み傾向にあったのに対し、乳用種と
専用種混在地帯の十勝・釧路の躍進が顕著であっ
た。この間の肉用牛生産の発展を担ったのは主に
後者の地域である。北海道の農業粗生産額に占め
る肉用牛生産のシェアでも1975年の1.9％から
2005年には6.1％にまで増加した。肉用牛生産が
北海道農業の重要部門となってきたのである。
この間にはまた牛肉輸入の完全自由化、口蹄疫

の発生（2000年）やBSE感染牛の発生（2001年）
等肉用牛生産の存立を脅かすような問題も発生
し、肉用牛生産における安全・安心の訴求もあら
ためて重要な課題になっている。
第6部で取り上げられている北海道の養豚は、
基本法農政期の小規模零細な副業養豚から複合経
営の一部門として定着していく「複合養豚期（経
営定着期）」を経て1970年代以降は「基幹作目
期」となっていくとされ、この1970年代以降の養
豚について独自の画期区分を行っている。「基幹
作目期（前期）」（1970～80年）、「基幹作目期
（後期１）」（1980～2000年）、「基幹作目期
（後期2）（2000～2010年）」である。
「基幹作目期（前期）」ではそれまでの個別経
営が点として内的発展する段階から基幹作目とし
て地域における面的な展開を志向するステージに
移行し、養豚指導地区では地域の農協のもとに養
豚農家が組織化され「系統養豚団地」として展開
する。これに対し、「基幹作目期（後期１）」で
は基幹作目としての成熟度が増すが、他方で国際
競争にさらされる中で規模拡大、企業化が進み、
それに対応できない経営は養豚からの撤退を余儀
なくされ、「農家養豚」は大幅に後退した。「基
幹作目期（後期2）」では単なる大規模化、企業
化では切り抜けられなくなり、経営のコンセプト
を消費者重視、環境問題重視、疾病対応、アニマ
ルウェルフェア重視等におき、農場個性を打ち出
していくことが求められるようになったとし、そ
れを「農場ブランド形成期」と表現している。
最後の第7部では、現在軽種馬で全国の96％、
農用馬で87％と圧倒的シェアを占めるに至った
「馬産王国」北海道の戦後史を検証している。戦
後の馬産を大きく変えたのは競馬の躍進である。
その競馬の成長を支えたのが北海道、とくに日高
地方の馬産であった。第一次競馬ブーム（1965～
73年）で馬が軽種馬に特化し北海道・日高地方に
集中することになった。仔分け制度のもとで一般

農家も軽種馬生産を担うようになり、軽種馬専門
農協も組織され、それを支えた。家族経営が専業
的に自己馬主体で生産することは世界にも例がな
いことで、日高地方では軽種馬が農業粗生産額の
60～70％を占め、軽種馬生産主体の産業・農業構
造、土地利用構造になった。
バブル期には第2次競馬ブームが訪れ、馬産地
は加熱するがバブル経済の崩壊とともに中央競馬
と地方競馬との二極化が進み、地方競馬は深刻な
不況に陥る。21世紀に入って中央競馬も長期低迷
となり、地方競馬は経営危機に陥るところが多発
する。生産も社台グループ等の大企業牧場と家族
牧場の二極化が進み、家族経営は危機に陥る。

５　本書の特徴は最初にも述べたように北海道
農業の今後の方向性＝ベクトルを半世紀の歴史の
中から探り出したい、さらにその半世紀の歩みを
一つのサクセスストーリーとして描くことが出来
ないか、という問題意識のもとでまとめられたと
ころにある。
確かにそのような視点からの分析によって、本
書は北海道農業の歴史を鮮やかに描き出すことに
成功したということができるであろう。例えば第
1部で分析されているようなかって「猫またぎ」
と悪口をたたかれた北海道米が農業者や農業団
体、農業技術者、行政の血のにじむような取り組
みによって全国のトップブランドにまで躍進した
歴史はまさにサクセスストーリーとして評価しう
るものであろう。第1部や第3部で分析されている
「集約北進」の中で野菜園芸作が北海道農業の救
世主となったのもそうであった。
このようにサクセスストーリーとして興味深い
分析がなされているが、だからこそというべき
か、その裏面ともいういうべき様々な問題、矛盾
の解明もまた軽視されてはならない点であろう。
この間の北海道農業の変化はすさまじく、とくに
急激な規模拡大の過程で生じた矛盾、問題は府県

農業の比ではなかった。本書でも、例えば酪農で
は長期にわたって「ゴールなき拡大」が続き、多
くの酪農家が資金借入による規模拡大へと駆り立
てられてきたこと、他方でそれに疑問を抱きいわ
ゆる「マイペース酪農」を模索する酪農家も生ま
れたこと等が指摘され、畑作についても地力循環
が可能な家族労働力を主体とした30～50ha規模を
適正規模として、無制限の規模拡大を見直してい
く必要が提起されている。北海道農業の今後の方
向性＝ベクトルについて、各部門、作目の担当者
はそれぞれの部門、作目毎に今後の方向性＝ベク
トルを提示している。そこで提示されている方向
性＝ベクトルにはいろいろ示唆的な面も含まれて
いる。例えば、園芸作の導入によって初めて北海
道農業のスケールメリットが活かされるように
なったこと、園芸産地づくりで農協の役割が決定
的な意味をもつようになったこと等を指摘し、そ
うした園芸作の変革作用の継承を今後の方向性と
して提示している。いわばサクセスストーリーの
中からのベクトルの提示である。また酪農に関し
ても成り行きまかせの方向ではなく、選び取る方
向、これまでの対米従属、輸入依存で非循環的酪
農の助長を阻止する方向に舵を切るべき、とかな
り思い切った方向提示を行っている。
しかし個々の作目毎のベクトルを足し上げても
全体のベクトルにはならない。この点で、畑作に
ついて小麦、てん菜、豆作、馬鈴しょ4品目のベ
クトルとは別に畑作全体をにらんだ経営のあるべ
き方向が提示されているのは興味深い。
このことは北海道農業全体について考えると
き、本書で各作目・部門毎に提示されているベク
トルとはまた別に北海道農業全体のベクトル、あ
るいはそれぞれの地域農業の展開方向、ベクトル
の検討が必要なことを示しているのではないか。
その点で北海道農業の総論的な検討とそれを踏ま
えたベクトルの提示という課題が果たせていない
のが惜しまれるところである。

　以上のこととも関わるが、本書では部門・作
目毎の歴史としては深い分析がなされているが、
北海道農業全体の構造、農業経営や地域農業とし
ての分析が手薄になっているのではないか（それ
は本書の直接の課題ではないのかもしれない
が）。近年地域農業における担い手の弱体化の問
題は北海道でも軽視できない問題になってきてお
り、そのこととも重なって集落、地域社会のあり
方、地域農業と地域社会の持続可能性が問われる
状況になってきている。とくに21世紀に入って、
北海道でも、北海道でこそというべきか、まさに
そこが大きな問題になってきている。本書ではし
かし、それが大きな問題になっている新基本法農
政期に関してはこうした点について充分深められ
ていないように思われる。今後進むべき方向性＝
ベクトルを北海道農業として、あるいは地域農業
として考えていく上ではこうしたことの分析が重
要になっているのではなかろうか。

[付記] 本書の書評を早い時期に依頼されながら
評者の怠慢で大幅に遅れてしまったことを深くお
詫びしたい。

高崎経済大学地域科学研究所 編
『自由貿易下における農業・農村の再生
‒小さき人々による挑戦‒』

（日本経済評論社、2016年）

岩手県立大学名誉教授

土井　時久

高崎経済大学地域科学研究所による編集であ
る。本書の課題は、農産物貿易自由化の趨勢のも
とで零細、高齢化した「小さき」農業経営をいか
にして支えるか、その対応策をさぐることにあ
る。全体を4部構成とし、序章、終章を付してい
る。

第Ⅰ部　「自由貿易」と「規制改革」
第1章は、「自由貿易」と「規制改革」（鈴木
宣弘）である。自由貿易の趨勢と国内規制の改革
が密接に関わっていること、規制改革が農業経営
を不利にさせていることを実証的に示している。
「強力なグローバリズムによる一部の露骨な利益
追求に対抗して、「小さき人々」がいかに豊かな
生活を守っていくか」が本書の課題であるとして
いる。
実証例はアメリカの穀物流通と保護政策、タイ
の鶏肉、米市場やイギリスの生乳流通などであ
る。生産を刺激する補助金を廃止して公正な貿易
を実現しようとする国際交渉にも関わらず、アメ
リカ穀物生産は巧妙な制度で保護されていること
を示している。
国際市場での鶏肉、米の価格上昇にも関わら
ず、タイの農家庭先価格は市場の寡占状態のため
に抑えられている。生産資材の売手寡占もあって
途上国の農家の所得増加は困難である。これらの
事実を市場支配率係数、価格伝達性によって計量
的に示している。途上国のみならず、イギリスの
生乳流通でも規制緩和が酪農家の生乳価格低下が

みれる。イギリス生乳市場問題に精通する著者
は、1973年のMMB解体以後の変化を丁寧に示し
ている。立論を通して、規制を緩和した市場原理
の徹底が経済成長をもたらすとする主流派経済学
への批判をも含んでいる(3.2~3.8)。
第2章は、「TPP大筋合意と農業分野における
譲歩の特徴̶日豪EPAとの比較を中心に̶」(東
山寛)である。TPPにおける農業分野の譲歩の特
徴を明らかにするべく、品目を牛肉にしぼって日
豪EPAとTPPの比較を行っている。その結果、
(1)日豪EPAとTPPでとっている手法に共通点が
あること、(2)このような譲歩をすれば、これが次
のFTAの始点となること、(3)TPPを批准すれ
ば、国境措置が十分に機能しなくなることについ
て述べている。関税引き下げで関税収入は減少
し、国内農業保護のためには従来の消費者負担に
かわって納税者負担つまり財政支出に大幅に依存
する政策とならざるをえず、その可能性を危惧し
ている。

第Ⅱ部 農業構造(農地)政策と集落営農の展開
第II部が本書の中核をなしており、全6章で構
成している。はじめの 2章を農業構造政策の包括
的な議論にあて、他の4章は東北、北関東、中
国、九州地方の実証研究である。
第1章は、「農地政策の変遷と農村社会」（高
木賢）で、手際よく昭和27年の農地法制定以後の
変遷を整理している。農地改革以後70年に及ぶ日
本経済と農業の変化からみて農地法の果たす役割
も変化してきたのは当然である。農地の農政上の
意味を理解するためには、5.の農地法を適用除外
とする制度から9.の農業委員会の組織改革や農地
法改正にかけての叙述に教えられるところが大き
い。
第2章は「農地市場と農地集積のデザイン」(中
嶋晋作)で、完全競争的農地市場を前提に数理モ
デルを提示する。しかし、複雑な農地需給をこの

モデルを前提に分析するのは難しい。このことに
ついては、「2.2現実の『農地市場』」で述べて
いる。サイクル方式による農地交換のアイデアが
魅力的であるが、長塚節 『土』 的岩盤の根強さ
が簡潔なモデル化のまえに立ちはだかっている。
評者はGoogle Mapの写真を参照して中山間地

域の河川、農地、丘陵の特徴や近隣のDID(人口
集地区)の配置を確かめながら4つの実証的論述を
興味深く読んだ。
第3章「集落営農の展開‒東北‒」(柳村俊介)では
宮城県角田市A地区をとりあげている。はじめに
角田市の農業の特徴をを東北、北陸と比較しつつ
明らかにしている。農地の出し手、受け手の状況
から中規模層の落層による出し手が増加している
ことを示している。
A地区では、圃場整備事業を契機に農地集積が
進行する。事業は1998~2008年に実施され、336
名を越える地権者のなかから11名の担い手で集団
転作組合を組織する。担い手の平均経営耕地面積
は1997年の7.8ヘクタールから2006年には17.8ヘク
タールに拡大する。この間の組織の変化は図3-3
で巧みに示されている。
結論部分で提示する「二階建て方式」の地域農
業システムと「転作組合」型集落営農の論述が興
味深い。集落営農組織の形成は三層からなるとす
る。根底に横たわるのは農家・農地・水などの土
台であって、その上に1階たる農地・労働力・農
機具・作業委託の利用調整組織、さらにその上の
農作業実働組織が2階をなしているとする。この
地区の農地利用調整を実現した要因は、圃場整備
事業・米生産調整政策・経営所得安定対策といっ
た経済的誘導であると結んでいる。
第4章「北関東における集落営農の展開」(安藤
光義)では、品目横断的経営安定対策を機に集落
営農組合が急速に組織される経緯について章の前
段で論述している。北関東では麦作に力点をおく
個別性の強い集落営農に特徴があるとし、続いて

群馬県 JA佐波伊勢崎、埼玉県 JAくまがやの集落
営農組織の特徴を論述する。各事例に関する資料
1~3が付されて概要を理解しやすい。
ここでは機械利用組合→政策対応営農組合→法
人化の経過をたどる傾向が認められる。第3章と
同様に品目横断的経営安定対策を契機とする営農
集団の組織化の傾向がある。とりわけ、JAくま
がやにおける中条農産サービスの法人化への推移
が特徴的である。結論として、様々な集落営農の
進行にもかかわらず、「リーダーたちの高齢化も
進んでいるので、後継者層の確保が課題」として
いる。
第5章「集落営農組織の経営多角化と直接支払
い‒広島県世羅町(農)さわやか田打を事例として
‒」(西川邦夫)は、課題を「農産加工への取り組み
を中心とした集落営農組織の経営多角化に対し
て、直接支払交付金が果たす役割を明らかにする
こと」としている。
「表5-6経営収支と直接支払い交付金受給の推
移」が、さわやか田打(とうち)の2003~2014年収
支状況をまとめている。この期間に農事組合法人
さわやか田打は、直接支払交付金によって常勤雇
用給与支出と積立金による投資を可能にしてい
る。農産加工品の販売額に対する労務費などの比
率は高いが、販売額は2014年度では水稲に次ぐ。
農産加工が重要な意味をもつのだが、その内容に
関する説明を欠いている。ネットで検索すると、
最近は玄米コシヒカリ、杵つきあん餅などであ
る。「使途が自由な直接支払交付金」が農産加工
を可能にしたといえる。
第6章は「中山間地域における集落営農の運営
管理‒協業経営型農事組合法人に焦点をあてて‒」
(宮田剛志)である。この事例では、保守主義、平
等主義、全会一致主義を貫く「ムラの論理」と利
潤追求重視の「経営の論理」を指標として分析し
ている。
豊後高田市で最も早く組織(1999年) された集落

営農組織が、現農事組合法人ふき村である。1998
年の圃場整備事業を契機としている。米、小麦、
そば、大豆を主作物とし土地利用率193%(2010年
度)の米麦、そば中心の土地利用が特色である。
あわせて直売所「蓮華」、合鴨飼育もふき村に一
元化している。
分析結果から、「ムラの論理」が収益配分の面
で地域の標準小作料を上回る土地配当、作業部会
への全戸参加などに見られるとし、「経営の論
理」は収益配分の引き下げ、出役重視へ移行する
ことや専従者としての外部雇用をあげている。第
Ⅱ部第3章の二階建方式の土台部分に通ずる日本
農業の基盤を見る思いがする。利潤最大化原理の
企業理論では分析困難な問題である。

第Ⅲ部　農村政策とその成果
1999年の農業・農業・農村基本法制定にとも
なって、それまでの基本法農政は、食料・農村分
野に対象をひろげることとなった。農業・農村の
多面的機能の保全に関する政策がとられることに
なる。第Ⅲ部は、この問題を含む広範な課題を取
り上げている。
第1章は「農村政策の展開過程‒政策文書から軌
跡を辿る‒」(安藤光義)である。農水省の文書に
よって農村政策がどのように変化してきたかにつ
いて整理している。白状するが評者はこのような
仕事が最も苦手である。白書は官公庁内部の担当
者が苦労して、省の実施した政策とその評価を文
書化するのだが、読み手はその背後にある真意を
も透視して読まねばならない。ここでは、特に中
山間地域等直接支払制度の創設(2000年)に関する
論述に教えられることが大であった。引用は割愛
するが、200頁に及ぶ論述である。この部分を第
Ⅱ部第3~6章の叙述と照応させると理解が深ま
る。
第2章は「農地・水・環境保全向上対策の実施
規定要因と地域農業への影響評価」(中嶋晋作・

村上智明)である。農地・水・環境保全向上対策
を実施する要因を計量経済的に究明することを目
的にしている。1,878集落のデータによる農家数
とその変化率、経営耕地面積とその変化率、圃場
整備割合などを規定要因とするOLS、SLM(空間
ラグモデル)、GWR(地理的加重回帰分析)の計測
によって結論をえている。山形県は廃藩置県をへ
て今なお県内の地域ごとの独自性が顕著である。
農協の経済連組織は長期にわたって日本海に面す
る庄内経済連と内陸の山形経済連にわかれて他県
に見られぬ特徴であった。大胆な仮定なしに計量
分析はできないのだが、山形県は地域相互の関係
が距離だけでは律しきれない複雑な県である。計
測技法の細部は評者の理解を越える。しかし、魅
力的な計測手法で評者も試みたい誘惑にかられ
る。図2-2~2-4では推定結果を4段階で図示してい
るが、値の大小に応じて濃淡を付すべきでろう。
これでは読者の頭脳は混乱する。
第3章「農産物直売所における品質管理の実態
とその意義」(菊島良介)では、直売所の品質管理
に関する出荷農家と直売所の合意形成過程などに
焦点をあてている。調査対象直売所は、千葉県
F、静岡県I、山形県Dである。これらにヒアリン
グとアンケートを行っている。第3セクターによ
る運営の千葉Fでは、設立当初に品質の悪い農家
に作物転換を促したり、価格調整を行っていた。
さらに、品質向上のために関係機関に栽培指導を
依頼していた。農家によって運営される山形Dで
は、品質低下は殆どみられず、品質の悪い場合は
店長が文書で出荷者に通知していた。企業の運営
する観光総合施設の一部をなす静岡Iでは、運営
する企業が出荷農家を選定し、品質管理をおこ
なってきた。
第4章は「農業人口の高齢化と労働力確保方

策̶定年帰農の動きに着目して̶」(津田守)であ
る。第1の課題は、我が国の農業就業者の高齢化
の特徴と要因を明らかにすること、第2は、定年

帰農に関する考察である。第1の課題に関して3つ
の要因をあげている。(1)は、若年層の急減であ
る。表4-1に示されるように、15歳未満の人口は
2000年に139万人であったが、その後、2005 年に
は90万人、2010年には61.5万人に減少している。
評者は農家世帯での若年層人口減少が日本全体よ
り急速であることに気がつかなかった。(2)は、世
代交代の遅れによる農業経営者の高齢化。(3)は、
定年帰農の問題であり、これが第2の課題として
とりあげられる。
定年帰農は農家出身者が定年後に就農するほ
か、非農家出身の定年後就農を含む。帰農により
農家戸数の激減が幾分食い止められるものの、基
本的には新規学卒者の就農が極めて少ないことが
農家の高齢化につながっている。大企業優先の経
済政策で、野山荒れ鳥の啼かぬ沈黙の農山村から
若年層が離れるのを黙視するわけにはいかない。

第Ⅳ部 「自由貿易」と地域経済
ピケティは所得の不平等の進行を説き、最上位
所得層を排して労働所得層に置き換えることが不
平等の縮小につながり、経済成長を可能にすると
主張する。「小さきもの」が追い詰められる現実
に如何にして展望を描くべきか。第Ⅳ部の背景に
は、この問題が横たわっている。
第1章「グローバル化に対する中小企業の事業
展開と地域の対応」（清水さゆり・里見泰啓）で
は事業を3種にわけている。3事例の論述は、この
分野に不案内な評者には有益である。すべてをこ
こに紹介できないがS社の事例で、スクリーン印
刷技術を基礎に自動改札機の面発光モジュールや
水溶性紙灯籠の開発等々、実に多彩な対応をして
いることに惹きつけられる。この章の読後、グ
ローバル化に対する中小企業の対応が我が国農業
に与える示唆について考え込んだ。腕を組んで天
井を眺めるだけだった。
第2章は「アーミッシュ社会における農業の恵

みと重み」(大河原真美)である。この章ではアー
ミッシュの農業にかぎらず、アメリカのアーミッ
シュ全体に言及している。本書全体で日本農業の
伝統的側面への配慮を感ずるが、アーミッシュも
また標準的な経済学の利潤大化原理では説明でき
ない農業にふれて興味深い。ただ、本書全体の構
成からみるとすわり心地は良くない。別の機会に
日本のヤマギシ会をも視野に入れた論述を期待す
る。
第3章「産業政策の視点による地方農業の振興
方策」(河藤佳彦)は、近年の産業政策の特色とし
て、(1)政府主導による特定産業の発展誘導にかわ
る市場経済を前提とする自律的産業発展政策、(2)
重化学工業から知識集約型産業への政策のシフ
ト。(3)地方の重視をあげて、さらに2006年以後の
産業政策を3期にわけて手際よく整理している。
続けて地方農業の課題と振興方策について論じ
ている。農業生産所得の多い北海道、茨城、千葉
などを地方部、第2,3次産業を主とする東京都な
どを都市部として比較のうえで地方部の労働生産
性、給与額の低さを指摘。この地域格差是正の政
策手段として、農業経営規模の拡大と農業の6次
産業化をあげている。
第4章は「日本における農村社会の変容と公共
事業」(天羽正継)である。課題は、公共工事に依
存する農村社会の形成過程を明らかにすることで
ある。立論の大筋は正確で説得的である。しか
し、部分的にには首肯しがたい点がある。図4-2
「農林水産・鉱業の平均給与の全産業に対する比
率の推移」は国税庁の原資料によれば「1年間の
支給総額」であって農業では少数の雇用労働を意
味するであろう。炭鉱労働者も含んでいる。ここ
は第一次産業従事者一人あたり純生産とそれ以外
の産業従事者の純生産を比較すべきであろう。表
4-1,4-2によって第一次産業従事者の一人当たり純
生産の第二、第三次合計のそれに対する比率をと
ると1950年の0.37から2000年の0.32まで、ほぼこ

の程度の値で推移する。ルイス・モデルによる２
セクター間の労働力移動を空間均衡論的に実証す
るほうが説得的にみえる。
多くのデータを駆使して、「農村部の割合が高
く、1人当たり県民所得の水準が低い地方ほど、
公共事業に大きく依存する経済構造」になってい
る、と結論づけている。
全体を通して、グローバリズムの趨勢のもとで
農業従事者の老齢化と停滞する農業経営の規模拡
大を集落営農で対抗せんとする農村の実態を示し
た好著となっている。編集担当者と執筆者の労を
多としたい。



北海道農業ベクトル研究会 編
『新北海道農業発達史』

（北海道地域農業研究所、2013年）

明治大学名誉教授

田畑　保

１　明治の開拓期から高度経済成長初期までの
北海道農業の約1世紀を雄大なスケールで描き出
した『北海道農業発達史』（以下「旧発達史」）
が刊行されて半世紀が経過した。このほどその続
編ともいうべき『新北海道農業発達史』が新たに
刊行された。「旧発達史」の刊行後北海道農業は
大きく変化してきた。その変動のさなかの北海道
農業については、これまで『戦後北海道農政史』
（農政史研究会編、1976年）、『経済構造調整下
の北海道農業』（牛山敬二・七戸長生編著、1991
年）、『北海道農業の地帯構成と構造変動』（岩
崎徹・牛山敬二編著、2006年）等浩瀚な共同研究
がまとめられてきている。
そうした流れを引き継ぎながら、「もう一度日
本の中での北海道の位置付けを考え、北海道農業
を北海道農業たらしめている諸要素とは何か、北
海道農業の独自性と何だったのかを明らかにする
ことは『これからの50年』を考えるためにも大
切」という問題意識のもとで現役を退いたベテラ
ン研究者たちを中心にして研究会が立ち上げられ
た。「北海道農業ベクトル研究会」である。本書
はこの研究会の3年余にわたる共同研究の積み重
ねを経てまとめられたものである。歴史の推進主
体として行政と農業技術者、農業者と農業団体と
いう４つの主体を設定し、その50年の歴史の中か
ら将来につながる方向性、未来へのベクトルを探

り出したい、さらに北海道農業の展開を一つのサ
クセス・ストーリーとして描くことが出来ない
か、という問題意識が共同研究のベースにおかれ
ている。
本書の構成は耕種編（稲作、畑作、園芸作）、
畜産編（酪農、肉用牛、養豚、馬産）というよう
に作目・部門毎の構成となっており、「旧発達
史」にあった農法を中心とした総論的な章や農業
生産力基盤に関する章は設けられてはいない。画
期区分は、農基法農政、総合農政、国際化農政、
新基本法農政という農政の展開に即した区分と
なっている。北海道農業が国の農政展開の影響を
強く受けて進んできたという考えからである。

２　第1部では稲作が取り上げられているが、
この間の稲作の展開が国の農政に強い影響を受け
てきたこともあり、前述した農政展開の4つの画
期に即して章立てが行われ、国の農政展開と、そ
れに対する地方自治体としての道の行政と農業技
術者、農業者と農業団体の対応・対抗についても
詳しく分析され、本書の総論的な役割も果たして
いる。
序章では、明治期から基本法農政期前までの北
海道稲作の苦難の歩みを素描している。その上で
第1章では農基法農政下の稲作が分析されてい
る。1960年代に入って政府はそれまでの丸抱え的
な保護政策を転換し、「所得均衡」「農業構造改
善」「選択的拡大」等をキーワードとする基本法
農政を展開する。府県では高度経済成長のもとで
進んだ農外労働市場の拡大が兼業農家、とくにⅡ
兼農家の増加をもたらし農政が期待したような自
立経営の増加には向かわなかったのに対し、北海
道では挙家離農の多発と残った農家の規模拡大が
進行し、「農基法農政の優等生」と評されること
になる。その要因として本書ではこれまでよく指
摘されてきた戦後開拓や農村労働市場の未発達等
の辺境＝フロンティアとしての北海道の地域的歴

史的要因だけでなく、戦後12年間続いた「革新道
政」を全道労協とともに支えた北海道農民同盟の
分裂･後退等も一因となった「中央直結」の保守
道政への転換等の政治的要因にも論及しているの
が注目される。
1960年代の北海道は造田ブームの時代で、稲作
限界地帯にまでそれが広がる中での米生産量の飛
躍的増大は、後に問題化する米の品質問題ともあ
いまって道産米の危機をもたらすことになる。
第2章では総合農政下の稲作転換が取り上げら

れる。この期に始まる米の減反（生産調整）が北
海道に及ぼした衝撃、影響は大きかった。1970年
代に始まる総合農政は、この生産調整とともに農
地政策の転換、農産物自由化を3本柱とするもの
であった。このアメリカ側からの開放要求に沿っ
た農産物自由化の流れを農政の側がせき止められ
なかったところに生産調整の跛行的進行と農業衰
退の原因があったと指摘している。
他方でこの期は農業産出額はなお増加基調にあ
り、総体としての農業生産力は落ちていなかった
ことも指摘している。地域農業のレベル、農家経
営のレベルでみると、複合化と集約化の進展等の
発展的動きも生まれていたのである。
生産調整の長期化、傾斜配分への転換の中で北
海道は生産調整の最大のターゲットとされ、とく
に「水田利用再編対策」では転作率44％という致
死的ともいうべき高率の転作目標が配分され、北
海道稲作は最大の危機に直面した。そこから再生
を目指す生産者、農協の様々な取り組みが生まれ
る。特筆すべき取り組みとして、それまで消費者
の評価が低かった北海道米を消費者に認知しても
らうことにつながった「特別自主流通米」という
北海道独自の販売戦略の取り組み、稲モノカル
チャーからの転換、転作の定着と複合化に向けた
取り組みがあげられている。後者に関しては、稲
作中核地帯の集団的転作対応の事例として「深川
方式」、道南小規模稲作地帯の複合経営の事例と

して「洞爺方式」が新しい方向を切り開く２つの
イノベーターとして紹介されている。
この時期の稲作は「量から質へ」の転換を迫ら
れた時期で、銘柄米不在の状況から脱却するため
に農業試験場が総力をあげて品種改良に取り組
み、その中から生まれた「ゆきひかり」は決定打
とはならなかったが、次につながる「記念碑」的
な位置を占めた。
機械化の面では前期は機械化体系はまだ跛行的
で未完成だったが、この期は田植機の開発・実用
化が進み、乗用トラクター、動力田植機、自脱型
コンバインの3点セットによる「中型機械化体
系」の北海道バージョンともいうべき機械化体系
が完成する。
第3章では「プラザ合意」にそって国内市場の
一層の開放を求めた前川レポート（1986年）を受
けて「国際化農政」に舵をきってからの時期が分
析される。1986年から開始されたガット・ウル
グァイラウンド（UR)では、農産物貿易だけでな
く国内の農業保護政策までが問題とされた。日本
の農業保護政策の根幹である食管法をはじめとす
るわが国農政の全体系が問われることになったの
である。1993年末に終結したUR農業合意に基づ
きコメが部分開放されるとともに食管法が廃止さ
れ、かわって新食糧法が登場した。
この期、北海道では良食味米の開発・生産とい
う北海道稲作の年来の課題に応えて「きらら
397」が登場し、爆発的なヒット商品となった。
北海道が初めて生んだ「全国的品種」である。こ
の「きらら397」人気は栽培適地をこえて道北や
山間部等への拡大、過剰作付けの問題も生み出し
（「うまい米の山登り」）、それに対し一つの銘
柄に集中しない安定生産、新たな良食味米開発に
向けた取り組みが求められていくことになる。
1993年の大冷害にともなう「平成米騒動」後自
主流通米価格の低落が続く事態に対し北海道の農
協系統は全道の稲作地帯を13のブロックに分け広
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域産地の形成による販売力強化を図った。それは
この時期の系統農協再編問題での北海道独自の対
応とも関連していた。農協系統は第19回全国農協
大会（1991年）で広域合併の徹底と「中抜き二段
階方式」を打ち出したが、北海道はホクレンを存
続させる「道内二段階」という独自の方向を選択
した。単協合併についても一部の地域では広域合
併が進んだが、なお111の総合農協が存続してい
る。「新たな米政策大綱」下での「米需給安定対
策」や「稲作経営安定対策」への農民の参加率も
全国では80％台なのに対し北海道ではほぼ100％
ということに示されているように稲作農家の農協
への結集力は極めて高かった。
なおこの時期の稲作経営の存在形態をみておけ
ば、空知の稲作中核地帯の集落で10ha以上の上層
だけでなく、5～10haの中堅層が地域農業の担い
手として分厚く存在していたことも特筆すべき点
である。
  第4章では新しい基本法と北海道米の躍進が取
り上げられる。農業基本法が廃止され、代わって
新しい基本法（食料・農業・農村基本法）が制定
された。農業基本法が古くなったためではなく、
農業保護を禁じたWTO条約に抵触するためであ
る、というのが著者の強調点である。新しい基本
法の制定にあたっては政策目標としての食料自給
率の設定や直接所得補償政策の導入等を要求した
意見書が北海道から提出された。
こうした国の農政展開に対し、かっては「基本
法農政の優等生」といわれた北海道の農政がドラ
スティックともいえるほどに現実主義に転換し、
独自性を強めていく。競争や選別よりも保護政策
的志向を強く打ち出した「北海道農業・農村振興
条例」（1997）、知事の名で公表された「北海道
スローフード宣言」（2003）、「食」「環境」
「担い手」「地域」というこれまでにない切り口
で10年後の道農政の指針を示した「北海道農業・
農村ビジﾖン21」（2004）等の一連の流れがそう

である。そしてそこに行政、経済界、消費者団体
等がそろって地域の農業発展を支援する「道民合
意」の形成をみている。
米政策への対応においても大型集出荷施設を拠
点とする広域産地体制としての再編整備が進めら
れ、それと連動する形で農協の広域合併も動き出
す。それは「行政対応型合併」ではなく「産地形
成型農協合併」という北海道特有の動きであると
評価している。
21世紀初頭の北海道稲作の新しい動きとして特
筆されるのは、「ゆめぴりか」をはじめとする北
海道米の新しいエースが登場し、うまいコメの勢
揃い状況がうまれてきたことである。2010年の食
味ランキングでも「ななつぼし」と「ゆめぴり
か」は「特A」の評価をうけた。「猫またぎ」と
悪口をたたかれ続けた北海道米が全国のトップブ
ランドに躍り出るようになったのである。それは
官民一体となった道民運動の成果でもある。
第5章では「組織力で前進する北海道米」とし
て特別自主流通米以降の取り組みの経過について
内部に深く立ち入る形で整理するとともに、北海
道水田農業の課題と展望にふれ、水田複合化の課
題と全道共販体制強化の重要性を指摘している。

３　畑作は北海道的な特徴を最も強く示す作目
である。第2部では小麦（第2章）、てん菜（第3
章）、豆作（第4章）、馬鈴しょ（第5章）の4作
目を取り上げ、第1章では総論として畑作の政策
と経営構造について論じている。畑作は地力維持
の面から輪作体系が不可欠であり、北海道畑作の
歴史はその確立に向けての歩みでもあった。1970
年代から20世紀末にかけて成立した小麦、てん
菜、豆、馬鈴しょの畑作4品を基幹作目とする輪
作体系はその一つの到達点であった。
機械化と作付け体系の面から農政画期毎の変化
をみておけば、基本法農政期はトラクター・畜力
併存期で畑作の中心地帯の十勝等では豆作偏重の

作付け体系だったが、総合農政期には豆作が大幅
に減少し、代わって馬鈴しょとともにてん菜が基
幹作目の地位を占めるようになる（「寒地畑輪作
の要ーてん菜」）。大型トラクターをはじめとす
る機械化一貫体系の成立がその背景にあった。そ
れまで1万ha前後で低迷していた小麦は転作の影
響もあって飛躍的に増加し（「道産小麦の蘇
生」）、畑作4品の輪作体系が成立、定着してい
く。
しかし高度機械化萌芽期の国際化農政期、高度
機械化定着期の新基本法農政期には、とくに大規
模層では輪作の要であるてん菜が縮小するととも
に、省力作目である小麦の拡大、基幹作目化が進
み、かってのてん菜、馬鈴しょ、小麦、豆類の畑
作4品のバランスのとれた輪作体系が崩れつつあ
ることが指摘されている。
第3部では農政画期毎に園芸作の展開を分析し
（第1章～第4章）、最後の第5章で果樹農業の展
開を分析している。北海道で野菜生産が本格化す
るのは転作が強化される1970年代後半からで、以
前から移出野菜としての地位を獲得してきていた
「いも・たま」、にんじんが先行し、それに続く
形で転作野菜に主導されながら野菜作が伸びて
いった。それをリードしたのが洞爺村農協や富良
野農協等の取り組みであった。
1980年代後半からは園芸作は畑作・酪農地帯に
も広がり、畑作型野菜の伸張で道産野菜は多品目
化しつつ生産が拡大し、「土地利用型」野菜から
「園芸作型」野菜の移出産地へと発展した。2010
年には耕種部門における野菜の割合は42％を占
め、畑作を抜いて耕種部門のトップになった。こ
うした北海道における野菜園芸作部門の発展、複
合化・集約化の動きを「集約北進」としてとら
え、それが北海道農業の救世主となっていると極
めて高い評価が与えられている。さらにこうした
園芸作産地づくりには農協の役割ー指導力と販売
力ーが決定的な意味をもったことも指摘してい

る。

４　畜産編は酪農、馬産の他に「旧発達史」に
はなかった肉用牛、養豚も新たに加わり、4部構
成となっている。戦後北海道農業における畜産の
比重の増大がそこにあらわれている。第4部 酪農
は農政画期毎に章立てされ（第2～5章）、第1章
が導入部、最後の第6章は結びの章となってい
る。第4部の著者は、「旧発達史」の松野の指摘
をひきつつ「歴史的考察は明日を語ることである
べき。明日を語るためには経済学の枠組みをこえ
た広範な考察が要求される」ととりまとめにあ
たっての思いを述べている。そうした思いもあっ
てか農業関係の論文、資料だけでなく文学や歴史
関係の文献からの引用も豊富で本書の中でも異色
なスタイルとなっている。
酪農の普及発展にとっては乳牛の導入・拡大と
その飼料基盤の整備が必須の課題となる。戦後初
期の牧野開放、有畜農家創設事業、さらに酪振法
に基づく「集約酪農地域」の指定や飼料生産基盤
の整備、公共育成牧場の造成、国営・道営・団体
営の草地開発事業等がその役割を担った。こうし
た過程を経て基本法農政期に道東、道北を中心に
酪農専業経営の形成が進み、加工原料乳の生産が
本格化する。
なお加工原料乳に対しては不足払制度が1966年
から実施されてきた。それは指定乳製品の輸入差
益を原資とするという矛盾をかかえながらも北海
道の酪農にとって重要な役割を果たしてきた。本
書ではその点についても詳しい計量的な分析を加
えている。
北海道の酪農の経営規模は基本法農政期後半か
ら総合農政期にかけて急速に拡大した。1960年に
は2頭前後だった1戸当たり成牛飼養頭数は70年9
頭、80年26頭、90年38頭、2000年56頭というよう
にすさまじいテンポで増加した。1975年頃までは
草地面積も乳牛頭数とほぼ同じペースで増加した

が、1980年代に入ると草地・飼料作面積の増加率
は鈍化し、府県ほどではないが北海道でも輸入濃
厚飼料に依存した規模拡大となった。
頭数拡大とともに酪農経営の機械化も急速に進
んだ。酪農における機械化は飼料作の機械化だけ
でなく飼養管理作業や搾乳作業、糞尿処理作業の
機械化等多方面にわたった。それだけに規模拡大
のための酪農家の負担は大きかった。
こうした急激な規模拡大では、それに対応でき
ない多数の酪農家の離農、酪農廃止が生じた。
残った酪農家も多額の負債等多くの問題を抱えこ
むことが多く、また急激な規模拡大、機械化は
様々な技術的・経営的リスクをともなうことも少
なくなかった。本書では多くの論文、資料も引用
しながらそうした実態を詳しく分析している。
　第5部では肉用牛を取り上げている。北海道
は和牛については後発だったが、肉用牛生産とし
ては屈指の大生産地帯に躍進してきた。そのこと
は、1965年には1％に満たなかった肉用牛飼養頭
数のシェアが75年7％、90年12％、2010年18％と
全国の5分の1近くを占めるまでに拡大してきたこ
とに端的にあらわれている。
肉用牛生産は大きくは黒毛和種等の肉専用種と
乳用種肉用牛とに分かれるが、北海道では、乳用
種肉用牛が主力となっている。乳用種肉用牛は、
いわば酪農との連結生産物であり、酪農との結び
つきの中で発展してきたのである。地域的には道
南・道央の専用種肉用牛地帯と道北・道東の乳用
種と専用種との混在地帯に分けられるが、専用種
地帯は伸び悩み傾向にあったのに対し、乳用種と
専用種混在地帯の十勝・釧路の躍進が顕著であっ
た。この間の肉用牛生産の発展を担ったのは主に
後者の地域である。北海道の農業粗生産額に占め
る肉用牛生産のシェアでも1975年の1.9％から
2005年には6.1％にまで増加した。肉用牛生産が
北海道農業の重要部門となってきたのである。
この間にはまた牛肉輸入の完全自由化、口蹄疫

の発生（2000年）やBSE感染牛の発生（2001年）
等肉用牛生産の存立を脅かすような問題も発生
し、肉用牛生産における安全・安心の訴求もあら
ためて重要な課題になっている。
第6部で取り上げられている北海道の養豚は、
基本法農政期の小規模零細な副業養豚から複合経
営の一部門として定着していく「複合養豚期（経
営定着期）」を経て1970年代以降は「基幹作目
期」となっていくとされ、この1970年代以降の養
豚について独自の画期区分を行っている。「基幹
作目期（前期）」（1970～80年）、「基幹作目期
（後期１）」（1980～2000年）、「基幹作目期
（後期2）（2000～2010年）」である。
「基幹作目期（前期）」ではそれまでの個別経
営が点として内的発展する段階から基幹作目とし
て地域における面的な展開を志向するステージに
移行し、養豚指導地区では地域の農協のもとに養
豚農家が組織化され「系統養豚団地」として展開
する。これに対し、「基幹作目期（後期１）」で
は基幹作目としての成熟度が増すが、他方で国際
競争にさらされる中で規模拡大、企業化が進み、
それに対応できない経営は養豚からの撤退を余儀
なくされ、「農家養豚」は大幅に後退した。「基
幹作目期（後期2）」では単なる大規模化、企業
化では切り抜けられなくなり、経営のコンセプト
を消費者重視、環境問題重視、疾病対応、アニマ
ルウェルフェア重視等におき、農場個性を打ち出
していくことが求められるようになったとし、そ
れを「農場ブランド形成期」と表現している。
最後の第7部では、現在軽種馬で全国の96％、
農用馬で87％と圧倒的シェアを占めるに至った
「馬産王国」北海道の戦後史を検証している。戦
後の馬産を大きく変えたのは競馬の躍進である。
その競馬の成長を支えたのが北海道、とくに日高
地方の馬産であった。第一次競馬ブーム（1965～
73年）で馬が軽種馬に特化し北海道・日高地方に
集中することになった。仔分け制度のもとで一般

農家も軽種馬生産を担うようになり、軽種馬専門
農協も組織され、それを支えた。家族経営が専業
的に自己馬主体で生産することは世界にも例がな
いことで、日高地方では軽種馬が農業粗生産額の
60～70％を占め、軽種馬生産主体の産業・農業構
造、土地利用構造になった。
バブル期には第2次競馬ブームが訪れ、馬産地
は加熱するがバブル経済の崩壊とともに中央競馬
と地方競馬との二極化が進み、地方競馬は深刻な
不況に陥る。21世紀に入って中央競馬も長期低迷
となり、地方競馬は経営危機に陥るところが多発
する。生産も社台グループ等の大企業牧場と家族
牧場の二極化が進み、家族経営は危機に陥る。

５　本書の特徴は最初にも述べたように北海道
農業の今後の方向性＝ベクトルを半世紀の歴史の
中から探り出したい、さらにその半世紀の歩みを
一つのサクセスストーリーとして描くことが出来
ないか、という問題意識のもとでまとめられたと
ころにある。
確かにそのような視点からの分析によって、本
書は北海道農業の歴史を鮮やかに描き出すことに
成功したということができるであろう。例えば第
1部で分析されているようなかって「猫またぎ」
と悪口をたたかれた北海道米が農業者や農業団
体、農業技術者、行政の血のにじむような取り組
みによって全国のトップブランドにまで躍進した
歴史はまさにサクセスストーリーとして評価しう
るものであろう。第1部や第3部で分析されている
「集約北進」の中で野菜園芸作が北海道農業の救
世主となったのもそうであった。
このようにサクセスストーリーとして興味深い
分析がなされているが、だからこそというべき
か、その裏面ともいういうべき様々な問題、矛盾
の解明もまた軽視されてはならない点であろう。
この間の北海道農業の変化はすさまじく、とくに
急激な規模拡大の過程で生じた矛盾、問題は府県

農業の比ではなかった。本書でも、例えば酪農で
は長期にわたって「ゴールなき拡大」が続き、多
くの酪農家が資金借入による規模拡大へと駆り立
てられてきたこと、他方でそれに疑問を抱きいわ
ゆる「マイペース酪農」を模索する酪農家も生ま
れたこと等が指摘され、畑作についても地力循環
が可能な家族労働力を主体とした30～50ha規模を
適正規模として、無制限の規模拡大を見直してい
く必要が提起されている。北海道農業の今後の方
向性＝ベクトルについて、各部門、作目の担当者
はそれぞれの部門、作目毎に今後の方向性＝ベク
トルを提示している。そこで提示されている方向
性＝ベクトルにはいろいろ示唆的な面も含まれて
いる。例えば、園芸作の導入によって初めて北海
道農業のスケールメリットが活かされるように
なったこと、園芸産地づくりで農協の役割が決定
的な意味をもつようになったこと等を指摘し、そ
うした園芸作の変革作用の継承を今後の方向性と
して提示している。いわばサクセスストーリーの
中からのベクトルの提示である。また酪農に関し
ても成り行きまかせの方向ではなく、選び取る方
向、これまでの対米従属、輸入依存で非循環的酪
農の助長を阻止する方向に舵を切るべき、とかな
り思い切った方向提示を行っている。
しかし個々の作目毎のベクトルを足し上げても
全体のベクトルにはならない。この点で、畑作に
ついて小麦、てん菜、豆作、馬鈴しょ4品目のベ
クトルとは別に畑作全体をにらんだ経営のあるべ
き方向が提示されているのは興味深い。
このことは北海道農業全体について考えると
き、本書で各作目・部門毎に提示されているベク
トルとはまた別に北海道農業全体のベクトル、あ
るいはそれぞれの地域農業の展開方向、ベクトル
の検討が必要なことを示しているのではないか。
その点で北海道農業の総論的な検討とそれを踏ま
えたベクトルの提示という課題が果たせていない
のが惜しまれるところである。

　以上のこととも関わるが、本書では部門・作
目毎の歴史としては深い分析がなされているが、
北海道農業全体の構造、農業経営や地域農業とし
ての分析が手薄になっているのではないか（それ
は本書の直接の課題ではないのかもしれない
が）。近年地域農業における担い手の弱体化の問
題は北海道でも軽視できない問題になってきてお
り、そのこととも重なって集落、地域社会のあり
方、地域農業と地域社会の持続可能性が問われる
状況になってきている。とくに21世紀に入って、
北海道でも、北海道でこそというべきか、まさに
そこが大きな問題になってきている。本書ではし
かし、それが大きな問題になっている新基本法農
政期に関してはこうした点について充分深められ
ていないように思われる。今後進むべき方向性＝
ベクトルを北海道農業として、あるいは地域農業
として考えていく上ではこうしたことの分析が重
要になっているのではなかろうか。

[付記] 本書の書評を早い時期に依頼されながら
評者の怠慢で大幅に遅れてしまったことを深くお
詫びしたい。

高崎経済大学地域科学研究所 編
『自由貿易下における農業・農村の再生
　　‒小さき人々による挑戦‒』

（日本経済評論社、2016年）

岩手県立大学名誉教授

土井　時久

高崎経済大学地域科学研究所による編集であ
る。本書の課題は、農産物貿易自由化の趨勢のも
とで零細、高齢化した「小さき」農業経営をいか
にして支えるか、その対応策をさぐることにあ
る。全体を4部構成とし、序章、終章を付してい
る。

第Ⅰ部　「自由貿易」と「規制改革」
第1章は、「自由貿易」と「規制改革」（鈴木
宣弘）である。自由貿易の趨勢と国内規制の改革
が密接に関わっていること、規制改革が農業経営
を不利にさせていることを実証的に示している。
「強力なグローバリズムによる一部の露骨な利益
追求に対抗して、「小さき人々」がいかに豊かな
生活を守っていくか」が本書の課題であるとして
いる。
実証例はアメリカの穀物流通と保護政策、タイ
の鶏肉、米市場やイギリスの生乳流通などであ
る。生産を刺激する補助金を廃止して公正な貿易
を実現しようとする国際交渉にも関わらず、アメ
リカ穀物生産は巧妙な制度で保護されていること
を示している。
国際市場での鶏肉、米の価格上昇にも関わら
ず、タイの農家庭先価格は市場の寡占状態のため
に抑えられている。生産資材の売手寡占もあって
途上国の農家の所得増加は困難である。これらの
事実を市場支配率係数、価格伝達性によって計量
的に示している。途上国のみならず、イギリスの
生乳流通でも規制緩和が酪農家の生乳価格低下が

みれる。イギリス生乳市場問題に精通する著者
は、1973年のMMB解体以後の変化を丁寧に示し
ている。立論を通して、規制を緩和した市場原理
の徹底が経済成長をもたらすとする主流派経済学
への批判をも含んでいる(3.2~3.8)。
第2章は、「TPP大筋合意と農業分野における

譲歩の特徴̶日豪EPAとの比較を中心に̶」(東
山寛)である。TPPにおける農業分野の譲歩の特
徴を明らかにするべく、品目を牛肉にしぼって日
豪EPAとTPPの比較を行っている。その結果、
(1)日豪EPAとTPPでとっている手法に共通点が
あること、(2)このような譲歩をすれば、これが次
のFTAの始点となること、(3)TPPを批准すれ
ば、国境措置が十分に機能しなくなることについ
て述べている。関税引き下げで関税収入は減少
し、国内農業保護のためには従来の消費者負担に
かわって納税者負担つまり財政支出に大幅に依存
する政策とならざるをえず、その可能性を危惧し
ている。

第Ⅱ部　農業構造(農地)政策と集落営農の展開
第II部が本書の中核をなしており、全6章で構
成している。はじめの 2章を農業構造政策の包括
的な議論にあて、他の4章は東北、北関東、中
国、九州地方の実証研究である。
第1章は、「農地政策の変遷と農村社会」（高
木賢）で、手際よく昭和27年の農地法制定以後の
変遷を整理している。農地改革以後70年に及ぶ日
本経済と農業の変化からみて農地法の果たす役割
も変化してきたのは当然である。農地の農政上の
意味を理解するためには、5.の農地法を適用除外
とする制度から9.の農業委員会の組織改革や農地
法改正にかけての叙述に教えられるところが大き
い。
第2章は「農地市場と農地集積のデザイン」(中

嶋晋作)で、完全競争的農地市場を前提に数理モ
デルを提示する。しかし、複雑な農地需給をこの

モデルを前提に分析するのは難しい。このことに
ついては、「2.2現実の『農地市場』」で述べて
いる。サイクル方式による農地交換のアイデアが
魅力的であるが、長塚節 『土』 的岩盤の根強さ
が簡潔なモデル化のまえに立ちはだかっている。
評者はGoogle Mapの写真を参照して中山間地
域の河川、農地、丘陵の特徴や近隣のDID(人口
集地区)の配置を確かめながら4つの実証的論述を
興味深く読んだ。
第3章「集落営農の展開‒東北‒」(柳村俊介)では
宮城県角田市A地区をとりあげている。はじめに
角田市の農業の特徴をを東北、北陸と比較しつつ
明らかにしている。農地の出し手、受け手の状況
から中規模層の落層による出し手が増加している
ことを示している。
A地区では、圃場整備事業を契機に農地集積が
進行する。事業は1998~2008年に実施され、336 
名を越える地権者のなかから11名の担い手で集団
転作組合を組織する。担い手の平均経営耕地面積
は1997年の7.8ヘクタールから2006年には17.8ヘク
タールに拡大する。この間の組織の変化は図3-3
で巧みに示されている。
結論部分で提示する「二階建て方式」の地域農
業システムと「転作組合」型集落営農の論述が興
味深い。集落営農組織の形成は三層からなるとす
る。根底に横たわるのは農家・農地・水などの土
台であって、その上に1階たる農地・労働力・農
機具・作業委託の利用調整組織、さらにその上の
農作業実働組織が2階をなしているとする。この
地区の農地利用調整を実現した要因は、圃場整備
事業・米生産調整政策・経営所得安定対策といっ
た経済的誘導であると結んでいる。
第4章「北関東における集落営農の展開」(安藤
光義)では、品目横断的経営安定対策を機に集落
営農組合が急速に組織される経緯について章の前
段で論述している。北関東では麦作に力点をおく
個別性の強い集落営農に特徴があるとし、続いて

群馬県 JA佐波伊勢崎、埼玉県 JAくまがやの集落
営農組織の特徴を論述する。各事例に関する資料
1~3が付されて概要を理解しやすい。
ここでは機械利用組合→政策対応営農組合→法
人化の経過をたどる傾向が認められる。第3章と
同様に品目横断的経営安定対策を契機とする営農
集団の組織化の傾向がある。とりわけ、JAくま
がやにおける中条農産サービスの法人化への推移
が特徴的である。結論として、様々な集落営農の
進行にもかかわらず、「リーダーたちの高齢化も
進んでいるので、後継者層の確保が課題」として
いる。
第5章「集落営農組織の経営多角化と直接支払
い‒広島県世羅町(農)さわやか田打を事例として
‒」(西川邦夫)は、課題を「農産加工への取り組み
を中心とした集落営農組織の経営多角化に対し
て、直接支払交付金が果たす役割を明らかにする
こと」としている。
「表5-6経営収支と直接支払い交付金受給の推
移」が、さわやか田打(とうち)の2003~2014年収
支状況をまとめている。この期間に農事組合法人
さわやか田打は、直接支払交付金によって常勤雇
用給与支出と積立金による投資を可能にしてい
る。農産加工品の販売額に対する労務費などの比
率は高いが、販売額は2014年度では水稲に次ぐ。
農産加工が重要な意味をもつのだが、その内容に
関する説明を欠いている。ネットで検索すると、
最近は玄米コシヒカリ、杵つきあん餅などであ
る。「使途が自由な直接支払交付金」が農産加工
を可能にしたといえる。
第6章は「中山間地域における集落営農の運営
管理‒協業経営型農事組合法人に焦点をあてて‒」
(宮田剛志)である。この事例では、保守主義、平
等主義、全会一致主義を貫く「ムラの論理」と利
潤追求重視の「経営の論理」を指標として分析し
ている。
豊後高田市で最も早く組織(1999年) された集落

営農組織が、現農事組合法人ふき村である。1998
年の圃場整備事業を契機としている。米、小麦、
そば、大豆を主作物とし土地利用率193%(2010年
度)の米麦、そば中心の土地利用が特色である。
あわせて直売所「蓮華」、合鴨飼育もふき村に一
元化している。
分析結果から、「ムラの論理」が収益配分の面
で地域の標準小作料を上回る土地配当、作業部会
への全戸参加などに見られるとし、「経営の論
理」は収益配分の引き下げ、出役重視へ移行する
ことや専従者としての外部雇用をあげている。第
Ⅱ部第3章の二階建方式の土台部分に通ずる日本
農業の基盤を見る思いがする。利潤最大化原理の
企業理論では分析困難な問題である。

第Ⅲ部　農村政策とその成果
1999年の農業・農業・農村基本法制定にとも
なって、それまでの基本法農政は、食料・農村分
野に対象をひろげることとなった。農業・農村の
多面的機能の保全に関する政策がとられることに
なる。第Ⅲ部は、この問題を含む広範な課題を取
り上げている。
第1章は「農村政策の展開過程‒政策文書から軌
跡を辿る‒」(安藤光義)である。農水省の文書に
よって農村政策がどのように変化してきたかにつ
いて整理している。白状するが評者はこのような
仕事が最も苦手である。白書は官公庁内部の担当
者が苦労して、省の実施した政策とその評価を文
書化するのだが、読み手はその背後にある真意を
も透視して読まねばならない。ここでは、特に中
山間地域等直接支払制度の創設(2000年)に関する
論述に教えられることが大であった。引用は割愛
するが、200頁に及ぶ論述である。この部分を第
Ⅱ部第3~6章の叙述と照応させると理解が深ま
る。
第2章は「農地・水・環境保全向上対策の実施
規定要因と地域農業への影響評価」(中嶋晋作・

村上智明)である。農地・水・環境保全向上対策
を実施する要因を計量経済的に究明することを目
的にしている。1,878集落のデータによる農家数
とその変化率、経営耕地面積とその変化率、圃場
整備割合などを規定要因とするOLS、SLM(空間
ラグモデル)、GWR(地理的加重回帰分析)の計測
によって結論をえている。山形県は廃藩置県をへ
て今なお県内の地域ごとの独自性が顕著である。
農協の経済連組織は長期にわたって日本海に面す
る庄内経済連と内陸の山形経済連にわかれて他県
に見られぬ特徴であった。大胆な仮定なしに計量
分析はできないのだが、山形県は地域相互の関係
が距離だけでは律しきれない複雑な県である。計
測技法の細部は評者の理解を越える。しかし、魅
力的な計測手法で評者も試みたい誘惑にかられ
る。図2-2~2-4では推定結果を4段階で図示してい
るが、値の大小に応じて濃淡を付すべきでろう。
これでは読者の頭脳は混乱する。
第3章「農産物直売所における品質管理の実態
とその意義」(菊島良介)では、直売所の品質管理
に関する出荷農家と直売所の合意形成過程などに
焦点をあてている。調査対象直売所は、千葉県
F、静岡県I、山形県Dである。これらにヒアリン
グとアンケートを行っている。第3セクターによ
る運営の千葉Fでは、設立当初に品質の悪い農家
に作物転換を促したり、価格調整を行っていた。
さらに、品質向上のために関係機関に栽培指導を
依頼していた。農家によって運営される山形Dで
は、品質低下は殆どみられず、品質の悪い場合は
店長が文書で出荷者に通知していた。企業の運営
する観光総合施設の一部をなす静岡Iでは、運営
する企業が出荷農家を選定し、品質管理をおこ
なってきた。
第4章は「農業人口の高齢化と労働力確保方

策̶定年帰農の動きに着目して̶」(津田守)であ
る。第1の課題は、我が国の農業就業者の高齢化
の特徴と要因を明らかにすること、第2は、定年

帰農に関する考察である。第1の課題に関して3つ
の要因をあげている。(1)は、若年層の急減であ
る。表4-1に示されるように、15歳未満の人口は
2000年に139万人であったが、その後、2005 年に
は90万人、2010年には61.5万人に減少している。
評者は農家世帯での若年層人口減少が日本全体よ
り急速であることに気がつかなかった。(2)は、世
代交代の遅れによる農業経営者の高齢化。(3)は、
定年帰農の問題であり、これが第2の課題として
とりあげられる。
定年帰農は農家出身者が定年後に就農するほ
か、非農家出身の定年後就農を含む。帰農により
農家戸数の激減が幾分食い止められるものの、基
本的には新規学卒者の就農が極めて少ないことが
農家の高齢化につながっている。大企業優先の経
済政策で、野山荒れ鳥の啼かぬ沈黙の農山村から
若年層が離れるのを黙視するわけにはいかない。

第Ⅳ部　「自由貿易」と地域経済
ピケティは所得の不平等の進行を説き、最上位
所得層を排して労働所得層に置き換えることが不
平等の縮小につながり、経済成長を可能にすると
主張する。「小さきもの」が追い詰められる現実
に如何にして展望を描くべきか。第Ⅳ部の背景に
は、この問題が横たわっている。
第1章「グローバル化に対する中小企業の事業
展開と地域の対応」（清水さゆり・里見泰啓）で
は事業を3種にわけている。3事例の論述は、この
分野に不案内な評者には有益である。すべてをこ
こに紹介できないがS社の事例で、スクリーン印
刷技術を基礎に自動改札機の面発光モジュールや
水溶性紙灯籠の開発等々、実に多彩な対応をして
いることに惹きつけられる。この章の読後、グ
ローバル化に対する中小企業の対応が我が国農業
に与える示唆について考え込んだ。腕を組んで天
井を眺めるだけだった。
第2章は「アーミッシュ社会における農業の恵

みと重み」(大河原真美)である。この章ではアー
ミッシュの農業にかぎらず、アメリカのアーミッ
シュ全体に言及している。本書全体で日本農業の
伝統的側面への配慮を感ずるが、アーミッシュも
また標準的な経済学の利潤大化原理では説明でき
ない農業にふれて興味深い。ただ、本書全体の構
成からみるとすわり心地は良くない。別の機会に
日本のヤマギシ会をも視野に入れた論述を期待す
る。
第3章「産業政策の視点による地方農業の振興

方策」(河藤佳彦)は、近年の産業政策の特色とし
て、(1)政府主導による特定産業の発展誘導にかわ
る市場経済を前提とする自律的産業発展政策、(2)
重化学工業から知識集約型産業への政策のシフ
ト。(3)地方の重視をあげて、さらに2006年以後の
産業政策を3期にわけて手際よく整理している。
続けて地方農業の課題と振興方策について論じ
ている。農業生産所得の多い北海道、茨城、千葉
などを地方部、第2,3次産業を主とする東京都な
どを都市部として比較のうえで地方部の労働生産
性、給与額の低さを指摘。この地域格差是正の政
策手段として、農業経営規模の拡大と農業の6次
産業化をあげている。
第4章は「日本における農村社会の変容と公共

事業」(天羽正継)である。課題は、公共工事に依
存する農村社会の形成過程を明らかにすることで
ある。立論の大筋は正確で説得的である。しか
し、部分的にには首肯しがたい点がある。図4-2
「農林水産・鉱業の平均給与の全産業に対する比
率の推移」は国税庁の原資料によれば「1年間の
支給総額」であって農業では少数の雇用労働を意
味するであろう。炭鉱労働者も含んでいる。ここ
は第一次産業従事者一人あたり純生産とそれ以外
の産業従事者の純生産を比較すべきであろう。表
4-1,4-2によって第一次産業従事者の一人当たり純
生産の第二、第三次合計のそれに対する比率をと
ると1950年の0.37から2000年の0.32まで、ほぼこ

の程度の値で推移する。ルイス・モデルによる２
セクター間の労働力移動を空間均衡論的に実証す
るほうが説得的にみえる。
多くのデータを駆使して、「農村部の割合が高
く、1人当たり県民所得の水準が低い地方ほど、
公共事業に大きく依存する経済構造」になってい
る、と結論づけている。
全体を通して、グローバリズムの趨勢のもとで
農業従事者の老齢化と停滞する農業経営の規模拡
大を集落営農で対抗せんとする農村の実態を示し
た好著となっている。編集担当者と執筆者の労を
多としたい。



北海道農業ベクトル研究会 編
『新北海道農業発達史』

（北海道地域農業研究所、2013年）

明治大学名誉教授

田畑　保

１　明治の開拓期から高度経済成長初期までの
北海道農業の約1世紀を雄大なスケールで描き出
した『北海道農業発達史』（以下「旧発達史」）
が刊行されて半世紀が経過した。このほどその続
編ともいうべき『新北海道農業発達史』が新たに
刊行された。「旧発達史」の刊行後北海道農業は
大きく変化してきた。その変動のさなかの北海道
農業については、これまで『戦後北海道農政史』
（農政史研究会編、1976年）、『経済構造調整下
の北海道農業』（牛山敬二・七戸長生編著、1991
年）、『北海道農業の地帯構成と構造変動』（岩
崎徹・牛山敬二編著、2006年）等浩瀚な共同研究
がまとめられてきている。
そうした流れを引き継ぎながら、「もう一度日
本の中での北海道の位置付けを考え、北海道農業
を北海道農業たらしめている諸要素とは何か、北
海道農業の独自性と何だったのかを明らかにする
ことは『これからの50年』を考えるためにも大
切」という問題意識のもとで現役を退いたベテラ
ン研究者たちを中心にして研究会が立ち上げられ
た。「北海道農業ベクトル研究会」である。本書
はこの研究会の3年余にわたる共同研究の積み重
ねを経てまとめられたものである。歴史の推進主
体として行政と農業技術者、農業者と農業団体と
いう４つの主体を設定し、その50年の歴史の中か
ら将来につながる方向性、未来へのベクトルを探

り出したい、さらに北海道農業の展開を一つのサ
クセス・ストーリーとして描くことが出来ない
か、という問題意識が共同研究のベースにおかれ
ている。
本書の構成は耕種編（稲作、畑作、園芸作）、
畜産編（酪農、肉用牛、養豚、馬産）というよう
に作目・部門毎の構成となっており、「旧発達
史」にあった農法を中心とした総論的な章や農業
生産力基盤に関する章は設けられてはいない。画
期区分は、農基法農政、総合農政、国際化農政、
新基本法農政という農政の展開に即した区分と
なっている。北海道農業が国の農政展開の影響を
強く受けて進んできたという考えからである。

２　第1部では稲作が取り上げられているが、
この間の稲作の展開が国の農政に強い影響を受け
てきたこともあり、前述した農政展開の4つの画
期に即して章立てが行われ、国の農政展開と、そ
れに対する地方自治体としての道の行政と農業技
術者、農業者と農業団体の対応・対抗についても
詳しく分析され、本書の総論的な役割も果たして
いる。
序章では、明治期から基本法農政期前までの北
海道稲作の苦難の歩みを素描している。その上で
第1章では農基法農政下の稲作が分析されてい
る。1960年代に入って政府はそれまでの丸抱え的
な保護政策を転換し、「所得均衡」「農業構造改
善」「選択的拡大」等をキーワードとする基本法
農政を展開する。府県では高度経済成長のもとで
進んだ農外労働市場の拡大が兼業農家、とくにⅡ
兼農家の増加をもたらし農政が期待したような自
立経営の増加には向かわなかったのに対し、北海
道では挙家離農の多発と残った農家の規模拡大が
進行し、「農基法農政の優等生」と評されること
になる。その要因として本書ではこれまでよく指
摘されてきた戦後開拓や農村労働市場の未発達等
の辺境＝フロンティアとしての北海道の地域的歴

史的要因だけでなく、戦後12年間続いた「革新道
政」を全道労協とともに支えた北海道農民同盟の
分裂･後退等も一因となった「中央直結」の保守
道政への転換等の政治的要因にも論及しているの
が注目される。
1960年代の北海道は造田ブームの時代で、稲作
限界地帯にまでそれが広がる中での米生産量の飛
躍的増大は、後に問題化する米の品質問題ともあ
いまって道産米の危機をもたらすことになる。
第2章では総合農政下の稲作転換が取り上げら

れる。この期に始まる米の減反（生産調整）が北
海道に及ぼした衝撃、影響は大きかった。1970年
代に始まる総合農政は、この生産調整とともに農
地政策の転換、農産物自由化を3本柱とするもの
であった。このアメリカ側からの開放要求に沿っ
た農産物自由化の流れを農政の側がせき止められ
なかったところに生産調整の跛行的進行と農業衰
退の原因があったと指摘している。
他方でこの期は農業産出額はなお増加基調にあ
り、総体としての農業生産力は落ちていなかった
ことも指摘している。地域農業のレベル、農家経
営のレベルでみると、複合化と集約化の進展等の
発展的動きも生まれていたのである。
生産調整の長期化、傾斜配分への転換の中で北
海道は生産調整の最大のターゲットとされ、とく
に「水田利用再編対策」では転作率44％という致
死的ともいうべき高率の転作目標が配分され、北
海道稲作は最大の危機に直面した。そこから再生
を目指す生産者、農協の様々な取り組みが生まれ
る。特筆すべき取り組みとして、それまで消費者
の評価が低かった北海道米を消費者に認知しても
らうことにつながった「特別自主流通米」という
北海道独自の販売戦略の取り組み、稲モノカル
チャーからの転換、転作の定着と複合化に向けた
取り組みがあげられている。後者に関しては、稲
作中核地帯の集団的転作対応の事例として「深川
方式」、道南小規模稲作地帯の複合経営の事例と

して「洞爺方式」が新しい方向を切り開く２つの
イノベーターとして紹介されている。
この時期の稲作は「量から質へ」の転換を迫ら
れた時期で、銘柄米不在の状況から脱却するため
に農業試験場が総力をあげて品種改良に取り組
み、その中から生まれた「ゆきひかり」は決定打
とはならなかったが、次につながる「記念碑」的
な位置を占めた。
機械化の面では前期は機械化体系はまだ跛行的
で未完成だったが、この期は田植機の開発・実用
化が進み、乗用トラクター、動力田植機、自脱型
コンバインの3点セットによる「中型機械化体
系」の北海道バージョンともいうべき機械化体系
が完成する。
第3章では「プラザ合意」にそって国内市場の
一層の開放を求めた前川レポート（1986年）を受
けて「国際化農政」に舵をきってからの時期が分
析される。1986年から開始されたガット・ウル
グァイラウンド（UR)では、農産物貿易だけでな
く国内の農業保護政策までが問題とされた。日本
の農業保護政策の根幹である食管法をはじめとす
るわが国農政の全体系が問われることになったの
である。1993年末に終結したUR農業合意に基づ
きコメが部分開放されるとともに食管法が廃止さ
れ、かわって新食糧法が登場した。
この期、北海道では良食味米の開発・生産とい
う北海道稲作の年来の課題に応えて「きらら
397」が登場し、爆発的なヒット商品となった。
北海道が初めて生んだ「全国的品種」である。こ
の「きらら397」人気は栽培適地をこえて道北や
山間部等への拡大、過剰作付けの問題も生み出し
（「うまい米の山登り」）、それに対し一つの銘
柄に集中しない安定生産、新たな良食味米開発に
向けた取り組みが求められていくことになる。
1993年の大冷害にともなう「平成米騒動」後自
主流通米価格の低落が続く事態に対し北海道の農
協系統は全道の稲作地帯を13のブロックに分け広
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域産地の形成による販売力強化を図った。それは
この時期の系統農協再編問題での北海道独自の対
応とも関連していた。農協系統は第19回全国農協
大会（1991年）で広域合併の徹底と「中抜き二段
階方式」を打ち出したが、北海道はホクレンを存
続させる「道内二段階」という独自の方向を選択
した。単協合併についても一部の地域では広域合
併が進んだが、なお111の総合農協が存続してい
る。「新たな米政策大綱」下での「米需給安定対
策」や「稲作経営安定対策」への農民の参加率も
全国では80％台なのに対し北海道ではほぼ100％
ということに示されているように稲作農家の農協
への結集力は極めて高かった。
なおこの時期の稲作経営の存在形態をみておけ
ば、空知の稲作中核地帯の集落で10ha以上の上層
だけでなく、5～10haの中堅層が地域農業の担い
手として分厚く存在していたことも特筆すべき点
である。
  第4章では新しい基本法と北海道米の躍進が取
り上げられる。農業基本法が廃止され、代わって
新しい基本法（食料・農業・農村基本法）が制定
された。農業基本法が古くなったためではなく、
農業保護を禁じたWTO条約に抵触するためであ
る、というのが著者の強調点である。新しい基本
法の制定にあたっては政策目標としての食料自給
率の設定や直接所得補償政策の導入等を要求した
意見書が北海道から提出された。
こうした国の農政展開に対し、かっては「基本
法農政の優等生」といわれた北海道の農政がドラ
スティックともいえるほどに現実主義に転換し、
独自性を強めていく。競争や選別よりも保護政策
的志向を強く打ち出した「北海道農業・農村振興
条例」（1997）、知事の名で公表された「北海道
スローフード宣言」（2003）、「食」「環境」
「担い手」「地域」というこれまでにない切り口
で10年後の道農政の指針を示した「北海道農業・
農村ビジﾖン21」（2004）等の一連の流れがそう

である。そしてそこに行政、経済界、消費者団体
等がそろって地域の農業発展を支援する「道民合
意」の形成をみている。
米政策への対応においても大型集出荷施設を拠
点とする広域産地体制としての再編整備が進めら
れ、それと連動する形で農協の広域合併も動き出
す。それは「行政対応型合併」ではなく「産地形
成型農協合併」という北海道特有の動きであると
評価している。
21世紀初頭の北海道稲作の新しい動きとして特
筆されるのは、「ゆめぴりか」をはじめとする北
海道米の新しいエースが登場し、うまいコメの勢
揃い状況がうまれてきたことである。2010年の食
味ランキングでも「ななつぼし」と「ゆめぴり
か」は「特A」の評価をうけた。「猫またぎ」と
悪口をたたかれ続けた北海道米が全国のトップブ
ランドに躍り出るようになったのである。それは
官民一体となった道民運動の成果でもある。
第5章では「組織力で前進する北海道米」とし
て特別自主流通米以降の取り組みの経過について
内部に深く立ち入る形で整理するとともに、北海
道水田農業の課題と展望にふれ、水田複合化の課
題と全道共販体制強化の重要性を指摘している。

３　畑作は北海道的な特徴を最も強く示す作目
である。第2部では小麦（第2章）、てん菜（第3
章）、豆作（第4章）、馬鈴しょ（第5章）の4作
目を取り上げ、第1章では総論として畑作の政策
と経営構造について論じている。畑作は地力維持
の面から輪作体系が不可欠であり、北海道畑作の
歴史はその確立に向けての歩みでもあった。1970
年代から20世紀末にかけて成立した小麦、てん
菜、豆、馬鈴しょの畑作4品を基幹作目とする輪
作体系はその一つの到達点であった。
機械化と作付け体系の面から農政画期毎の変化
をみておけば、基本法農政期はトラクター・畜力
併存期で畑作の中心地帯の十勝等では豆作偏重の

作付け体系だったが、総合農政期には豆作が大幅
に減少し、代わって馬鈴しょとともにてん菜が基
幹作目の地位を占めるようになる（「寒地畑輪作
の要ーてん菜」）。大型トラクターをはじめとす
る機械化一貫体系の成立がその背景にあった。そ
れまで1万ha前後で低迷していた小麦は転作の影
響もあって飛躍的に増加し（「道産小麦の蘇
生」）、畑作4品の輪作体系が成立、定着してい
く。
しかし高度機械化萌芽期の国際化農政期、高度
機械化定着期の新基本法農政期には、とくに大規
模層では輪作の要であるてん菜が縮小するととも
に、省力作目である小麦の拡大、基幹作目化が進
み、かってのてん菜、馬鈴しょ、小麦、豆類の畑
作4品のバランスのとれた輪作体系が崩れつつあ
ることが指摘されている。
第3部では農政画期毎に園芸作の展開を分析し
（第1章～第4章）、最後の第5章で果樹農業の展
開を分析している。北海道で野菜生産が本格化す
るのは転作が強化される1970年代後半からで、以
前から移出野菜としての地位を獲得してきていた
「いも・たま」、にんじんが先行し、それに続く
形で転作野菜に主導されながら野菜作が伸びて
いった。それをリードしたのが洞爺村農協や富良
野農協等の取り組みであった。
1980年代後半からは園芸作は畑作・酪農地帯に
も広がり、畑作型野菜の伸張で道産野菜は多品目
化しつつ生産が拡大し、「土地利用型」野菜から
「園芸作型」野菜の移出産地へと発展した。2010
年には耕種部門における野菜の割合は42％を占
め、畑作を抜いて耕種部門のトップになった。こ
うした北海道における野菜園芸作部門の発展、複
合化・集約化の動きを「集約北進」としてとら
え、それが北海道農業の救世主となっていると極
めて高い評価が与えられている。さらにこうした
園芸作産地づくりには農協の役割ー指導力と販売
力ーが決定的な意味をもったことも指摘してい

る。

４　畜産編は酪農、馬産の他に「旧発達史」に
はなかった肉用牛、養豚も新たに加わり、4部構
成となっている。戦後北海道農業における畜産の
比重の増大がそこにあらわれている。第4部 酪農
は農政画期毎に章立てされ（第2～5章）、第1章
が導入部、最後の第6章は結びの章となってい
る。第4部の著者は、「旧発達史」の松野の指摘
をひきつつ「歴史的考察は明日を語ることである
べき。明日を語るためには経済学の枠組みをこえ
た広範な考察が要求される」ととりまとめにあ
たっての思いを述べている。そうした思いもあっ
てか農業関係の論文、資料だけでなく文学や歴史
関係の文献からの引用も豊富で本書の中でも異色
なスタイルとなっている。
酪農の普及発展にとっては乳牛の導入・拡大と
その飼料基盤の整備が必須の課題となる。戦後初
期の牧野開放、有畜農家創設事業、さらに酪振法
に基づく「集約酪農地域」の指定や飼料生産基盤
の整備、公共育成牧場の造成、国営・道営・団体
営の草地開発事業等がその役割を担った。こうし
た過程を経て基本法農政期に道東、道北を中心に
酪農専業経営の形成が進み、加工原料乳の生産が
本格化する。
なお加工原料乳に対しては不足払制度が1966年
から実施されてきた。それは指定乳製品の輸入差
益を原資とするという矛盾をかかえながらも北海
道の酪農にとって重要な役割を果たしてきた。本
書ではその点についても詳しい計量的な分析を加
えている。
北海道の酪農の経営規模は基本法農政期後半か
ら総合農政期にかけて急速に拡大した。1960年に
は2頭前後だった1戸当たり成牛飼養頭数は70年9
頭、80年26頭、90年38頭、2000年56頭というよう
にすさまじいテンポで増加した。1975年頃までは
草地面積も乳牛頭数とほぼ同じペースで増加した

が、1980年代に入ると草地・飼料作面積の増加率
は鈍化し、府県ほどではないが北海道でも輸入濃
厚飼料に依存した規模拡大となった。
頭数拡大とともに酪農経営の機械化も急速に進
んだ。酪農における機械化は飼料作の機械化だけ
でなく飼養管理作業や搾乳作業、糞尿処理作業の
機械化等多方面にわたった。それだけに規模拡大
のための酪農家の負担は大きかった。
こうした急激な規模拡大では、それに対応でき
ない多数の酪農家の離農、酪農廃止が生じた。
残った酪農家も多額の負債等多くの問題を抱えこ
むことが多く、また急激な規模拡大、機械化は
様々な技術的・経営的リスクをともなうことも少
なくなかった。本書では多くの論文、資料も引用
しながらそうした実態を詳しく分析している。
　第5部では肉用牛を取り上げている。北海道
は和牛については後発だったが、肉用牛生産とし
ては屈指の大生産地帯に躍進してきた。そのこと
は、1965年には1％に満たなかった肉用牛飼養頭
数のシェアが75年7％、90年12％、2010年18％と
全国の5分の1近くを占めるまでに拡大してきたこ
とに端的にあらわれている。
肉用牛生産は大きくは黒毛和種等の肉専用種と
乳用種肉用牛とに分かれるが、北海道では、乳用
種肉用牛が主力となっている。乳用種肉用牛は、
いわば酪農との連結生産物であり、酪農との結び
つきの中で発展してきたのである。地域的には道
南・道央の専用種肉用牛地帯と道北・道東の乳用
種と専用種との混在地帯に分けられるが、専用種
地帯は伸び悩み傾向にあったのに対し、乳用種と
専用種混在地帯の十勝・釧路の躍進が顕著であっ
た。この間の肉用牛生産の発展を担ったのは主に
後者の地域である。北海道の農業粗生産額に占め
る肉用牛生産のシェアでも1975年の1.9％から
2005年には6.1％にまで増加した。肉用牛生産が
北海道農業の重要部門となってきたのである。
この間にはまた牛肉輸入の完全自由化、口蹄疫

の発生（2000年）やBSE感染牛の発生（2001年）
等肉用牛生産の存立を脅かすような問題も発生
し、肉用牛生産における安全・安心の訴求もあら
ためて重要な課題になっている。
第6部で取り上げられている北海道の養豚は、

基本法農政期の小規模零細な副業養豚から複合経
営の一部門として定着していく「複合養豚期（経
営定着期）」を経て1970年代以降は「基幹作目
期」となっていくとされ、この1970年代以降の養
豚について独自の画期区分を行っている。「基幹
作目期（前期）」（1970～80年）、「基幹作目期
（後期１）」（1980～2000年）、「基幹作目期
（後期2）（2000～2010年）」である。
「基幹作目期（前期）」ではそれまでの個別経
営が点として内的発展する段階から基幹作目とし
て地域における面的な展開を志向するステージに
移行し、養豚指導地区では地域の農協のもとに養
豚農家が組織化され「系統養豚団地」として展開
する。これに対し、「基幹作目期（後期１）」で
は基幹作目としての成熟度が増すが、他方で国際
競争にさらされる中で規模拡大、企業化が進み、
それに対応できない経営は養豚からの撤退を余儀
なくされ、「農家養豚」は大幅に後退した。「基
幹作目期（後期2）」では単なる大規模化、企業
化では切り抜けられなくなり、経営のコンセプト
を消費者重視、環境問題重視、疾病対応、アニマ
ルウェルフェア重視等におき、農場個性を打ち出
していくことが求められるようになったとし、そ
れを「農場ブランド形成期」と表現している。
最後の第7部では、現在軽種馬で全国の96％、
農用馬で87％と圧倒的シェアを占めるに至った
「馬産王国」北海道の戦後史を検証している。戦
後の馬産を大きく変えたのは競馬の躍進である。
その競馬の成長を支えたのが北海道、とくに日高
地方の馬産であった。第一次競馬ブーム（1965～
73年）で馬が軽種馬に特化し北海道・日高地方に
集中することになった。仔分け制度のもとで一般

農家も軽種馬生産を担うようになり、軽種馬専門
農協も組織され、それを支えた。家族経営が専業
的に自己馬主体で生産することは世界にも例がな
いことで、日高地方では軽種馬が農業粗生産額の
60～70％を占め、軽種馬生産主体の産業・農業構
造、土地利用構造になった。
バブル期には第2次競馬ブームが訪れ、馬産地
は加熱するがバブル経済の崩壊とともに中央競馬
と地方競馬との二極化が進み、地方競馬は深刻な
不況に陥る。21世紀に入って中央競馬も長期低迷
となり、地方競馬は経営危機に陥るところが多発
する。生産も社台グループ等の大企業牧場と家族
牧場の二極化が進み、家族経営は危機に陥る。

５　本書の特徴は最初にも述べたように北海道
農業の今後の方向性＝ベクトルを半世紀の歴史の
中から探り出したい、さらにその半世紀の歩みを
一つのサクセスストーリーとして描くことが出来
ないか、という問題意識のもとでまとめられたと
ころにある。
確かにそのような視点からの分析によって、本
書は北海道農業の歴史を鮮やかに描き出すことに
成功したということができるであろう。例えば第
1部で分析されているようなかって「猫またぎ」
と悪口をたたかれた北海道米が農業者や農業団
体、農業技術者、行政の血のにじむような取り組
みによって全国のトップブランドにまで躍進した
歴史はまさにサクセスストーリーとして評価しう
るものであろう。第1部や第3部で分析されている
「集約北進」の中で野菜園芸作が北海道農業の救
世主となったのもそうであった。
このようにサクセスストーリーとして興味深い
分析がなされているが、だからこそというべき
か、その裏面ともいういうべき様々な問題、矛盾
の解明もまた軽視されてはならない点であろう。
この間の北海道農業の変化はすさまじく、とくに
急激な規模拡大の過程で生じた矛盾、問題は府県

農業の比ではなかった。本書でも、例えば酪農で
は長期にわたって「ゴールなき拡大」が続き、多
くの酪農家が資金借入による規模拡大へと駆り立
てられてきたこと、他方でそれに疑問を抱きいわ
ゆる「マイペース酪農」を模索する酪農家も生ま
れたこと等が指摘され、畑作についても地力循環
が可能な家族労働力を主体とした30～50ha規模を
適正規模として、無制限の規模拡大を見直してい
く必要が提起されている。北海道農業の今後の方
向性＝ベクトルについて、各部門、作目の担当者
はそれぞれの部門、作目毎に今後の方向性＝ベク
トルを提示している。そこで提示されている方向
性＝ベクトルにはいろいろ示唆的な面も含まれて
いる。例えば、園芸作の導入によって初めて北海
道農業のスケールメリットが活かされるように
なったこと、園芸産地づくりで農協の役割が決定
的な意味をもつようになったこと等を指摘し、そ
うした園芸作の変革作用の継承を今後の方向性と
して提示している。いわばサクセスストーリーの
中からのベクトルの提示である。また酪農に関し
ても成り行きまかせの方向ではなく、選び取る方
向、これまでの対米従属、輸入依存で非循環的酪
農の助長を阻止する方向に舵を切るべき、とかな
り思い切った方向提示を行っている。
しかし個々の作目毎のベクトルを足し上げても
全体のベクトルにはならない。この点で、畑作に
ついて小麦、てん菜、豆作、馬鈴しょ4品目のベ
クトルとは別に畑作全体をにらんだ経営のあるべ
き方向が提示されているのは興味深い。
このことは北海道農業全体について考えると
き、本書で各作目・部門毎に提示されているベク
トルとはまた別に北海道農業全体のベクトル、あ
るいはそれぞれの地域農業の展開方向、ベクトル
の検討が必要なことを示しているのではないか。
その点で北海道農業の総論的な検討とそれを踏ま
えたベクトルの提示という課題が果たせていない
のが惜しまれるところである。

　以上のこととも関わるが、本書では部門・作
目毎の歴史としては深い分析がなされているが、
北海道農業全体の構造、農業経営や地域農業とし
ての分析が手薄になっているのではないか（それ
は本書の直接の課題ではないのかもしれない
が）。近年地域農業における担い手の弱体化の問
題は北海道でも軽視できない問題になってきてお
り、そのこととも重なって集落、地域社会のあり
方、地域農業と地域社会の持続可能性が問われる
状況になってきている。とくに21世紀に入って、
北海道でも、北海道でこそというべきか、まさに
そこが大きな問題になってきている。本書ではし
かし、それが大きな問題になっている新基本法農
政期に関してはこうした点について充分深められ
ていないように思われる。今後進むべき方向性＝
ベクトルを北海道農業として、あるいは地域農業
として考えていく上ではこうしたことの分析が重
要になっているのではなかろうか。

[付記] 本書の書評を早い時期に依頼されながら
評者の怠慢で大幅に遅れてしまったことを深くお
詫びしたい。

高崎経済大学地域科学研究所 編
『自由貿易下における農業・農村の再生
　　‒小さき人々による挑戦‒』

（日本経済評論社、2016年）

岩手県立大学名誉教授

土井　時久

高崎経済大学地域科学研究所による編集であ
る。本書の課題は、農産物貿易自由化の趨勢のも
とで零細、高齢化した「小さき」農業経営をいか
にして支えるか、その対応策をさぐることにあ
る。全体を4部構成とし、序章、終章を付してい
る。

第Ⅰ部　「自由貿易」と「規制改革」
第1章は、「自由貿易」と「規制改革」（鈴木
宣弘）である。自由貿易の趨勢と国内規制の改革
が密接に関わっていること、規制改革が農業経営
を不利にさせていることを実証的に示している。
「強力なグローバリズムによる一部の露骨な利益
追求に対抗して、「小さき人々」がいかに豊かな
生活を守っていくか」が本書の課題であるとして
いる。
実証例はアメリカの穀物流通と保護政策、タイ
の鶏肉、米市場やイギリスの生乳流通などであ
る。生産を刺激する補助金を廃止して公正な貿易
を実現しようとする国際交渉にも関わらず、アメ
リカ穀物生産は巧妙な制度で保護されていること
を示している。
国際市場での鶏肉、米の価格上昇にも関わら
ず、タイの農家庭先価格は市場の寡占状態のため
に抑えられている。生産資材の売手寡占もあって
途上国の農家の所得増加は困難である。これらの
事実を市場支配率係数、価格伝達性によって計量
的に示している。途上国のみならず、イギリスの
生乳流通でも規制緩和が酪農家の生乳価格低下が

みれる。イギリス生乳市場問題に精通する著者
は、1973年のMMB解体以後の変化を丁寧に示し
ている。立論を通して、規制を緩和した市場原理
の徹底が経済成長をもたらすとする主流派経済学
への批判をも含んでいる(3.2~3.8)。
第2章は、「TPP大筋合意と農業分野における
譲歩の特徴̶日豪EPAとの比較を中心に̶」(東
山寛)である。TPPにおける農業分野の譲歩の特
徴を明らかにするべく、品目を牛肉にしぼって日
豪EPAとTPPの比較を行っている。その結果、
(1)日豪EPAとTPPでとっている手法に共通点が
あること、(2)このような譲歩をすれば、これが次
のFTAの始点となること、(3)TPPを批准すれ
ば、国境措置が十分に機能しなくなることについ
て述べている。関税引き下げで関税収入は減少
し、国内農業保護のためには従来の消費者負担に
かわって納税者負担つまり財政支出に大幅に依存
する政策とならざるをえず、その可能性を危惧し
ている。

第Ⅱ部　農業構造(農地)政策と集落営農の展開
第II部が本書の中核をなしており、全6章で構
成している。はじめの 2章を農業構造政策の包括
的な議論にあて、他の4章は東北、北関東、中
国、九州地方の実証研究である。
第1章は、「農地政策の変遷と農村社会」（高
木賢）で、手際よく昭和27年の農地法制定以後の
変遷を整理している。農地改革以後70年に及ぶ日
本経済と農業の変化からみて農地法の果たす役割
も変化してきたのは当然である。農地の農政上の
意味を理解するためには、5.の農地法を適用除外
とする制度から9.の農業委員会の組織改革や農地
法改正にかけての叙述に教えられるところが大き
い。
第2章は「農地市場と農地集積のデザイン」(中
嶋晋作)で、完全競争的農地市場を前提に数理モ
デルを提示する。しかし、複雑な農地需給をこの

モデルを前提に分析するのは難しい。このことに
ついては、「2.2現実の『農地市場』」で述べて
いる。サイクル方式による農地交換のアイデアが
魅力的であるが、長塚節 『土』 的岩盤の根強さ
が簡潔なモデル化のまえに立ちはだかっている。
評者はGoogle Mapの写真を参照して中山間地
域の河川、農地、丘陵の特徴や近隣のDID(人口
集地区)の配置を確かめながら4つの実証的論述を
興味深く読んだ。
第3章「集落営農の展開‒東北‒」(柳村俊介)では
宮城県角田市A地区をとりあげている。はじめに
角田市の農業の特徴をを東北、北陸と比較しつつ
明らかにしている。農地の出し手、受け手の状況
から中規模層の落層による出し手が増加している
ことを示している。
A地区では、圃場整備事業を契機に農地集積が
進行する。事業は1998~2008年に実施され、336 
名を越える地権者のなかから11名の担い手で集団
転作組合を組織する。担い手の平均経営耕地面積
は1997年の7.8ヘクタールから2006年には17.8ヘク
タールに拡大する。この間の組織の変化は図3-3
で巧みに示されている。
結論部分で提示する「二階建て方式」の地域農
業システムと「転作組合」型集落営農の論述が興
味深い。集落営農組織の形成は三層からなるとす
る。根底に横たわるのは農家・農地・水などの土
台であって、その上に1階たる農地・労働力・農
機具・作業委託の利用調整組織、さらにその上の
農作業実働組織が2階をなしているとする。この
地区の農地利用調整を実現した要因は、圃場整備
事業・米生産調整政策・経営所得安定対策といっ
た経済的誘導であると結んでいる。
第4章「北関東における集落営農の展開」(安藤
光義)では、品目横断的経営安定対策を機に集落
営農組合が急速に組織される経緯について章の前
段で論述している。北関東では麦作に力点をおく
個別性の強い集落営農に特徴があるとし、続いて

群馬県 JA佐波伊勢崎、埼玉県 JAくまがやの集落
営農組織の特徴を論述する。各事例に関する資料
1~3が付されて概要を理解しやすい。
ここでは機械利用組合→政策対応営農組合→法
人化の経過をたどる傾向が認められる。第3章と
同様に品目横断的経営安定対策を契機とする営農
集団の組織化の傾向がある。とりわけ、JAくま
がやにおける中条農産サービスの法人化への推移
が特徴的である。結論として、様々な集落営農の
進行にもかかわらず、「リーダーたちの高齢化も
進んでいるので、後継者層の確保が課題」として
いる。
第5章「集落営農組織の経営多角化と直接支払
い‒広島県世羅町(農)さわやか田打を事例として
‒」(西川邦夫)は、課題を「農産加工への取り組み
を中心とした集落営農組織の経営多角化に対し
て、直接支払交付金が果たす役割を明らかにする
こと」としている。
「表5-6経営収支と直接支払い交付金受給の推
移」が、さわやか田打(とうち)の2003~2014年収
支状況をまとめている。この期間に農事組合法人
さわやか田打は、直接支払交付金によって常勤雇
用給与支出と積立金による投資を可能にしてい
る。農産加工品の販売額に対する労務費などの比
率は高いが、販売額は2014年度では水稲に次ぐ。
農産加工が重要な意味をもつのだが、その内容に
関する説明を欠いている。ネットで検索すると、
最近は玄米コシヒカリ、杵つきあん餅などであ
る。「使途が自由な直接支払交付金」が農産加工
を可能にしたといえる。
第6章は「中山間地域における集落営農の運営
管理‒協業経営型農事組合法人に焦点をあてて‒」
(宮田剛志)である。この事例では、保守主義、平
等主義、全会一致主義を貫く「ムラの論理」と利
潤追求重視の「経営の論理」を指標として分析し
ている。
豊後高田市で最も早く組織(1999年) された集落

営農組織が、現農事組合法人ふき村である。1998
年の圃場整備事業を契機としている。米、小麦、
そば、大豆を主作物とし土地利用率193%(2010年
度)の米麦、そば中心の土地利用が特色である。
あわせて直売所「蓮華」、合鴨飼育もふき村に一
元化している。
分析結果から、「ムラの論理」が収益配分の面
で地域の標準小作料を上回る土地配当、作業部会
への全戸参加などに見られるとし、「経営の論
理」は収益配分の引き下げ、出役重視へ移行する
ことや専従者としての外部雇用をあげている。第
Ⅱ部第3章の二階建方式の土台部分に通ずる日本
農業の基盤を見る思いがする。利潤最大化原理の
企業理論では分析困難な問題である。

第Ⅲ部　農村政策とその成果
1999年の農業・農業・農村基本法制定にとも
なって、それまでの基本法農政は、食料・農村分
野に対象をひろげることとなった。農業・農村の
多面的機能の保全に関する政策がとられることに
なる。第Ⅲ部は、この問題を含む広範な課題を取
り上げている。
第1章は「農村政策の展開過程‒政策文書から軌
跡を辿る‒」(安藤光義)である。農水省の文書に
よって農村政策がどのように変化してきたかにつ
いて整理している。白状するが評者はこのような
仕事が最も苦手である。白書は官公庁内部の担当
者が苦労して、省の実施した政策とその評価を文
書化するのだが、読み手はその背後にある真意を
も透視して読まねばならない。ここでは、特に中
山間地域等直接支払制度の創設(2000年)に関する
論述に教えられることが大であった。引用は割愛
するが、200頁に及ぶ論述である。この部分を第
Ⅱ部第3~6章の叙述と照応させると理解が深ま
る。
第2章は「農地・水・環境保全向上対策の実施

規定要因と地域農業への影響評価」(中嶋晋作・

村上智明)である。農地・水・環境保全向上対策
を実施する要因を計量経済的に究明することを目
的にしている。1,878集落のデータによる農家数
とその変化率、経営耕地面積とその変化率、圃場
整備割合などを規定要因とするOLS、SLM(空間
ラグモデル)、GWR(地理的加重回帰分析)の計測
によって結論をえている。山形県は廃藩置県をへ
て今なお県内の地域ごとの独自性が顕著である。
農協の経済連組織は長期にわたって日本海に面す
る庄内経済連と内陸の山形経済連にわかれて他県
に見られぬ特徴であった。大胆な仮定なしに計量
分析はできないのだが、山形県は地域相互の関係
が距離だけでは律しきれない複雑な県である。計
測技法の細部は評者の理解を越える。しかし、魅
力的な計測手法で評者も試みたい誘惑にかられ
る。図2-2~2-4では推定結果を4段階で図示してい
るが、値の大小に応じて濃淡を付すべきでろう。
これでは読者の頭脳は混乱する。
第3章「農産物直売所における品質管理の実態
とその意義」(菊島良介)では、直売所の品質管理
に関する出荷農家と直売所の合意形成過程などに
焦点をあてている。調査対象直売所は、千葉県
F、静岡県I、山形県Dである。これらにヒアリン
グとアンケートを行っている。第3セクターによ
る運営の千葉Fでは、設立当初に品質の悪い農家
に作物転換を促したり、価格調整を行っていた。
さらに、品質向上のために関係機関に栽培指導を
依頼していた。農家によって運営される山形Dで
は、品質低下は殆どみられず、品質の悪い場合は
店長が文書で出荷者に通知していた。企業の運営
する観光総合施設の一部をなす静岡Iでは、運営
する企業が出荷農家を選定し、品質管理をおこ
なってきた。
第4章は「農業人口の高齢化と労働力確保方

策̶定年帰農の動きに着目して̶」(津田守)であ
る。第1の課題は、我が国の農業就業者の高齢化
の特徴と要因を明らかにすること、第2は、定年

帰農に関する考察である。第1の課題に関して3つ
の要因をあげている。(1)は、若年層の急減であ
る。表4-1に示されるように、15歳未満の人口は
2000年に139万人であったが、その後、2005 年に
は90万人、2010年には61.5万人に減少している。
評者は農家世帯での若年層人口減少が日本全体よ
り急速であることに気がつかなかった。(2)は、世
代交代の遅れによる農業経営者の高齢化。(3)は、
定年帰農の問題であり、これが第2の課題として
とりあげられる。
定年帰農は農家出身者が定年後に就農するほ
か、非農家出身の定年後就農を含む。帰農により
農家戸数の激減が幾分食い止められるものの、基
本的には新規学卒者の就農が極めて少ないことが
農家の高齢化につながっている。大企業優先の経
済政策で、野山荒れ鳥の啼かぬ沈黙の農山村から
若年層が離れるのを黙視するわけにはいかない。

第Ⅳ部　「自由貿易」と地域経済
ピケティは所得の不平等の進行を説き、最上位
所得層を排して労働所得層に置き換えることが不
平等の縮小につながり、経済成長を可能にすると
主張する。「小さきもの」が追い詰められる現実
に如何にして展望を描くべきか。第Ⅳ部の背景に
は、この問題が横たわっている。
第1章「グローバル化に対する中小企業の事業
展開と地域の対応」（清水さゆり・里見泰啓）で
は事業を3種にわけている。3事例の論述は、この
分野に不案内な評者には有益である。すべてをこ
こに紹介できないがS社の事例で、スクリーン印
刷技術を基礎に自動改札機の面発光モジュールや
水溶性紙灯籠の開発等々、実に多彩な対応をして
いることに惹きつけられる。この章の読後、グ
ローバル化に対する中小企業の対応が我が国農業
に与える示唆について考え込んだ。腕を組んで天
井を眺めるだけだった。
第2章は「アーミッシュ社会における農業の恵

みと重み」(大河原真美)である。この章ではアー
ミッシュの農業にかぎらず、アメリカのアーミッ
シュ全体に言及している。本書全体で日本農業の
伝統的側面への配慮を感ずるが、アーミッシュも
また標準的な経済学の利潤大化原理では説明でき
ない農業にふれて興味深い。ただ、本書全体の構
成からみるとすわり心地は良くない。別の機会に
日本のヤマギシ会をも視野に入れた論述を期待す
る。
第3章「産業政策の視点による地方農業の振興
方策」(河藤佳彦)は、近年の産業政策の特色とし
て、(1)政府主導による特定産業の発展誘導にかわ
る市場経済を前提とする自律的産業発展政策、(2)
重化学工業から知識集約型産業への政策のシフ
ト。(3)地方の重視をあげて、さらに2006年以後の
産業政策を3期にわけて手際よく整理している。
続けて地方農業の課題と振興方策について論じ
ている。農業生産所得の多い北海道、茨城、千葉
などを地方部、第2,3次産業を主とする東京都な
どを都市部として比較のうえで地方部の労働生産
性、給与額の低さを指摘。この地域格差是正の政
策手段として、農業経営規模の拡大と農業の6次
産業化をあげている。
第4章は「日本における農村社会の変容と公共
事業」(天羽正継)である。課題は、公共工事に依
存する農村社会の形成過程を明らかにすることで
ある。立論の大筋は正確で説得的である。しか
し、部分的にには首肯しがたい点がある。図4-2
「農林水産・鉱業の平均給与の全産業に対する比
率の推移」は国税庁の原資料によれば「1年間の
支給総額」であって農業では少数の雇用労働を意
味するであろう。炭鉱労働者も含んでいる。ここ
は第一次産業従事者一人あたり純生産とそれ以外
の産業従事者の純生産を比較すべきであろう。表
4-1,4-2によって第一次産業従事者の一人当たり純
生産の第二、第三次合計のそれに対する比率をと
ると1950年の0.37から2000年の0.32まで、ほぼこ

の程度の値で推移する。ルイス・モデルによる２
セクター間の労働力移動を空間均衡論的に実証す
るほうが説得的にみえる。
多くのデータを駆使して、「農村部の割合が高
く、1人当たり県民所得の水準が低い地方ほど、
公共事業に大きく依存する経済構造」になってい
る、と結論づけている。
全体を通して、グローバリズムの趨勢のもとで
農業従事者の老齢化と停滞する農業経営の規模拡
大を集落営農で対抗せんとする農村の実態を示し
た好著となっている。編集担当者と執筆者の労を
多としたい。



北海道農業ベクトル研究会 編
『新北海道農業発達史』

（北海道地域農業研究所、2013年）

明治大学名誉教授

田畑　保

１　明治の開拓期から高度経済成長初期までの
北海道農業の約1世紀を雄大なスケールで描き出
した『北海道農業発達史』（以下「旧発達史」）
が刊行されて半世紀が経過した。このほどその続
編ともいうべき『新北海道農業発達史』が新たに
刊行された。「旧発達史」の刊行後北海道農業は
大きく変化してきた。その変動のさなかの北海道
農業については、これまで『戦後北海道農政史』
（農政史研究会編、1976年）、『経済構造調整下
の北海道農業』（牛山敬二・七戸長生編著、1991
年）、『北海道農業の地帯構成と構造変動』（岩
崎徹・牛山敬二編著、2006年）等浩瀚な共同研究
がまとめられてきている。
そうした流れを引き継ぎながら、「もう一度日
本の中での北海道の位置付けを考え、北海道農業
を北海道農業たらしめている諸要素とは何か、北
海道農業の独自性と何だったのかを明らかにする
ことは『これからの50年』を考えるためにも大
切」という問題意識のもとで現役を退いたベテラ
ン研究者たちを中心にして研究会が立ち上げられ
た。「北海道農業ベクトル研究会」である。本書
はこの研究会の3年余にわたる共同研究の積み重
ねを経てまとめられたものである。歴史の推進主
体として行政と農業技術者、農業者と農業団体と
いう４つの主体を設定し、その50年の歴史の中か
ら将来につながる方向性、未来へのベクトルを探

り出したい、さらに北海道農業の展開を一つのサ
クセス・ストーリーとして描くことが出来ない
か、という問題意識が共同研究のベースにおかれ
ている。
本書の構成は耕種編（稲作、畑作、園芸作）、
畜産編（酪農、肉用牛、養豚、馬産）というよう
に作目・部門毎の構成となっており、「旧発達
史」にあった農法を中心とした総論的な章や農業
生産力基盤に関する章は設けられてはいない。画
期区分は、農基法農政、総合農政、国際化農政、
新基本法農政という農政の展開に即した区分と
なっている。北海道農業が国の農政展開の影響を
強く受けて進んできたという考えからである。

２　第1部では稲作が取り上げられているが、
この間の稲作の展開が国の農政に強い影響を受け
てきたこともあり、前述した農政展開の4つの画
期に即して章立てが行われ、国の農政展開と、そ
れに対する地方自治体としての道の行政と農業技
術者、農業者と農業団体の対応・対抗についても
詳しく分析され、本書の総論的な役割も果たして
いる。
序章では、明治期から基本法農政期前までの北
海道稲作の苦難の歩みを素描している。その上で
第1章では農基法農政下の稲作が分析されてい
る。1960年代に入って政府はそれまでの丸抱え的
な保護政策を転換し、「所得均衡」「農業構造改
善」「選択的拡大」等をキーワードとする基本法
農政を展開する。府県では高度経済成長のもとで
進んだ農外労働市場の拡大が兼業農家、とくにⅡ
兼農家の増加をもたらし農政が期待したような自
立経営の増加には向かわなかったのに対し、北海
道では挙家離農の多発と残った農家の規模拡大が
進行し、「農基法農政の優等生」と評されること
になる。その要因として本書ではこれまでよく指
摘されてきた戦後開拓や農村労働市場の未発達等
の辺境＝フロンティアとしての北海道の地域的歴

史的要因だけでなく、戦後12年間続いた「革新道
政」を全道労協とともに支えた北海道農民同盟の
分裂･後退等も一因となった「中央直結」の保守
道政への転換等の政治的要因にも論及しているの
が注目される。
1960年代の北海道は造田ブームの時代で、稲作
限界地帯にまでそれが広がる中での米生産量の飛
躍的増大は、後に問題化する米の品質問題ともあ
いまって道産米の危機をもたらすことになる。
第2章では総合農政下の稲作転換が取り上げら
れる。この期に始まる米の減反（生産調整）が北
海道に及ぼした衝撃、影響は大きかった。1970年
代に始まる総合農政は、この生産調整とともに農
地政策の転換、農産物自由化を3本柱とするもの
であった。このアメリカ側からの開放要求に沿っ
た農産物自由化の流れを農政の側がせき止められ
なかったところに生産調整の跛行的進行と農業衰
退の原因があったと指摘している。
他方でこの期は農業産出額はなお増加基調にあ
り、総体としての農業生産力は落ちていなかった
ことも指摘している。地域農業のレベル、農家経
営のレベルでみると、複合化と集約化の進展等の
発展的動きも生まれていたのである。
生産調整の長期化、傾斜配分への転換の中で北
海道は生産調整の最大のターゲットとされ、とく
に「水田利用再編対策」では転作率44％という致
死的ともいうべき高率の転作目標が配分され、北
海道稲作は最大の危機に直面した。そこから再生
を目指す生産者、農協の様々な取り組みが生まれ
る。特筆すべき取り組みとして、それまで消費者
の評価が低かった北海道米を消費者に認知しても
らうことにつながった「特別自主流通米」という
北海道独自の販売戦略の取り組み、稲モノカル
チャーからの転換、転作の定着と複合化に向けた
取り組みがあげられている。後者に関しては、稲
作中核地帯の集団的転作対応の事例として「深川
方式」、道南小規模稲作地帯の複合経営の事例と

して「洞爺方式」が新しい方向を切り開く２つの
イノベーターとして紹介されている。
この時期の稲作は「量から質へ」の転換を迫ら
れた時期で、銘柄米不在の状況から脱却するため
に農業試験場が総力をあげて品種改良に取り組
み、その中から生まれた「ゆきひかり」は決定打
とはならなかったが、次につながる「記念碑」的
な位置を占めた。
機械化の面では前期は機械化体系はまだ跛行的
で未完成だったが、この期は田植機の開発・実用
化が進み、乗用トラクター、動力田植機、自脱型
コンバインの3点セットによる「中型機械化体
系」の北海道バージョンともいうべき機械化体系
が完成する。
第3章では「プラザ合意」にそって国内市場の
一層の開放を求めた前川レポート（1986年）を受
けて「国際化農政」に舵をきってからの時期が分
析される。1986年から開始されたガット・ウル
グァイラウンド（UR)では、農産物貿易だけでな
く国内の農業保護政策までが問題とされた。日本
の農業保護政策の根幹である食管法をはじめとす
るわが国農政の全体系が問われることになったの
である。1993年末に終結したUR農業合意に基づ
きコメが部分開放されるとともに食管法が廃止さ
れ、かわって新食糧法が登場した。
この期、北海道では良食味米の開発・生産とい
う北海道稲作の年来の課題に応えて「きらら
397」が登場し、爆発的なヒット商品となった。
北海道が初めて生んだ「全国的品種」である。こ
の「きらら397」人気は栽培適地をこえて道北や
山間部等への拡大、過剰作付けの問題も生み出し
（「うまい米の山登り」）、それに対し一つの銘
柄に集中しない安定生産、新たな良食味米開発に
向けた取り組みが求められていくことになる。
1993年の大冷害にともなう「平成米騒動」後自
主流通米価格の低落が続く事態に対し北海道の農
協系統は全道の稲作地帯を13のブロックに分け広
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域産地の形成による販売力強化を図った。それは
この時期の系統農協再編問題での北海道独自の対
応とも関連していた。農協系統は第19回全国農協
大会（1991年）で広域合併の徹底と「中抜き二段
階方式」を打ち出したが、北海道はホクレンを存
続させる「道内二段階」という独自の方向を選択
した。単協合併についても一部の地域では広域合
併が進んだが、なお111の総合農協が存続してい
る。「新たな米政策大綱」下での「米需給安定対
策」や「稲作経営安定対策」への農民の参加率も
全国では80％台なのに対し北海道ではほぼ100％
ということに示されているように稲作農家の農協
への結集力は極めて高かった。
なおこの時期の稲作経営の存在形態をみておけ
ば、空知の稲作中核地帯の集落で10ha以上の上層
だけでなく、5～10haの中堅層が地域農業の担い
手として分厚く存在していたことも特筆すべき点
である。
第4章では新しい基本法と北海道米の躍進が取

り上げられる。農業基本法が廃止され、代わって
新しい基本法（食料・農業・農村基本法）が制定
された。農業基本法が古くなったためではなく、
農業保護を禁じたWTO条約に抵触するためであ
る、というのが著者の強調点である。新しい基本
法の制定にあたっては政策目標としての食料自給
率の設定や直接所得補償政策の導入等を要求した
意見書が北海道から提出された。
こうした国の農政展開に対し、かっては「基本
法農政の優等生」といわれた北海道の農政がドラ
スティックともいえるほどに現実主義に転換し、
独自性を強めていく。競争や選別よりも保護政策
的志向を強く打ち出した「北海道農業・農村振興
条例」（1997）、知事の名で公表された「北海道
スローフード宣言」（2003）、「食」「環境」
「担い手」「地域」というこれまでにない切り口
で10年後の道農政の指針を示した「北海道農業・
農村ビジﾖン21」（2004）等の一連の流れがそう

である。そしてそこに行政、経済界、消費者団体
等がそろって地域の農業発展を支援する「道民合
意」の形成をみている。
米政策への対応においても大型集出荷施設を拠
点とする広域産地体制としての再編整備が進めら
れ、それと連動する形で農協の広域合併も動き出
す。それは「行政対応型合併」ではなく「産地形
成型農協合併」という北海道特有の動きであると
評価している。
21世紀初頭の北海道稲作の新しい動きとして特
筆されるのは、「ゆめぴりか」をはじめとする北
海道米の新しいエースが登場し、うまいコメの勢
揃い状況がうまれてきたことである。2010年の食
味ランキングでも「ななつぼし」と「ゆめぴり
か」は「特A」の評価をうけた。「猫またぎ」と
悪口をたたかれ続けた北海道米が全国のトップブ
ランドに躍り出るようになったのである。それは
官民一体となった道民運動の成果でもある。
第5章では「組織力で前進する北海道米」とし
て特別自主流通米以降の取り組みの経過について
内部に深く立ち入る形で整理するとともに、北海
道水田農業の課題と展望にふれ、水田複合化の課
題と全道共販体制強化の重要性を指摘している。

３　畑作は北海道的な特徴を最も強く示す作目
である。第2部では小麦（第2章）、てん菜（第3
章）、豆作（第4章）、馬鈴しょ（第5章）の4作
目を取り上げ、第1章では総論として畑作の政策
と経営構造について論じている。畑作は地力維持
の面から輪作体系が不可欠であり、北海道畑作の
歴史はその確立に向けての歩みでもあった。1970
年代から20世紀末にかけて成立した小麦、てん
菜、豆、馬鈴しょの畑作4品を基幹作目とする輪
作体系はその一つの到達点であった。
機械化と作付け体系の面から農政画期毎の変化
をみておけば、基本法農政期はトラクター・畜力
併存期で畑作の中心地帯の十勝等では豆作偏重の

作付け体系だったが、総合農政期には豆作が大幅
に減少し、代わって馬鈴しょとともにてん菜が基
幹作目の地位を占めるようになる（「寒地畑輪作
の要ーてん菜」）。大型トラクターをはじめとす
る機械化一貫体系の成立がその背景にあった。そ
れまで1万ha前後で低迷していた小麦は転作の影
響もあって飛躍的に増加し（「道産小麦の蘇
生」）、畑作4品の輪作体系が成立、定着してい
く。
しかし高度機械化萌芽期の国際化農政期、高度
機械化定着期の新基本法農政期には、とくに大規
模層では輪作の要であるてん菜が縮小するととも
に、省力作目である小麦の拡大、基幹作目化が進
み、かってのてん菜、馬鈴しょ、小麦、豆類の畑
作4品のバランスのとれた輪作体系が崩れつつあ
ることが指摘されている。
第3部では農政画期毎に園芸作の展開を分析し
（第1章～第4章）、最後の第5章で果樹農業の展
開を分析している。北海道で野菜生産が本格化す
るのは転作が強化される1970年代後半からで、以
前から移出野菜としての地位を獲得してきていた
「いも・たま」、にんじんが先行し、それに続く
形で転作野菜に主導されながら野菜作が伸びて
いった。それをリードしたのが洞爺村農協や富良
野農協等の取り組みであった。
1980年代後半からは園芸作は畑作・酪農地帯に
も広がり、畑作型野菜の伸張で道産野菜は多品目
化しつつ生産が拡大し、「土地利用型」野菜から
「園芸作型」野菜の移出産地へと発展した。2010
年には耕種部門における野菜の割合は42％を占
め、畑作を抜いて耕種部門のトップになった。こ
うした北海道における野菜園芸作部門の発展、複
合化・集約化の動きを「集約北進」としてとら
え、それが北海道農業の救世主となっていると極
めて高い評価が与えられている。さらにこうした
園芸作産地づくりには農協の役割ー指導力と販売
力ーが決定的な意味をもったことも指摘してい

る。

４　畜産編は酪農、馬産の他に「旧発達史」に
はなかった肉用牛、養豚も新たに加わり、4部構
成となっている。戦後北海道農業における畜産の
比重の増大がそこにあらわれている。第4部 酪農
は農政画期毎に章立てされ（第2～5章）、第1章
が導入部、最後の第6章は結びの章となってい
る。第4部の著者は、「旧発達史」の松野の指摘
をひきつつ「歴史的考察は明日を語ることである
べき。明日を語るためには経済学の枠組みをこえ
た広範な考察が要求される」ととりまとめにあ
たっての思いを述べている。そうした思いもあっ
てか農業関係の論文、資料だけでなく文学や歴史
関係の文献からの引用も豊富で本書の中でも異色
なスタイルとなっている。
酪農の普及発展にとっては乳牛の導入・拡大と
その飼料基盤の整備が必須の課題となる。戦後初
期の牧野開放、有畜農家創設事業、さらに酪振法
に基づく「集約酪農地域」の指定や飼料生産基盤
の整備、公共育成牧場の造成、国営・道営・団体
営の草地開発事業等がその役割を担った。こうし
た過程を経て基本法農政期に道東、道北を中心に
酪農専業経営の形成が進み、加工原料乳の生産が
本格化する。
なお加工原料乳に対しては不足払制度が1966年
から実施されてきた。それは指定乳製品の輸入差
益を原資とするという矛盾をかかえながらも北海
道の酪農にとって重要な役割を果たしてきた。本
書ではその点についても詳しい計量的な分析を加
えている。
北海道の酪農の経営規模は基本法農政期後半か
ら総合農政期にかけて急速に拡大した。1960年に
は2頭前後だった1戸当たり成牛飼養頭数は70年9
頭、80年26頭、90年38頭、2000年56頭というよう
にすさまじいテンポで増加した。1975年頃までは
草地面積も乳牛頭数とほぼ同じペースで増加した

が、1980年代に入ると草地・飼料作面積の増加率
は鈍化し、府県ほどではないが北海道でも輸入濃
厚飼料に依存した規模拡大となった。
頭数拡大とともに酪農経営の機械化も急速に進
んだ。酪農における機械化は飼料作の機械化だけ
でなく飼養管理作業や搾乳作業、糞尿処理作業の
機械化等多方面にわたった。それだけに規模拡大
のための酪農家の負担は大きかった。
こうした急激な規模拡大では、それに対応でき
ない多数の酪農家の離農、酪農廃止が生じた。
残った酪農家も多額の負債等多くの問題を抱えこ
むことが多く、また急激な規模拡大、機械化は
様々な技術的・経営的リスクをともなうことも少
なくなかった。本書では多くの論文、資料も引用
しながらそうした実態を詳しく分析している。
　第5部では肉用牛を取り上げている。北海道
は和牛については後発だったが、肉用牛生産とし
ては屈指の大生産地帯に躍進してきた。そのこと
は、1965年には1％に満たなかった肉用牛飼養頭
数のシェアが75年7％、90年12％、2010年18％と
全国の5分の1近くを占めるまでに拡大してきたこ
とに端的にあらわれている。
肉用牛生産は大きくは黒毛和種等の肉専用種と
乳用種肉用牛とに分かれるが、北海道では、乳用
種肉用牛が主力となっている。乳用種肉用牛は、
いわば酪農との連結生産物であり、酪農との結び
つきの中で発展してきたのである。地域的には道
南・道央の専用種肉用牛地帯と道北・道東の乳用
種と専用種との混在地帯に分けられるが、専用種
地帯は伸び悩み傾向にあったのに対し、乳用種と
専用種混在地帯の十勝・釧路の躍進が顕著であっ
た。この間の肉用牛生産の発展を担ったのは主に
後者の地域である。北海道の農業粗生産額に占め
る肉用牛生産のシェアでも1975年の1.9％から
2005年には6.1％にまで増加した。肉用牛生産が
北海道農業の重要部門となってきたのである。
この間にはまた牛肉輸入の完全自由化、口蹄疫

の発生（2000年）やBSE感染牛の発生（2001年）
等肉用牛生産の存立を脅かすような問題も発生
し、肉用牛生産における安全・安心の訴求もあら
ためて重要な課題になっている。
第6部で取り上げられている北海道の養豚は、
基本法農政期の小規模零細な副業養豚から複合経
営の一部門として定着していく「複合養豚期（経
営定着期）」を経て1970年代以降は「基幹作目
期」となっていくとされ、この1970年代以降の養
豚について独自の画期区分を行っている。「基幹
作目期（前期）」（1970～80年）、「基幹作目期
（後期１）」（1980～2000年）、「基幹作目期
（後期2）（2000～2010年）」である。
「基幹作目期（前期）」ではそれまでの個別経
営が点として内的発展する段階から基幹作目とし
て地域における面的な展開を志向するステージに
移行し、養豚指導地区では地域の農協のもとに養
豚農家が組織化され「系統養豚団地」として展開
する。これに対し、「基幹作目期（後期１）」で
は基幹作目としての成熟度が増すが、他方で国際
競争にさらされる中で規模拡大、企業化が進み、
それに対応できない経営は養豚からの撤退を余儀
なくされ、「農家養豚」は大幅に後退した。「基
幹作目期（後期2）」では単なる大規模化、企業
化では切り抜けられなくなり、経営のコンセプト
を消費者重視、環境問題重視、疾病対応、アニマ
ルウェルフェア重視等におき、農場個性を打ち出
していくことが求められるようになったとし、そ
れを「農場ブランド形成期」と表現している。
最後の第7部では、現在軽種馬で全国の96％、
農用馬で87％と圧倒的シェアを占めるに至った
「馬産王国」北海道の戦後史を検証している。戦
後の馬産を大きく変えたのは競馬の躍進である。
その競馬の成長を支えたのが北海道、とくに日高
地方の馬産であった。第一次競馬ブーム（1965～
73年）で馬が軽種馬に特化し北海道・日高地方に
集中することになった。仔分け制度のもとで一般

農家も軽種馬生産を担うようになり、軽種馬専門
農協も組織され、それを支えた。家族経営が専業
的に自己馬主体で生産することは世界にも例がな
いことで、日高地方では軽種馬が農業粗生産額の
60～70％を占め、軽種馬生産主体の産業・農業構
造、土地利用構造になった。
バブル期には第2次競馬ブームが訪れ、馬産地
は加熱するがバブル経済の崩壊とともに中央競馬
と地方競馬との二極化が進み、地方競馬は深刻な
不況に陥る。21世紀に入って中央競馬も長期低迷
となり、地方競馬は経営危機に陥るところが多発
する。生産も社台グループ等の大企業牧場と家族
牧場の二極化が進み、家族経営は危機に陥る。

５　本書の特徴は最初にも述べたように北海道
農業の今後の方向性＝ベクトルを半世紀の歴史の
中から探り出したい、さらにその半世紀の歩みを
一つのサクセスストーリーとして描くことが出来
ないか、という問題意識のもとでまとめられたと
ころにある。
確かにそのような視点からの分析によって、本
書は北海道農業の歴史を鮮やかに描き出すことに
成功したということができるであろう。例えば第
1部で分析されているようなかって「猫またぎ」
と悪口をたたかれた北海道米が農業者や農業団
体、農業技術者、行政の血のにじむような取り組
みによって全国のトップブランドにまで躍進した
歴史はまさにサクセスストーリーとして評価しう
るものであろう。第1部や第3部で分析されている
「集約北進」の中で野菜園芸作が北海道農業の救
世主となったのもそうであった。
このようにサクセスストーリーとして興味深い
分析がなされているが、だからこそというべき
か、その裏面ともいういうべき様々な問題、矛盾
の解明もまた軽視されてはならない点であろう。
この間の北海道農業の変化はすさまじく、とくに
急激な規模拡大の過程で生じた矛盾、問題は府県

農業の比ではなかった。本書でも、例えば酪農で
は長期にわたって「ゴールなき拡大」が続き、多
くの酪農家が資金借入による規模拡大へと駆り立
てられてきたこと、他方でそれに疑問を抱きいわ
ゆる「マイペース酪農」を模索する酪農家も生ま
れたこと等が指摘され、畑作についても地力循環
が可能な家族労働力を主体とした30～50ha規模を
適正規模として、無制限の規模拡大を見直してい
く必要が提起されている。北海道農業の今後の方
向性＝ベクトルについて、各部門、作目の担当者
はそれぞれの部門、作目毎に今後の方向性＝ベク
トルを提示している。そこで提示されている方向
性＝ベクトルにはいろいろ示唆的な面も含まれて
いる。例えば、園芸作の導入によって初めて北海
道農業のスケールメリットが活かされるように
なったこと、園芸産地づくりで農協の役割が決定
的な意味をもつようになったこと等を指摘し、そ
うした園芸作の変革作用の継承を今後の方向性と
して提示している。いわばサクセスストーリーの
中からのベクトルの提示である。また酪農に関し
ても成り行きまかせの方向ではなく、選び取る方
向、これまでの対米従属、輸入依存で非循環的酪
農の助長を阻止する方向に舵を切るべき、とかな
り思い切った方向提示を行っている。
しかし個々の作目毎のベクトルを足し上げても
全体のベクトルにはならない。この点で、畑作に
ついて小麦、てん菜、豆作、馬鈴しょ4品目のベ
クトルとは別に畑作全体をにらんだ経営のあるべ
き方向が提示されているのは興味深い。
このことは北海道農業全体について考えると
き、本書で各作目・部門毎に提示されているベク
トルとはまた別に北海道農業全体のベクトル、あ
るいはそれぞれの地域農業の展開方向、ベクトル
の検討が必要なことを示しているのではないか。
その点で北海道農業の総論的な検討とそれを踏ま
えたベクトルの提示という課題が果たせていない
のが惜しまれるところである。

　以上のこととも関わるが、本書では部門・作
目毎の歴史としては深い分析がなされているが、
北海道農業全体の構造、農業経営や地域農業とし
ての分析が手薄になっているのではないか（それ
は本書の直接の課題ではないのかもしれない
が）。近年地域農業における担い手の弱体化の問
題は北海道でも軽視できない問題になってきてお
り、そのこととも重なって集落、地域社会のあり
方、地域農業と地域社会の持続可能性が問われる
状況になってきている。とくに21世紀に入って、
北海道でも、北海道でこそというべきか、まさに
そこが大きな問題になってきている。本書ではし
かし、それが大きな問題になっている新基本法農
政期に関してはこうした点について充分深められ
ていないように思われる。今後進むべき方向性＝
ベクトルを北海道農業として、あるいは地域農業
として考えていく上ではこうしたことの分析が重
要になっているのではなかろうか。

[付記] 本書の書評を早い時期に依頼されながら
評者の怠慢で大幅に遅れてしまったことを深くお
詫びしたい。

高崎経済大学地域科学研究所 編
『自由貿易下における農業・農村の再生
‒小さき人々による挑戦‒』

（日本経済評論社、2016年）

岩手県立大学名誉教授

土井　時久

高崎経済大学地域科学研究所による編集であ
る。本書の課題は、農産物貿易自由化の趨勢のも
とで零細、高齢化した「小さき」農業経営をいか
にして支えるか、その対応策をさぐることにあ
る。全体を4部構成とし、序章、終章を付してい
る。

第Ⅰ部　「自由貿易」と「規制改革」
第1章は、「自由貿易」と「規制改革」（鈴木
宣弘）である。自由貿易の趨勢と国内規制の改革
が密接に関わっていること、規制改革が農業経営
を不利にさせていることを実証的に示している。
「強力なグローバリズムによる一部の露骨な利益
追求に対抗して、「小さき人々」がいかに豊かな
生活を守っていくか」が本書の課題であるとして
いる。
実証例はアメリカの穀物流通と保護政策、タイ
の鶏肉、米市場やイギリスの生乳流通などであ
る。生産を刺激する補助金を廃止して公正な貿易
を実現しようとする国際交渉にも関わらず、アメ
リカ穀物生産は巧妙な制度で保護されていること
を示している。
国際市場での鶏肉、米の価格上昇にも関わら
ず、タイの農家庭先価格は市場の寡占状態のため
に抑えられている。生産資材の売手寡占もあって
途上国の農家の所得増加は困難である。これらの
事実を市場支配率係数、価格伝達性によって計量
的に示している。途上国のみならず、イギリスの
生乳流通でも規制緩和が酪農家の生乳価格低下が

みれる。イギリス生乳市場問題に精通する著者
は、1973年のMMB解体以後の変化を丁寧に示し
ている。立論を通して、規制を緩和した市場原理
の徹底が経済成長をもたらすとする主流派経済学
への批判をも含んでいる(3.2~3.8)。
第2章は、「TPP大筋合意と農業分野における
譲歩の特徴̶日豪EPAとの比較を中心に̶」(東
山寛)である。TPPにおける農業分野の譲歩の特
徴を明らかにするべく、品目を牛肉にしぼって日
豪EPAとTPPの比較を行っている。その結果、
(1)日豪EPAとTPPでとっている手法に共通点が
あること、(2)このような譲歩をすれば、これが次
のFTAの始点となること、(3)TPPを批准すれ
ば、国境措置が十分に機能しなくなることについ
て述べている。関税引き下げで関税収入は減少
し、国内農業保護のためには従来の消費者負担に
かわって納税者負担つまり財政支出に大幅に依存
する政策とならざるをえず、その可能性を危惧し
ている。

第Ⅱ部 農業構造(農地)政策と集落営農の展開
第II部が本書の中核をなしており、全6章で構
成している。はじめの 2章を農業構造政策の包括
的な議論にあて、他の4章は東北、北関東、中
国、九州地方の実証研究である。
第1章は、「農地政策の変遷と農村社会」（高
木賢）で、手際よく昭和27年の農地法制定以後の
変遷を整理している。農地改革以後70年に及ぶ日
本経済と農業の変化からみて農地法の果たす役割
も変化してきたのは当然である。農地の農政上の
意味を理解するためには、5.の農地法を適用除外
とする制度から9.の農業委員会の組織改革や農地
法改正にかけての叙述に教えられるところが大き
い。
第2章は「農地市場と農地集積のデザイン」(中
嶋晋作)で、完全競争的農地市場を前提に数理モ
デルを提示する。しかし、複雑な農地需給をこの

モデルを前提に分析するのは難しい。このことに
ついては、「2.2現実の『農地市場』」で述べて
いる。サイクル方式による農地交換のアイデアが
魅力的であるが、長塚節 『土』 的岩盤の根強さ
が簡潔なモデル化のまえに立ちはだかっている。
評者はGoogle Mapの写真を参照して中山間地
域の河川、農地、丘陵の特徴や近隣のDID(人口
集地区)の配置を確かめながら4つの実証的論述を
興味深く読んだ。
第3章「集落営農の展開‒東北‒」(柳村俊介)では
宮城県角田市A地区をとりあげている。はじめに
角田市の農業の特徴をを東北、北陸と比較しつつ
明らかにしている。農地の出し手、受け手の状況
から中規模層の落層による出し手が増加している
ことを示している。
A地区では、圃場整備事業を契機に農地集積が
進行する。事業は1998~2008年に実施され、336
名を越える地権者のなかから11名の担い手で集団
転作組合を組織する。担い手の平均経営耕地面積
は1997年の7.8ヘクタールから2006年には17.8ヘク
タールに拡大する。この間の組織の変化は図3-3
で巧みに示されている。
結論部分で提示する「二階建て方式」の地域農
業システムと「転作組合」型集落営農の論述が興
味深い。集落営農組織の形成は三層からなるとす
る。根底に横たわるのは農家・農地・水などの土
台であって、その上に1階たる農地・労働力・農
機具・作業委託の利用調整組織、さらにその上の
農作業実働組織が2階をなしているとする。この
地区の農地利用調整を実現した要因は、圃場整備
事業・米生産調整政策・経営所得安定対策といっ
た経済的誘導であると結んでいる。
第4章「北関東における集落営農の展開」(安藤
光義)では、品目横断的経営安定対策を機に集落
営農組合が急速に組織される経緯について章の前
段で論述している。北関東では麦作に力点をおく
個別性の強い集落営農に特徴があるとし、続いて

群馬県 JA佐波伊勢崎、埼玉県 JAくまがやの集落
営農組織の特徴を論述する。各事例に関する資料
1~3が付されて概要を理解しやすい。
ここでは機械利用組合→政策対応営農組合→法
人化の経過をたどる傾向が認められる。第3章と
同様に品目横断的経営安定対策を契機とする営農
集団の組織化の傾向がある。とりわけ、JAくま
がやにおける中条農産サービスの法人化への推移
が特徴的である。結論として、様々な集落営農の
進行にもかかわらず、「リーダーたちの高齢化も
進んでいるので、後継者層の確保が課題」として
いる。
第5章「集落営農組織の経営多角化と直接支払
い‒広島県世羅町(農)さわやか田打を事例として
‒」(西川邦夫)は、課題を「農産加工への取り組み
を中心とした集落営農組織の経営多角化に対し
て、直接支払交付金が果たす役割を明らかにする
こと」としている。
「表5-6経営収支と直接支払い交付金受給の推
移」が、さわやか田打(とうち)の2003~2014年収
支状況をまとめている。この期間に農事組合法人
さわやか田打は、直接支払交付金によって常勤雇
用給与支出と積立金による投資を可能にしてい
る。農産加工品の販売額に対する労務費などの比
率は高いが、販売額は2014年度では水稲に次ぐ。
農産加工が重要な意味をもつのだが、その内容に
関する説明を欠いている。ネットで検索すると、
最近は玄米コシヒカリ、杵つきあん餅などであ
る。「使途が自由な直接支払交付金」が農産加工
を可能にしたといえる。
第6章は「中山間地域における集落営農の運営
管理‒協業経営型農事組合法人に焦点をあてて‒」
(宮田剛志)である。この事例では、保守主義、平
等主義、全会一致主義を貫く「ムラの論理」と利
潤追求重視の「経営の論理」を指標として分析し
ている。
豊後高田市で最も早く組織(1999年) された集落

営農組織が、現農事組合法人ふき村である。1998
年の圃場整備事業を契機としている。米、小麦、
そば、大豆を主作物とし土地利用率193%(2010年
度)の米麦、そば中心の土地利用が特色である。
あわせて直売所「蓮華」、合鴨飼育もふき村に一
元化している。
分析結果から、「ムラの論理」が収益配分の面
で地域の標準小作料を上回る土地配当、作業部会
への全戸参加などに見られるとし、「経営の論
理」は収益配分の引き下げ、出役重視へ移行する
ことや専従者としての外部雇用をあげている。第
Ⅱ部第3章の二階建方式の土台部分に通ずる日本
農業の基盤を見る思いがする。利潤最大化原理の
企業理論では分析困難な問題である。

第Ⅲ部　農村政策とその成果
1999年の農業・農業・農村基本法制定にとも
なって、それまでの基本法農政は、食料・農村分
野に対象をひろげることとなった。農業・農村の
多面的機能の保全に関する政策がとられることに
なる。第Ⅲ部は、この問題を含む広範な課題を取
り上げている。
第1章は「農村政策の展開過程‒政策文書から軌
跡を辿る‒」(安藤光義)である。農水省の文書に
よって農村政策がどのように変化してきたかにつ
いて整理している。白状するが評者はこのような
仕事が最も苦手である。白書は官公庁内部の担当
者が苦労して、省の実施した政策とその評価を文
書化するのだが、読み手はその背後にある真意を
も透視して読まねばならない。ここでは、特に中
山間地域等直接支払制度の創設(2000年)に関する
論述に教えられることが大であった。引用は割愛
するが、200頁に及ぶ論述である。この部分を第
Ⅱ部第3~6章の叙述と照応させると理解が深ま
る。
第2章は「農地・水・環境保全向上対策の実施
規定要因と地域農業への影響評価」(中嶋晋作・

村上智明)である。農地・水・環境保全向上対策
を実施する要因を計量経済的に究明することを目
的にしている。1,878集落のデータによる農家数
とその変化率、経営耕地面積とその変化率、圃場
整備割合などを規定要因とするOLS、SLM(空間
ラグモデル)、GWR(地理的加重回帰分析)の計測
によって結論をえている。山形県は廃藩置県をへ
て今なお県内の地域ごとの独自性が顕著である。
農協の経済連組織は長期にわたって日本海に面す
る庄内経済連と内陸の山形経済連にわかれて他県
に見られぬ特徴であった。大胆な仮定なしに計量
分析はできないのだが、山形県は地域相互の関係
が距離だけでは律しきれない複雑な県である。計
測技法の細部は評者の理解を越える。しかし、魅
力的な計測手法で評者も試みたい誘惑にかられ
る。図2-2~2-4では推定結果を4段階で図示してい
るが、値の大小に応じて濃淡を付すべきでろう。
これでは読者の頭脳は混乱する。
第3章「農産物直売所における品質管理の実態

とその意義」(菊島良介)では、直売所の品質管理
に関する出荷農家と直売所の合意形成過程などに
焦点をあてている。調査対象直売所は、千葉県
F、静岡県I、山形県Dである。これらにヒアリン
グとアンケートを行っている。第3セクターによ
る運営の千葉Fでは、設立当初に品質の悪い農家
に作物転換を促したり、価格調整を行っていた。
さらに、品質向上のために関係機関に栽培指導を
依頼していた。農家によって運営される山形Dで
は、品質低下は殆どみられず、品質の悪い場合は
店長が文書で出荷者に通知していた。企業の運営
する観光総合施設の一部をなす静岡Iでは、運営
する企業が出荷農家を選定し、品質管理をおこ
なってきた。
第4章は「農業人口の高齢化と労働力確保方

策̶定年帰農の動きに着目して̶」(津田守)であ
る。第1の課題は、我が国の農業就業者の高齢化
の特徴と要因を明らかにすること、第2は、定年

帰農に関する考察である。第1の課題に関して3つ
の要因をあげている。(1)は、若年層の急減であ
る。表4-1に示されるように、15歳未満の人口は
2000年に139万人であったが、その後、2005 年に
は90万人、2010年には61.5万人に減少している。
評者は農家世帯での若年層人口減少が日本全体よ
り急速であることに気がつかなかった。(2)は、世
代交代の遅れによる農業経営者の高齢化。(3)は、
定年帰農の問題であり、これが第2の課題として
とりあげられる。
定年帰農は農家出身者が定年後に就農するほ
か、非農家出身の定年後就農を含む。帰農により
農家戸数の激減が幾分食い止められるものの、基
本的には新規学卒者の就農が極めて少ないことが
農家の高齢化につながっている。大企業優先の経
済政策で、野山荒れ鳥の啼かぬ沈黙の農山村から
若年層が離れるのを黙視するわけにはいかない。

第Ⅳ部 「自由貿易」と地域経済
ピケティは所得の不平等の進行を説き、最上位
所得層を排して労働所得層に置き換えることが不
平等の縮小につながり、経済成長を可能にすると
主張する。「小さきもの」が追い詰められる現実
に如何にして展望を描くべきか。第Ⅳ部の背景に
は、この問題が横たわっている。
第1章「グローバル化に対する中小企業の事業
展開と地域の対応」（清水さゆり・里見泰啓）で
は事業を3種にわけている。3事例の論述は、この
分野に不案内な評者には有益である。すべてをこ
こに紹介できないがS社の事例で、スクリーン印
刷技術を基礎に自動改札機の面発光モジュールや
水溶性紙灯籠の開発等々、実に多彩な対応をして
いることに惹きつけられる。この章の読後、グ
ローバル化に対する中小企業の対応が我が国農業
に与える示唆について考え込んだ。腕を組んで天
井を眺めるだけだった。
第2章は「アーミッシュ社会における農業の恵

みと重み」(大河原真美)である。この章ではアー
ミッシュの農業にかぎらず、アメリカのアーミッ
シュ全体に言及している。本書全体で日本農業の
伝統的側面への配慮を感ずるが、アーミッシュも
また標準的な経済学の利潤大化原理では説明でき
ない農業にふれて興味深い。ただ、本書全体の構
成からみるとすわり心地は良くない。別の機会に
日本のヤマギシ会をも視野に入れた論述を期待す
る。
第3章「産業政策の視点による地方農業の振興
方策」(河藤佳彦)は、近年の産業政策の特色とし
て、(1)政府主導による特定産業の発展誘導にかわ
る市場経済を前提とする自律的産業発展政策、(2)
重化学工業から知識集約型産業への政策のシフ
ト。(3)地方の重視をあげて、さらに2006年以後の
産業政策を3期にわけて手際よく整理している。
続けて地方農業の課題と振興方策について論じ
ている。農業生産所得の多い北海道、茨城、千葉
などを地方部、第2,3次産業を主とする東京都な
どを都市部として比較のうえで地方部の労働生産
性、給与額の低さを指摘。この地域格差是正の政
策手段として、農業経営規模の拡大と農業の6次
産業化をあげている。
第4章は「日本における農村社会の変容と公共
事業」(天羽正継)である。課題は、公共工事に依
存する農村社会の形成過程を明らかにすることで
ある。立論の大筋は正確で説得的である。しか
し、部分的にには首肯しがたい点がある。図4-2
「農林水産・鉱業の平均給与の全産業に対する比
率の推移」は国税庁の原資料によれば「1年間の
支給総額」であって農業では少数の雇用労働を意
味するであろう。炭鉱労働者も含んでいる。ここ
は第一次産業従事者一人あたり純生産とそれ以外
の産業従事者の純生産を比較すべきであろう。表
4-1,4-2によって第一次産業従事者の一人当たり純
生産の第二、第三次合計のそれに対する比率をと
ると1950年の0.37から2000年の0.32まで、ほぼこ

の程度の値で推移する。ルイス・モデルによる２
セクター間の労働力移動を空間均衡論的に実証す
るほうが説得的にみえる。
多くのデータを駆使して、「農村部の割合が高
く、1人当たり県民所得の水準が低い地方ほど、
公共事業に大きく依存する経済構造」になってい
る、と結論づけている。
全体を通して、グローバリズムの趨勢のもとで
農業従事者の老齢化と停滞する農業経営の規模拡
大を集落営農で対抗せんとする農村の実態を示し
た好著となっている。編集担当者と執筆者の労を
多としたい。



北海道農業ベクトル研究会 編
『新北海道農業発達史』

（北海道地域農業研究所、2013年）

明治大学名誉教授

田畑　保

１　明治の開拓期から高度経済成長初期までの
北海道農業の約1世紀を雄大なスケールで描き出
した『北海道農業発達史』（以下「旧発達史」）
が刊行されて半世紀が経過した。このほどその続
編ともいうべき『新北海道農業発達史』が新たに
刊行された。「旧発達史」の刊行後北海道農業は
大きく変化してきた。その変動のさなかの北海道
農業については、これまで『戦後北海道農政史』
（農政史研究会編、1976年）、『経済構造調整下
の北海道農業』（牛山敬二・七戸長生編著、1991
年）、『北海道農業の地帯構成と構造変動』（岩
崎徹・牛山敬二編著、2006年）等浩瀚な共同研究
がまとめられてきている。
そうした流れを引き継ぎながら、「もう一度日
本の中での北海道の位置付けを考え、北海道農業
を北海道農業たらしめている諸要素とは何か、北
海道農業の独自性と何だったのかを明らかにする
ことは『これからの50年』を考えるためにも大
切」という問題意識のもとで現役を退いたベテラ
ン研究者たちを中心にして研究会が立ち上げられ
た。「北海道農業ベクトル研究会」である。本書
はこの研究会の3年余にわたる共同研究の積み重
ねを経てまとめられたものである。歴史の推進主
体として行政と農業技術者、農業者と農業団体と
いう４つの主体を設定し、その50年の歴史の中か
ら将来につながる方向性、未来へのベクトルを探

り出したい、さらに北海道農業の展開を一つのサ
クセス・ストーリーとして描くことが出来ない
か、という問題意識が共同研究のベースにおかれ
ている。
本書の構成は耕種編（稲作、畑作、園芸作）、
畜産編（酪農、肉用牛、養豚、馬産）というよう
に作目・部門毎の構成となっており、「旧発達
史」にあった農法を中心とした総論的な章や農業
生産力基盤に関する章は設けられてはいない。画
期区分は、農基法農政、総合農政、国際化農政、
新基本法農政という農政の展開に即した区分と
なっている。北海道農業が国の農政展開の影響を
強く受けて進んできたという考えからである。

２　第1部では稲作が取り上げられているが、
この間の稲作の展開が国の農政に強い影響を受け
てきたこともあり、前述した農政展開の4つの画
期に即して章立てが行われ、国の農政展開と、そ
れに対する地方自治体としての道の行政と農業技
術者、農業者と農業団体の対応・対抗についても
詳しく分析され、本書の総論的な役割も果たして
いる。
序章では、明治期から基本法農政期前までの北
海道稲作の苦難の歩みを素描している。その上で
第1章では農基法農政下の稲作が分析されてい
る。1960年代に入って政府はそれまでの丸抱え的
な保護政策を転換し、「所得均衡」「農業構造改
善」「選択的拡大」等をキーワードとする基本法
農政を展開する。府県では高度経済成長のもとで
進んだ農外労働市場の拡大が兼業農家、とくにⅡ
兼農家の増加をもたらし農政が期待したような自
立経営の増加には向かわなかったのに対し、北海
道では挙家離農の多発と残った農家の規模拡大が
進行し、「農基法農政の優等生」と評されること
になる。その要因として本書ではこれまでよく指
摘されてきた戦後開拓や農村労働市場の未発達等
の辺境＝フロンティアとしての北海道の地域的歴

史的要因だけでなく、戦後12年間続いた「革新道
政」を全道労協とともに支えた北海道農民同盟の
分裂･後退等も一因となった「中央直結」の保守
道政への転換等の政治的要因にも論及しているの
が注目される。
1960年代の北海道は造田ブームの時代で、稲作
限界地帯にまでそれが広がる中での米生産量の飛
躍的増大は、後に問題化する米の品質問題ともあ
いまって道産米の危機をもたらすことになる。
第2章では総合農政下の稲作転換が取り上げら
れる。この期に始まる米の減反（生産調整）が北
海道に及ぼした衝撃、影響は大きかった。1970年
代に始まる総合農政は、この生産調整とともに農
地政策の転換、農産物自由化を3本柱とするもの
であった。このアメリカ側からの開放要求に沿っ
た農産物自由化の流れを農政の側がせき止められ
なかったところに生産調整の跛行的進行と農業衰
退の原因があったと指摘している。
他方でこの期は農業産出額はなお増加基調にあ
り、総体としての農業生産力は落ちていなかった
ことも指摘している。地域農業のレベル、農家経
営のレベルでみると、複合化と集約化の進展等の
発展的動きも生まれていたのである。
生産調整の長期化、傾斜配分への転換の中で北
海道は生産調整の最大のターゲットとされ、とく
に「水田利用再編対策」では転作率44％という致
死的ともいうべき高率の転作目標が配分され、北
海道稲作は最大の危機に直面した。そこから再生
を目指す生産者、農協の様々な取り組みが生まれ
る。特筆すべき取り組みとして、それまで消費者
の評価が低かった北海道米を消費者に認知しても
らうことにつながった「特別自主流通米」という
北海道独自の販売戦略の取り組み、稲モノカル
チャーからの転換、転作の定着と複合化に向けた
取り組みがあげられている。後者に関しては、稲
作中核地帯の集団的転作対応の事例として「深川
方式」、道南小規模稲作地帯の複合経営の事例と

して「洞爺方式」が新しい方向を切り開く２つの
イノベーターとして紹介されている。
この時期の稲作は「量から質へ」の転換を迫ら
れた時期で、銘柄米不在の状況から脱却するため
に農業試験場が総力をあげて品種改良に取り組
み、その中から生まれた「ゆきひかり」は決定打
とはならなかったが、次につながる「記念碑」的
な位置を占めた。
機械化の面では前期は機械化体系はまだ跛行的
で未完成だったが、この期は田植機の開発・実用
化が進み、乗用トラクター、動力田植機、自脱型
コンバインの3点セットによる「中型機械化体
系」の北海道バージョンともいうべき機械化体系
が完成する。
第3章では「プラザ合意」にそって国内市場の
一層の開放を求めた前川レポート（1986年）を受
けて「国際化農政」に舵をきってからの時期が分
析される。1986年から開始されたガット・ウル
グァイラウンド（UR)では、農産物貿易だけでな
く国内の農業保護政策までが問題とされた。日本
の農業保護政策の根幹である食管法をはじめとす
るわが国農政の全体系が問われることになったの
である。1993年末に終結したUR農業合意に基づ
きコメが部分開放されるとともに食管法が廃止さ
れ、かわって新食糧法が登場した。
この期、北海道では良食味米の開発・生産とい
う北海道稲作の年来の課題に応えて「きらら
397」が登場し、爆発的なヒット商品となった。
北海道が初めて生んだ「全国的品種」である。こ
の「きらら397」人気は栽培適地をこえて道北や
山間部等への拡大、過剰作付けの問題も生み出し
（「うまい米の山登り」）、それに対し一つの銘
柄に集中しない安定生産、新たな良食味米開発に
向けた取り組みが求められていくことになる。
1993年の大冷害にともなう「平成米騒動」後自
主流通米価格の低落が続く事態に対し北海道の農
協系統は全道の稲作地帯を13のブロックに分け広
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域産地の形成による販売力強化を図った。それは
この時期の系統農協再編問題での北海道独自の対
応とも関連していた。農協系統は第19回全国農協
大会（1991年）で広域合併の徹底と「中抜き二段
階方式」を打ち出したが、北海道はホクレンを存
続させる「道内二段階」という独自の方向を選択
した。単協合併についても一部の地域では広域合
併が進んだが、なお111の総合農協が存続してい
る。「新たな米政策大綱」下での「米需給安定対
策」や「稲作経営安定対策」への農民の参加率も
全国では80％台なのに対し北海道ではほぼ100％
ということに示されているように稲作農家の農協
への結集力は極めて高かった。
なおこの時期の稲作経営の存在形態をみておけ
ば、空知の稲作中核地帯の集落で10ha以上の上層
だけでなく、5～10haの中堅層が地域農業の担い
手として分厚く存在していたことも特筆すべき点
である。
第4章では新しい基本法と北海道米の躍進が取

り上げられる。農業基本法が廃止され、代わって
新しい基本法（食料・農業・農村基本法）が制定
された。農業基本法が古くなったためではなく、
農業保護を禁じたWTO条約に抵触するためであ
る、というのが著者の強調点である。新しい基本
法の制定にあたっては政策目標としての食料自給
率の設定や直接所得補償政策の導入等を要求した
意見書が北海道から提出された。
こうした国の農政展開に対し、かっては「基本
法農政の優等生」といわれた北海道の農政がドラ
スティックともいえるほどに現実主義に転換し、
独自性を強めていく。競争や選別よりも保護政策
的志向を強く打ち出した「北海道農業・農村振興
条例」（1997）、知事の名で公表された「北海道
スローフード宣言」（2003）、「食」「環境」
「担い手」「地域」というこれまでにない切り口
で10年後の道農政の指針を示した「北海道農業・
農村ビジﾖン21」（2004）等の一連の流れがそう

である。そしてそこに行政、経済界、消費者団体
等がそろって地域の農業発展を支援する「道民合
意」の形成をみている。
米政策への対応においても大型集出荷施設を拠
点とする広域産地体制としての再編整備が進めら
れ、それと連動する形で農協の広域合併も動き出
す。それは「行政対応型合併」ではなく「産地形
成型農協合併」という北海道特有の動きであると
評価している。
21世紀初頭の北海道稲作の新しい動きとして特
筆されるのは、「ゆめぴりか」をはじめとする北
海道米の新しいエースが登場し、うまいコメの勢
揃い状況がうまれてきたことである。2010年の食
味ランキングでも「ななつぼし」と「ゆめぴり
か」は「特A」の評価をうけた。「猫またぎ」と
悪口をたたかれ続けた北海道米が全国のトップブ
ランドに躍り出るようになったのである。それは
官民一体となった道民運動の成果でもある。
第5章では「組織力で前進する北海道米」とし
て特別自主流通米以降の取り組みの経過について
内部に深く立ち入る形で整理するとともに、北海
道水田農業の課題と展望にふれ、水田複合化の課
題と全道共販体制強化の重要性を指摘している。

３　畑作は北海道的な特徴を最も強く示す作目
である。第2部では小麦（第2章）、てん菜（第3
章）、豆作（第4章）、馬鈴しょ（第5章）の4作
目を取り上げ、第1章では総論として畑作の政策
と経営構造について論じている。畑作は地力維持
の面から輪作体系が不可欠であり、北海道畑作の
歴史はその確立に向けての歩みでもあった。1970
年代から20世紀末にかけて成立した小麦、てん
菜、豆、馬鈴しょの畑作4品を基幹作目とする輪
作体系はその一つの到達点であった。
機械化と作付け体系の面から農政画期毎の変化
をみておけば、基本法農政期はトラクター・畜力
併存期で畑作の中心地帯の十勝等では豆作偏重の

作付け体系だったが、総合農政期には豆作が大幅
に減少し、代わって馬鈴しょとともにてん菜が基
幹作目の地位を占めるようになる（「寒地畑輪作
の要ーてん菜」）。大型トラクターをはじめとす
る機械化一貫体系の成立がその背景にあった。そ
れまで1万ha前後で低迷していた小麦は転作の影
響もあって飛躍的に増加し（「道産小麦の蘇
生」）、畑作4品の輪作体系が成立、定着してい
く。
しかし高度機械化萌芽期の国際化農政期、高度
機械化定着期の新基本法農政期には、とくに大規
模層では輪作の要であるてん菜が縮小するととも
に、省力作目である小麦の拡大、基幹作目化が進
み、かってのてん菜、馬鈴しょ、小麦、豆類の畑
作4品のバランスのとれた輪作体系が崩れつつあ
ることが指摘されている。
第3部では農政画期毎に園芸作の展開を分析し
（第1章～第4章）、最後の第5章で果樹農業の展
開を分析している。北海道で野菜生産が本格化す
るのは転作が強化される1970年代後半からで、以
前から移出野菜としての地位を獲得してきていた
「いも・たま」、にんじんが先行し、それに続く
形で転作野菜に主導されながら野菜作が伸びて
いった。それをリードしたのが洞爺村農協や富良
野農協等の取り組みであった。
1980年代後半からは園芸作は畑作・酪農地帯に
も広がり、畑作型野菜の伸張で道産野菜は多品目
化しつつ生産が拡大し、「土地利用型」野菜から
「園芸作型」野菜の移出産地へと発展した。2010
年には耕種部門における野菜の割合は42％を占
め、畑作を抜いて耕種部門のトップになった。こ
うした北海道における野菜園芸作部門の発展、複
合化・集約化の動きを「集約北進」としてとら
え、それが北海道農業の救世主となっていると極
めて高い評価が与えられている。さらにこうした
園芸作産地づくりには農協の役割ー指導力と販売
力ーが決定的な意味をもったことも指摘してい

る。

４　畜産編は酪農、馬産の他に「旧発達史」に
はなかった肉用牛、養豚も新たに加わり、4部構
成となっている。戦後北海道農業における畜産の
比重の増大がそこにあらわれている。第4部 酪農
は農政画期毎に章立てされ（第2～5章）、第1章
が導入部、最後の第6章は結びの章となってい
る。第4部の著者は、「旧発達史」の松野の指摘
をひきつつ「歴史的考察は明日を語ることである
べき。明日を語るためには経済学の枠組みをこえ
た広範な考察が要求される」ととりまとめにあ
たっての思いを述べている。そうした思いもあっ
てか農業関係の論文、資料だけでなく文学や歴史
関係の文献からの引用も豊富で本書の中でも異色
なスタイルとなっている。
酪農の普及発展にとっては乳牛の導入・拡大と
その飼料基盤の整備が必須の課題となる。戦後初
期の牧野開放、有畜農家創設事業、さらに酪振法
に基づく「集約酪農地域」の指定や飼料生産基盤
の整備、公共育成牧場の造成、国営・道営・団体
営の草地開発事業等がその役割を担った。こうし
た過程を経て基本法農政期に道東、道北を中心に
酪農専業経営の形成が進み、加工原料乳の生産が
本格化する。
なお加工原料乳に対しては不足払制度が1966年
から実施されてきた。それは指定乳製品の輸入差
益を原資とするという矛盾をかかえながらも北海
道の酪農にとって重要な役割を果たしてきた。本
書ではその点についても詳しい計量的な分析を加
えている。
北海道の酪農の経営規模は基本法農政期後半か
ら総合農政期にかけて急速に拡大した。1960年に
は2頭前後だった1戸当たり成牛飼養頭数は70年9
頭、80年26頭、90年38頭、2000年56頭というよう
にすさまじいテンポで増加した。1975年頃までは
草地面積も乳牛頭数とほぼ同じペースで増加した

が、1980年代に入ると草地・飼料作面積の増加率
は鈍化し、府県ほどではないが北海道でも輸入濃
厚飼料に依存した規模拡大となった。
頭数拡大とともに酪農経営の機械化も急速に進
んだ。酪農における機械化は飼料作の機械化だけ
でなく飼養管理作業や搾乳作業、糞尿処理作業の
機械化等多方面にわたった。それだけに規模拡大
のための酪農家の負担は大きかった。
こうした急激な規模拡大では、それに対応でき
ない多数の酪農家の離農、酪農廃止が生じた。
残った酪農家も多額の負債等多くの問題を抱えこ
むことが多く、また急激な規模拡大、機械化は
様々な技術的・経営的リスクをともなうことも少
なくなかった。本書では多くの論文、資料も引用
しながらそうした実態を詳しく分析している。
　第5部では肉用牛を取り上げている。北海道
は和牛については後発だったが、肉用牛生産とし
ては屈指の大生産地帯に躍進してきた。そのこと
は、1965年には1％に満たなかった肉用牛飼養頭
数のシェアが75年7％、90年12％、2010年18％と
全国の5分の1近くを占めるまでに拡大してきたこ
とに端的にあらわれている。
肉用牛生産は大きくは黒毛和種等の肉専用種と
乳用種肉用牛とに分かれるが、北海道では、乳用
種肉用牛が主力となっている。乳用種肉用牛は、
いわば酪農との連結生産物であり、酪農との結び
つきの中で発展してきたのである。地域的には道
南・道央の専用種肉用牛地帯と道北・道東の乳用
種と専用種との混在地帯に分けられるが、専用種
地帯は伸び悩み傾向にあったのに対し、乳用種と
専用種混在地帯の十勝・釧路の躍進が顕著であっ
た。この間の肉用牛生産の発展を担ったのは主に
後者の地域である。北海道の農業粗生産額に占め
る肉用牛生産のシェアでも1975年の1.9％から
2005年には6.1％にまで増加した。肉用牛生産が
北海道農業の重要部門となってきたのである。
この間にはまた牛肉輸入の完全自由化、口蹄疫

の発生（2000年）やBSE感染牛の発生（2001年）
等肉用牛生産の存立を脅かすような問題も発生
し、肉用牛生産における安全・安心の訴求もあら
ためて重要な課題になっている。
第6部で取り上げられている北海道の養豚は、
基本法農政期の小規模零細な副業養豚から複合経
営の一部門として定着していく「複合養豚期（経
営定着期）」を経て1970年代以降は「基幹作目
期」となっていくとされ、この1970年代以降の養
豚について独自の画期区分を行っている。「基幹
作目期（前期）」（1970～80年）、「基幹作目期
（後期１）」（1980～2000年）、「基幹作目期
（後期2）（2000～2010年）」である。
「基幹作目期（前期）」ではそれまでの個別経
営が点として内的発展する段階から基幹作目とし
て地域における面的な展開を志向するステージに
移行し、養豚指導地区では地域の農協のもとに養
豚農家が組織化され「系統養豚団地」として展開
する。これに対し、「基幹作目期（後期１）」で
は基幹作目としての成熟度が増すが、他方で国際
競争にさらされる中で規模拡大、企業化が進み、
それに対応できない経営は養豚からの撤退を余儀
なくされ、「農家養豚」は大幅に後退した。「基
幹作目期（後期2）」では単なる大規模化、企業
化では切り抜けられなくなり、経営のコンセプト
を消費者重視、環境問題重視、疾病対応、アニマ
ルウェルフェア重視等におき、農場個性を打ち出
していくことが求められるようになったとし、そ
れを「農場ブランド形成期」と表現している。
最後の第7部では、現在軽種馬で全国の96％、
農用馬で87％と圧倒的シェアを占めるに至った
「馬産王国」北海道の戦後史を検証している。戦
後の馬産を大きく変えたのは競馬の躍進である。
その競馬の成長を支えたのが北海道、とくに日高
地方の馬産であった。第一次競馬ブーム（1965～
73年）で馬が軽種馬に特化し北海道・日高地方に
集中することになった。仔分け制度のもとで一般

農家も軽種馬生産を担うようになり、軽種馬専門
農協も組織され、それを支えた。家族経営が専業
的に自己馬主体で生産することは世界にも例がな
いことで、日高地方では軽種馬が農業粗生産額の
60～70％を占め、軽種馬生産主体の産業・農業構
造、土地利用構造になった。
バブル期には第2次競馬ブームが訪れ、馬産地
は加熱するがバブル経済の崩壊とともに中央競馬
と地方競馬との二極化が進み、地方競馬は深刻な
不況に陥る。21世紀に入って中央競馬も長期低迷
となり、地方競馬は経営危機に陥るところが多発
する。生産も社台グループ等の大企業牧場と家族
牧場の二極化が進み、家族経営は危機に陥る。

５　本書の特徴は最初にも述べたように北海道
農業の今後の方向性＝ベクトルを半世紀の歴史の
中から探り出したい、さらにその半世紀の歩みを
一つのサクセスストーリーとして描くことが出来
ないか、という問題意識のもとでまとめられたと
ころにある。
確かにそのような視点からの分析によって、本
書は北海道農業の歴史を鮮やかに描き出すことに
成功したということができるであろう。例えば第
1部で分析されているようなかって「猫またぎ」
と悪口をたたかれた北海道米が農業者や農業団
体、農業技術者、行政の血のにじむような取り組
みによって全国のトップブランドにまで躍進した
歴史はまさにサクセスストーリーとして評価しう
るものであろう。第1部や第3部で分析されている
「集約北進」の中で野菜園芸作が北海道農業の救
世主となったのもそうであった。
このようにサクセスストーリーとして興味深い
分析がなされているが、だからこそというべき
か、その裏面ともいういうべき様々な問題、矛盾
の解明もまた軽視されてはならない点であろう。
この間の北海道農業の変化はすさまじく、とくに
急激な規模拡大の過程で生じた矛盾、問題は府県

農業の比ではなかった。本書でも、例えば酪農で
は長期にわたって「ゴールなき拡大」が続き、多
くの酪農家が資金借入による規模拡大へと駆り立
てられてきたこと、他方でそれに疑問を抱きいわ
ゆる「マイペース酪農」を模索する酪農家も生ま
れたこと等が指摘され、畑作についても地力循環
が可能な家族労働力を主体とした30～50ha規模を
適正規模として、無制限の規模拡大を見直してい
く必要が提起されている。北海道農業の今後の方
向性＝ベクトルについて、各部門、作目の担当者
はそれぞれの部門、作目毎に今後の方向性＝ベク
トルを提示している。そこで提示されている方向
性＝ベクトルにはいろいろ示唆的な面も含まれて
いる。例えば、園芸作の導入によって初めて北海
道農業のスケールメリットが活かされるように
なったこと、園芸産地づくりで農協の役割が決定
的な意味をもつようになったこと等を指摘し、そ
うした園芸作の変革作用の継承を今後の方向性と
して提示している。いわばサクセスストーリーの
中からのベクトルの提示である。また酪農に関し
ても成り行きまかせの方向ではなく、選び取る方
向、これまでの対米従属、輸入依存で非循環的酪
農の助長を阻止する方向に舵を切るべき、とかな
り思い切った方向提示を行っている。
しかし個々の作目毎のベクトルを足し上げても
全体のベクトルにはならない。この点で、畑作に
ついて小麦、てん菜、豆作、馬鈴しょ4品目のベ
クトルとは別に畑作全体をにらんだ経営のあるべ
き方向が提示されているのは興味深い。
このことは北海道農業全体について考えると
き、本書で各作目・部門毎に提示されているベク
トルとはまた別に北海道農業全体のベクトル、あ
るいはそれぞれの地域農業の展開方向、ベクトル
の検討が必要なことを示しているのではないか。
その点で北海道農業の総論的な検討とそれを踏ま
えたベクトルの提示という課題が果たせていない
のが惜しまれるところである。

　以上のこととも関わるが、本書では部門・作
目毎の歴史としては深い分析がなされているが、
北海道農業全体の構造、農業経営や地域農業とし
ての分析が手薄になっているのではないか（それ
は本書の直接の課題ではないのかもしれない
が）。近年地域農業における担い手の弱体化の問
題は北海道でも軽視できない問題になってきてお
り、そのこととも重なって集落、地域社会のあり
方、地域農業と地域社会の持続可能性が問われる
状況になってきている。とくに21世紀に入って、
北海道でも、北海道でこそというべきか、まさに
そこが大きな問題になってきている。本書ではし
かし、それが大きな問題になっている新基本法農
政期に関してはこうした点について充分深められ
ていないように思われる。今後進むべき方向性＝
ベクトルを北海道農業として、あるいは地域農業
として考えていく上ではこうしたことの分析が重
要になっているのではなかろうか。

[付記] 本書の書評を早い時期に依頼されながら
評者の怠慢で大幅に遅れてしまったことを深くお
詫びしたい。

みれる。イギリス生乳市場問題に精通する著者
は、1973年のMMB解体以後の変化を丁寧に示し
ている。立論を通して、規制を緩和した市場原理
の徹底が経済成長をもたらすとする主流派経済学
への批判をも含んでいる(3.2~3.8)。
第2章は、「TPP大筋合意と農業分野における
譲歩の特徴̶日豪EPAとの比較を中心に̶」(東
山寛)である。TPPにおける農業分野の譲歩の特
徴を明らかにするべく、品目を牛肉にしぼって日
豪EPAとTPPの比較を行っている。その結果、
(1)日豪EPAとTPPでとっている手法に共通点が
あること、(2)このような譲歩をすれば、これが次
のFTAの始点となること、(3)TPPを批准すれ
ば、国境措置が十分に機能しなくなることについ
て述べている。関税引き下げで関税収入は減少
し、国内農業保護のためには従来の消費者負担に
かわって納税者負担つまり財政支出に大幅に依存
する政策とならざるをえず、その可能性を危惧し
ている。

第Ⅱ部 農業構造(農地)政策と集落営農の展開
第II部が本書の中核をなしており、全6章で構
成している。はじめの 2章を農業構造政策の包括
的な議論にあて、他の4章は東北、北関東、中
国、九州地方の実証研究である。
第1章は、「農地政策の変遷と農村社会」（高
木賢）で、手際よく昭和27年の農地法制定以後の
変遷を整理している。農地改革以後70年に及ぶ日
本経済と農業の変化からみて農地法の果たす役割
も変化してきたのは当然である。農地の農政上の
意味を理解するためには、5.の農地法を適用除外
とする制度から9.の農業委員会の組織改革や農地
法改正にかけての叙述に教えられるところが大き
い。
第2章は「農地市場と農地集積のデザイン」(中
嶋晋作)で、完全競争的農地市場を前提に数理モ
デルを提示する。しかし、複雑な農地需給をこの

モデルを前提に分析するのは難しい。このことに
ついては、「2.2現実の『農地市場』」で述べて
いる。サイクル方式による農地交換のアイデアが
魅力的であるが、長塚節 『土』 的岩盤の根強さ
が簡潔なモデル化のまえに立ちはだかっている。
評者はGoogle Mapの写真を参照して中山間地

域の河川、農地、丘陵の特徴や近隣のDID(人口
集地区)の配置を確かめながら4つの実証的論述を
興味深く読んだ。
第3章「集落営農の展開‒東北‒」(柳村俊介)では
宮城県角田市A地区をとりあげている。はじめに
角田市の農業の特徴をを東北、北陸と比較しつつ
明らかにしている。農地の出し手、受け手の状況
から中規模層の落層による出し手が増加している
ことを示している。
A地区では、圃場整備事業を契機に農地集積が
進行する。事業は1998~2008年に実施され、336
名を越える地権者のなかから11名の担い手で集団
転作組合を組織する。担い手の平均経営耕地面積
は1997年の7.8ヘクタールから2006年には17.8ヘク
タールに拡大する。この間の組織の変化は図3-3
で巧みに示されている。
結論部分で提示する「二階建て方式」の地域農
業システムと「転作組合」型集落営農の論述が興
味深い。集落営農組織の形成は三層からなるとす
る。根底に横たわるのは農家・農地・水などの土
台であって、その上に1階たる農地・労働力・農
機具・作業委託の利用調整組織、さらにその上の
農作業実働組織が2階をなしているとする。この
地区の農地利用調整を実現した要因は、圃場整備
事業・米生産調整政策・経営所得安定対策といっ
た経済的誘導であると結んでいる。
第4章「北関東における集落営農の展開」(安藤
光義)では、品目横断的経営安定対策を機に集落
営農組合が急速に組織される経緯について章の前
段で論述している。北関東では麦作に力点をおく
個別性の強い集落営農に特徴があるとし、続いて

群馬県 JA佐波伊勢崎、埼玉県 JAくまがやの集落
営農組織の特徴を論述する。各事例に関する資料
1~3が付されて概要を理解しやすい。
ここでは機械利用組合→政策対応営農組合→法
人化の経過をたどる傾向が認められる。第3章と
同様に品目横断的経営安定対策を契機とする営農
集団の組織化の傾向がある。とりわけ、JAくま
がやにおける中条農産サービスの法人化への推移
が特徴的である。結論として、様々な集落営農の
進行にもかかわらず、「リーダーたちの高齢化も
進んでいるので、後継者層の確保が課題」として
いる。
第5章「集落営農組織の経営多角化と直接支払
い‒広島県世羅町(農)さわやか田打を事例として
‒」(西川邦夫)は、課題を「農産加工への取り組み
を中心とした集落営農組織の経営多角化に対し
て、直接支払交付金が果たす役割を明らかにする
こと」としている。
「表5-6経営収支と直接支払い交付金受給の推
移」が、さわやか田打(とうち)の2003~2014年収
支状況をまとめている。この期間に農事組合法人
さわやか田打は、直接支払交付金によって常勤雇
用給与支出と積立金による投資を可能にしてい
る。農産加工品の販売額に対する労務費などの比
率は高いが、販売額は2014年度では水稲に次ぐ。
農産加工が重要な意味をもつのだが、その内容に
関する説明を欠いている。ネットで検索すると、
最近は玄米コシヒカリ、杵つきあん餅などであ
る。「使途が自由な直接支払交付金」が農産加工
を可能にしたといえる。
第6章は「中山間地域における集落営農の運営
管理‒協業経営型農事組合法人に焦点をあてて‒」
(宮田剛志)である。この事例では、保守主義、平
等主義、全会一致主義を貫く「ムラの論理」と利
潤追求重視の「経営の論理」を指標として分析し
ている。
豊後高田市で最も早く組織(1999年) された集落

営農組織が、現農事組合法人ふき村である。1998
年の圃場整備事業を契機としている。米、小麦、
そば、大豆を主作物とし土地利用率193%(2010年
度)の米麦、そば中心の土地利用が特色である。
あわせて直売所「蓮華」、合鴨飼育もふき村に一
元化している。
分析結果から、「ムラの論理」が収益配分の面
で地域の標準小作料を上回る土地配当、作業部会
への全戸参加などに見られるとし、「経営の論
理」は収益配分の引き下げ、出役重視へ移行する
ことや専従者としての外部雇用をあげている。第
Ⅱ部第3章の二階建方式の土台部分に通ずる日本
農業の基盤を見る思いがする。利潤最大化原理の
企業理論では分析困難な問題である。

第Ⅲ部　農村政策とその成果
1999年の農業・農業・農村基本法制定にとも
なって、それまでの基本法農政は、食料・農村分
野に対象をひろげることとなった。農業・農村の
多面的機能の保全に関する政策がとられることに
なる。第Ⅲ部は、この問題を含む広範な課題を取
り上げている。
第1章は「農村政策の展開過程‒政策文書から軌
跡を辿る‒」(安藤光義)である。農水省の文書に
よって農村政策がどのように変化してきたかにつ
いて整理している。白状するが評者はこのような
仕事が最も苦手である。白書は官公庁内部の担当
者が苦労して、省の実施した政策とその評価を文
書化するのだが、読み手はその背後にある真意を
も透視して読まねばならない。ここでは、特に中
山間地域等直接支払制度の創設(2000年)に関する
論述に教えられることが大であった。引用は割愛
するが、200頁に及ぶ論述である。この部分を第
Ⅱ部第3~6章の叙述と照応させると理解が深ま
る。
第2章は「農地・水・環境保全向上対策の実施
規定要因と地域農業への影響評価」(中嶋晋作・

村上智明)である。農地・水・環境保全向上対策
を実施する要因を計量経済的に究明することを目
的にしている。1,878集落のデータによる農家数
とその変化率、経営耕地面積とその変化率、圃場
整備割合などを規定要因とするOLS、SLM(空間
ラグモデル)、GWR(地理的加重回帰分析)の計測
によって結論をえている。山形県は廃藩置県をへ
て今なお県内の地域ごとの独自性が顕著である。
農協の経済連組織は長期にわたって日本海に面す
る庄内経済連と内陸の山形経済連にわかれて他県
に見られぬ特徴であった。大胆な仮定なしに計量
分析はできないのだが、山形県は地域相互の関係
が距離だけでは律しきれない複雑な県である。計
測技法の細部は評者の理解を越える。しかし、魅
力的な計測手法で評者も試みたい誘惑にかられ
る。図2-2~2-4では推定結果を4段階で図示してい
るが、値の大小に応じて濃淡を付すべきでろう。
これでは読者の頭脳は混乱する。
第3章「農産物直売所における品質管理の実態
とその意義」(菊島良介)では、直売所の品質管理
に関する出荷農家と直売所の合意形成過程などに
焦点をあてている。調査対象直売所は、千葉県
F、静岡県I、山形県Dである。これらにヒアリン
グとアンケートを行っている。第3セクターによ
る運営の千葉Fでは、設立当初に品質の悪い農家
に作物転換を促したり、価格調整を行っていた。
さらに、品質向上のために関係機関に栽培指導を
依頼していた。農家によって運営される山形Dで
は、品質低下は殆どみられず、品質の悪い場合は
店長が文書で出荷者に通知していた。企業の運営
する観光総合施設の一部をなす静岡Iでは、運営
する企業が出荷農家を選定し、品質管理をおこ
なってきた。
第4章は「農業人口の高齢化と労働力確保方

策̶定年帰農の動きに着目して̶」(津田守)であ
る。第1の課題は、我が国の農業就業者の高齢化
の特徴と要因を明らかにすること、第2は、定年

帰農に関する考察である。第1の課題に関して3つ
の要因をあげている。(1)は、若年層の急減であ
る。表4-1に示されるように、15歳未満の人口は
2000年に139万人であったが、その後、2005 年に
は90万人、2010年には61.5万人に減少している。
評者は農家世帯での若年層人口減少が日本全体よ
り急速であることに気がつかなかった。(2)は、世
代交代の遅れによる農業経営者の高齢化。(3)は、
定年帰農の問題であり、これが第2の課題として
とりあげられる。
定年帰農は農家出身者が定年後に就農するほ
か、非農家出身の定年後就農を含む。帰農により
農家戸数の激減が幾分食い止められるものの、基
本的には新規学卒者の就農が極めて少ないことが
農家の高齢化につながっている。大企業優先の経
済政策で、野山荒れ鳥の啼かぬ沈黙の農山村から
若年層が離れるのを黙視するわけにはいかない。

第Ⅳ部 「自由貿易」と地域経済
ピケティは所得の不平等の進行を説き、最上位
所得層を排して労働所得層に置き換えることが不
平等の縮小につながり、経済成長を可能にすると
主張する。「小さきもの」が追い詰められる現実
に如何にして展望を描くべきか。第Ⅳ部の背景に
は、この問題が横たわっている。
第1章「グローバル化に対する中小企業の事業
展開と地域の対応」（清水さゆり・里見泰啓）で
は事業を3種にわけている。3事例の論述は、この
分野に不案内な評者には有益である。すべてをこ
こに紹介できないがS社の事例で、スクリーン印
刷技術を基礎に自動改札機の面発光モジュールや
水溶性紙灯籠の開発等々、実に多彩な対応をして
いることに惹きつけられる。この章の読後、グ
ローバル化に対する中小企業の対応が我が国農業
に与える示唆について考え込んだ。腕を組んで天
井を眺めるだけだった。
第2章は「アーミッシュ社会における農業の恵

みと重み」(大河原真美)である。この章ではアー
ミッシュの農業にかぎらず、アメリカのアーミッ
シュ全体に言及している。本書全体で日本農業の
伝統的側面への配慮を感ずるが、アーミッシュも
また標準的な経済学の利潤大化原理では説明でき
ない農業にふれて興味深い。ただ、本書全体の構
成からみるとすわり心地は良くない。別の機会に
日本のヤマギシ会をも視野に入れた論述を期待す
る。
第3章「産業政策の視点による地方農業の振興
方策」(河藤佳彦)は、近年の産業政策の特色とし
て、(1)政府主導による特定産業の発展誘導にかわ
る市場経済を前提とする自律的産業発展政策、(2)
重化学工業から知識集約型産業への政策のシフ
ト。(3)地方の重視をあげて、さらに2006年以後の
産業政策を3期にわけて手際よく整理している。
続けて地方農業の課題と振興方策について論じ
ている。農業生産所得の多い北海道、茨城、千葉
などを地方部、第2,3次産業を主とする東京都な
どを都市部として比較のうえで地方部の労働生産
性、給与額の低さを指摘。この地域格差是正の政
策手段として、農業経営規模の拡大と農業の6次
産業化をあげている。
第4章は「日本における農村社会の変容と公共
事業」(天羽正継)である。課題は、公共工事に依
存する農村社会の形成過程を明らかにすることで
ある。立論の大筋は正確で説得的である。しか
し、部分的にには首肯しがたい点がある。図4-2
「農林水産・鉱業の平均給与の全産業に対する比
率の推移」は国税庁の原資料によれば「1年間の
支給総額」であって農業では少数の雇用労働を意
味するであろう。炭鉱労働者も含んでいる。ここ
は第一次産業従事者一人あたり純生産とそれ以外
の産業従事者の純生産を比較すべきであろう。表
4-1,4-2によって第一次産業従事者の一人当たり純
生産の第二、第三次合計のそれに対する比率をと
ると1950年の0.37から2000年の0.32まで、ほぼこ

の程度の値で推移する。ルイス・モデルによる２
セクター間の労働力移動を空間均衡論的に実証す
るほうが説得的にみえる。
多くのデータを駆使して、「農村部の割合が高
く、1人当たり県民所得の水準が低い地方ほど、
公共事業に大きく依存する経済構造」になってい
る、と結論づけている。
全体を通して、グローバリズムの趨勢のもとで
農業従事者の老齢化と停滞する農業経営の規模拡
大を集落営農で対抗せんとする農村の実態を示し
た好著となっている。編集担当者と執筆者の労を
多としたい。


